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COP3そ の後 と自動車業界

(社)日本 自動車工業会

副会長 富 永 孝 雄 直
昨年末 のCOP3(地 球温暖 化 防止京都会議i)に おいてCO2の 削減 目標 も漸 く合

意に達 し,本 年11月 は じめのCOP4に 向けての準備 に各国は追われている。COP

3が 各国環境 ・経済外交の舞 台であったように,国 の内外でCOP4対 策 を競 って

い る感す らある。排 出権取 引や森林吸収源等の導入によって余裕 の出来た米国は,

99年 度予算に温暖化対策技術開発費27億 ドル,低 燃費車購入に際 しての所得控 除

を含 む36億 ドルの税制優 遇 措置 を盛込 んで い る。米 自動 車業 界 は依 然 と して

CAFE(企 業平均燃費規制)の 強化には反対である。EU(欧 州連合)は2年 前に

きめ た乗用車の燃費 を2005年 迄 にガ ソ リン52/100km,CO、120g/kmに 引上 げ

る提案 の実行 を業 界に迫って い る。因み に現在 のCO2排 出量/kmは 欧州車171

9,日 本車1759,米 車2609と いわれている。 欧州業界 は従来か ら155g/kmが

2005年 の達成可能水準 と主張 している。

この ように地球温暖化問題 もいよいよ総論か ら各論の段階に移 って きた。何 を

なすべ きかか ら,い かに取組むべ きかが問題 となってい る。各論 としては 日本は

すでに全体 の 目標 と個別分野の実施 目標 との関連づ けが進んでい る。EU等 の削

減 目標は全体 として打上 げられた ものの,個 別に積上げ られた ものではない。実

行の指針 とい う意味 では これか らの仕事であ る。

運輸部門のCO2排 出の大宗 であ る自動車産業 も,進 展す るグローバ リゼー シ ョ

ンの中で,経 営的にも技術 的に も同質化が進んでいる。ガ ソ リン直噴やハ イブ リッ

ド,リ ー ンバー ン等の低燃費化技術 も,対 策技術 として確立 して きている。 内燃

機関の次の世代 の燃料 電池の開発 も進め られて いる。技術 の熟成 に どれ だけの

リー ドタイム と資源 を投 じ,市 場のニー ズに合せ ていかに普及 を進め るかが問わ

れてい るのである。 あわせ て,国 際間のマーケ ッ トア クセスが阻害 されないよう

な配慮 も必要 となって くる。単体燃費の向上 に加 えてCO2削 減のためにさらに重

要 なことは,交 通流の円滑化や物流の改善等 をは じめ,車 の使い方 を含 めた総合

的 な取組 みであ る。その実現 を確保 す るための税制上の インセ ンティブお よび

ディスインセンティブなどの検討 も忘れてはな るまい。
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これからのエネルギーと地球を考える

「しなやかな世紀」を求め て

秋 元 勇

秋 山

巳(三 菱マテリアル㈱ 取締役社長)

守((臨 冨 ルギー総合工学研究所)
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は じ め に

詩のある人生を求めて

秋山 秋元社長は,ご 本業の社長 としてのお

仕事のほかに,総 合エネルギー調査会需給部

会のほか,国 が行 っているエネルギー,原 子

力に関す る数多くの審議会委員 として,高 所

からのご指導 と多方面にわたるご活躍をなさ

れてみえます。そのように公的にご多忙にも

かかわらず大変幅広いご趣味をお持ちで,園

芸を愛好 され,ま た地域のアマチュア楽団の

オーボエ演奏者 とも伺ってお ります。

今 日は,最 初に,こ のように多方面でご活

躍される背景 としまして,日 頃のご関心の広

が りと腐心されてます時間のや りくりの秘訣

などか らお話 しいただけたらと思います。

秋元 音楽は大変好 きでして,学 生の頃には,

一時学業 そっちのけで音楽家になる勉強を始

め,親 父にどやされた りしました。最近すばら

しい音楽家が続々生れているのを見ますと,な
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らなくてよかったとつ くづ く思いますが。

ですか ら,あ の頃か ら何か飢餓感みたいな

ものを持 っていまして,音 楽 となるとす ぐ夢

中になる癖があるのです。

反面,私 は運動神経が人一倍鈍いらしく,

スポーツは何 をや らしても駄目。テニスもホ

ームランばか り出し,練 習相手が気の毒にな

ってやめてしまいました。

それにゴルフなどは,好 きな人が好 きな時

にや るのが本来の趣味の姿のはずなのに,"1

億総 ゴルフ"で 交際の道具にな り下ってしま

っています。天気の話でなければゴルフの話

をしておけばいいとい うのは,た しかに楽な

んです よ。 しか し,土 曜,日 曜まで業界や会

社 の仲間 うちと群れていたのでは リフレッシ

ュにならないし,本 来の趣味道から外れてい

ます。ですから,ゴ ルフをやめてそろそろ3

年 ぐらいになりますけれ ども,土 曜,日 曜は,

なるべ くプライベー トの趣味に使わせて もら

っています。

一時はオーケス トラに入 り,オ ーボエを吹

いた りしていたこともあるのですが,社 長業

ともなると,練 習のため週末必ず時間を空け

ることは先ず不可能です。その うえ年をとる

と練習して もなかなか上達せず,若 い連中の

呑み込みの速 さについていけません。そろそ

ろ限界か ということで,い まはちょっと厚か

ましいのですけ ど,時 間がわ りと自由に とれ

る指揮法や作曲の方に転向しています。

こんなことで,相 変わらず好 き勝手に楽 し

んでいます。

時間をつ くるにも苦労 した

『しなやかな世紀」の執箪

秋山 このあと伺います話題に関連 もあるの
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ですが,先 般お書きになった 『しなやかな世

紀』は,地 球環境,エ ネルギー,原 子力の問

題について,大 本か らきちん と幅広 く書かれ

ておられ,大 変素晴 らしい本だと感心 してお

ります。ご執筆になるのは,た ぶん,深 夜,

ご自宅でと推察いたしますが,時 間をつ くり

出すのは,本 当に大変ではないで しょうか。

秋元 あの本 も,ち ょっと電気新聞記者の久

米俊哉さんにだまされたような ところがあ り

ましてね。以前に,広 島での 日本原子力産業

会議で,プ ル トニウムの話 をしたことがあり

ました。それを聞かれて,「面 白い話 しですね。

本にしませんか」 と言うので,そ れまでにい

ろいろ書 き散 らしてたものを見せ ましたら,

「いや。 これ,こ のまま適当につなげば本に

なりますよ」 と担がれ,簡 単に 「いいよ」 と

言っちゃったわけです。

ところが,実 際にはなかなかそうは問屋が

おろさず,3分 の2ほ ど書 き足す羽 目にな り

ました。始めてみ ると欲が出て,書 くのは,

やはり土 日,そ れから夏休み,お 正月休み く

らい しか まとまった時間は とれないのです

が,結 構骨を折 りました。

引き受けたときはまだ副社長で,い くらか
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時 間 が あ っ た の で す 。 が,そ の 後 で ね(笑)。

「こ れ は シマ ッ タ!」 とい う こ とに な り
,文

字 どお りフー フ ー 言 っ て 書 き ま した 。

秋 山 関 連 の題 材 を ほ ん とに 幅 広 くシ ス テ マ

テ ィ ッ ク に取 り上 げ ら れ,し か も時 間 軸 も未

来 に わ た り相 当 ロ ン グ レ ン ジ の お考 え で,音

楽 で い い ます と,ま さ に 素 晴 ら しい シ ン フ ォ

ニ ー を 聴 く感 じ が い た し ま す 。 文 学,音

楽,技 術,こ れ ら は い ろ い ろ な 面 で 共 通 性 が

あ り,ご 立 派 な 風 格 が,こ の 本 の 中 に伺 わ れ

ます 。

21世 紀を迎 えるに当って

ホメオスタシスが働 く人間社会

秋山 ところでエネルギー問題に話を進めま

す前に,ま ず,時 代背景か らお伺いしたいと
、

存 じます。

いままさに世紀末に来てお り,国 内を見る

と景気は低迷状態で,経 済的に大変問題があ

るようです。また,行 政改革の面ではお役所

の組織 も再編の構想が進んでお り,ま さに激

動の時代 といえます。一方,新 しい世紀が明

けます と気分 も改まって多少は希望のある明

るい展望 も開けるか という期待感もあります。

このような社会の大 きな流れの中で,21世

紀を展望 します とき,懸 念 される大 きな問題

点は何だとお考えでしょうか。個人個人に必

要な意識の変革のことなども含めて,将 来展

望 の基本的なところか らお話 し願いたいので

すが。

秋元 やや楽観的か もしれませんが,い まの

世の中は,あ まりにもマイナスの面 とか,後

ろ向きの面ばか りを見すぎていますね。いつ

の世に も心配の種は尽 きず,社 会 を揺 り動か

す大 きな問題がい くつ も発生 しているので

す。中世にはペス トで人口の何分の1も が死

亡 した時 もあ り,大 戦ですべてが破壊 された

時代 もあ りました。

確かに,い ま言われているような問題 も大

問題ではあ りますが,人 間はそのような危機

を常に乗 り越えてきてお り,今 度 もまた乗 り

越えられないはずはないと思います。

生 きて るシステムには,ホ メオスタシス

(homeostasis*)と いうんですか,何 か本筋

から外れようとす ると,そ れを元へ戻そ うと

する復元力が働 く特性があるのです。例のガ

イアの理倫がそれをよく言い表わしているの

ですが。人間の社会 も典型的な"生 きている

システム"で すからね。

新 しいパラダイムの上に

新社会秩序の形成を

秋元 世紀 というのは,人 間が勝手につ くっ

た区切 りですか ら,世 紀末に世の中が落ち込

まねばならぬ理由は全 くないのですが,現 実

ほとんど毎世紀,ム ー ド的に も後 ろ向きで頽

廃的になるようなことが続いて きているよう

です。今世紀の場合には,人 間文明のよって

立っている基盤の変わ り目が重なって,世 紀

末現象を更に色濃 くしていると思いますね。

世 の中は大体直線的には進 まないもので

す。われわれが将来予測などす るとき,直 線

で外挿するのが常套手段ですが,あ れが間違

*:[生 理]動 的平衡,恒 常性。動物が身体 内部の体温,化 学的成分 などが1亘常 を保 つよ う精巧に調節 されて

いること。(研究社,新 英和大辞典 よ り)
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いの もとで して,社 会 のような生命 システム

では,ま ずそ うはいかないのですね。

世の動 きは,あ る程度進むと成熟期があり

停滞期が来て,そ こでみんなが考 え直す よう

なことが あって何か新 しい要素が生 まれ る

と,そ れ を基盤 としてまた成長が始 まる。そ

の繰 り返 しの中で,わ れわれはいま停滞=期の

どん底にあると思っています。

ですか ら,い まその先を全部見通せ るか と

いいます と,人 間社会はダイナ ミックに動 く

世界ですか ら,昨 今話題の複雑系の見方によ

るまでもな く,未 来は予測できないのです。

予測はできませんが,人 間は新 しいパ ラダイ

ムの上に新 しい社会秩序をつ くり上げてい く

ことによ り,停 滞期 を乗 り切れるし,ま たそ

うしなければいけない と,も う少 し前向きに

とらえていい と思います。

いまの世の中は,新 聞を毎 日見てましても,

何かスキャンダラスな話だとか,人 間の弱い

面 とか,あ えてそういうホラース トー リー を

好んで報道す るようなムー ドでして,よ くな

いですね。経済 自体 もそうい う袋小路に入 り

込んでしまった感があ ります。

ムー ドに左右 されてる景気の低迷

秋山 ところで,ア メリカの景気は,情 報産

業 を中心に大変順調だと聞いています。景気

循環論によります と,21世 紀の初頭あた りか

ら,こ の国の景気は回復に向かい始め るか,

とも考 えられていて,し たがって現況はそれ

ほど悲観 しな くてもいいといういい方もでき

るか もしれません。そ うはいいます ものの,

必ず しも過去の景気循環サイクルのパターン

が将来 も続 くか どうか もまだ大変疑問があり

ますね。

秋元 バブルがは じける以前のいまから10年

ほ ど前は,ア メ リカ と日本で状況が まさに反

対だったと思います。アメ リカは,経 済的に

低迷状態にあり,日 本に学べ とい うことで,

『ジャパ ン ・アズ ・ナンバーワン』 という本

なども出ました。 日本が,そ れでいい気にな

って浮かれ,少 々傲慢になった答めが今 日の

低迷につながっているのですね。

アメ リカは,あ の頃,懸 命にファンダメン

タルを整備 し,い まの新 しいシステムをつ く

り上げています。ですから,確 かに,昔 のア

メリカは一回崩壊 したのですけれ ども,そ の

上に新 しい秩序が出来上 り,そ れによって景

気 も持 ち直 してきました。

日本 も,必 ず立ち直ると思いますよ。いま,

例の55年 体制の崩壊が来ているんですが,そ

れで明らかになった内情を見てます と,金 融

界はかなりひどいですね。大蔵を頂点に,い

わゆる護送船団方式 という,全 く世界に通用

しないシステムをつ くり上げて,そ の中でお

互いに辻褄 を合わせてきました。ですけど,

ビックバンで外から波が入って来たら,と て

もそんな体制では間に合いません。結局,日

本経済全体が自由化の波に引 きず り込まれる

ことになります。 しかし,そ れで駄目になる

ほど,日 本経済はひ弱ではありません。製造

業は,こ れまで も,国 内の非効率 な体制や過

剰規制を抱えなが ら,国 際競争 を戦って来た

のですか ら。

問題は,い ま日本が落ち込 もうとしている

デフレスパイラルです。ちょうどバブルの頃,

多くの人がローンを組んで家 を建て,今 頃に

なって高い金利 を払わされている。会社のほ

うも,最 近は大会社に も倒産が出ているもの

ですから,下 手 をすると自分のオ トウチャン

第21巻 第1号(1998) 5
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刈
秋 元 勇 巳 氏

(三菱マテリアル(株)取 締役社長)

の会社だって将来 どうなるか分からないと思

えば,当 然ながら,家 を建て直す気に もなら

ないし,車 も買う気にもな りません。こうし

て需要が減退すれば,経 済はますます冷え込

み,資 産価値の下落にも歯止めがかか らな く

なってしまいます。

日本は,現 実に ものすごい富を稼 ぎ出して

いる国でして,そ のお金でアメ リカの国債 を

買った り,イン ドネシアやタイをはじめとし,

世界中にいろいろなサポー トをしているわけ

です。それだけの資力があ りながら,国 内が

おかしい というのは,結 局 これは半分はムー

ドなんですね。

秋山 確かにムー ドですね。社会経済に限ら

ず,無数の人間の集団が どのように振舞 うか,

そして,そ れが全体的な活動の環境や基盤に

どうはね返って くるか という問題は,ム ー ド

に左右 されるとい うのが現実のようですね。

三度 目の黒船到来

生かせ 日本が持てる

財力,技 術力と行き届いた教育

秋元 自分の商売や生活基盤が危な くなる,

いまより伸びそうもない,景 気 も見込めない

の感 じになります と,誰 もが財布の紐 を引き

締めます。それを変えるのが政治ですが,日

本の政治には,ス キャンダルや硬直化 に悩む

官僚機構の支 えなしに政策を進める能力が欠

けているのです。ですから,い ま,ア メ リカ

からガンガン叩かれているわけですが,こ れ

は私は必要悪だ と思っています。

いまの状況は,明 治維新のときと似てるか

もしれないですね。江戸時代の徳川幕府,あ

れはすごい官僚組織でした。それが硬直化 し

てどうしようもなくなったところに 最近

テレビでや ってる 『徳川慶喜』ですか 黒

船が来て古い秩序 を一回ブッ壊 してくれた。

戦後にマ ッカーサーが来て もう一回やって く

れ,今 度で3回 目の黒船の到来 ということで

しょうか。情ない話ですが。

秋山 そんな感 じが しますね。確かに,規 制

緩和なども,い ま抱えている問題 を解決する

ことで次の活力を生み出 し,さ らに次の展望

が開けるということでしょうね。ただ,外 圧

に押 されて一切合切 をオー プンに してい く

か,と いう点については慎重に考 えてい く必

要があ ります。この国の固有な環境や条件は,

十分念頭に置きながら賢明に国際化を進めて

い くべ きでしょう。

秋元 日本ほど財力,技 術力 を持 ち,こ れだ

け教育が行 き届いてる国はありません。言葉

が過 ぎるか もしれませんが,東 南アジアの国

には,バ ブルがはじけてみたら,成 長 と見 ら

れてた経済 も中身は張 り子で,何 もなかった

とい うところが幾つかあるわけです。ですけ

ど,日 本には,実 質があるわけです。対応さ

え誤 らなければ,私 はそんなにおかしくなる

筈がない と思います。
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秋 山 そうですか。多少安心 いたしました。

秋元 いや。現実に足元は苦 しいのですし,

舵取 りは一筋縄ではいかないのですが。

成長 しているのです。東洋には,な かなか含

蓄のあるいい言葉があるものですね。

卓説に魅せられた

ラブロック博士 との交友

地球環境 と

ラブロック博士のガイアの理論

含蓄のある東洋的な言葉

「しなやか」

秋 山 環 境 の 話題 に 入 ります 前 に 先 ほ ど話 に

出 ま した ご執 筆 の 『しな や か な世 紀 』 につ い

て,も う少 しお 聞 か せ 願 え ませ ん で し ょ うか 。

書 名 に も入 って お り,キ ー ワー ドで もあ り

ます 「し なや か 」 は,格 調 が 高 く,ま た 次 の

時 代 を リー ドす る大 変 に い い 言葉 です ね 。 ど

の よ う な き っ か け か ら,こ の 言 葉 が 選 ば れ

ま した の で し ょ うか … … 。

秋 元 も と も とは,ジ ェー ム ズ ・ラ ブ ロ ッ ク

博 士 の ガ イ ア の 概 念 に 触 発 され て,生 命 シ ス

テ ム の 持 つ し た た か さ,い ろい ろ な悪 条 件 を

吸 収 して一 つ の方 向 へ 突 き進 ん で行 く,や み

く もで は な く正 し くコ ン トロー ル さ れ た ダ イ

ナ ミズ ム,何 か そ う い うニ ュ ア ン ス を持 つ 言

葉 を探 して い ま した 。 ダ イナ ミズ ム で は 機 械

的 な感 じが す る し,と い って,エ ラス テ ィ ス

テ ィ シー(弾 力 的)で もな い し,そ れ で 「ど

うい う表 現 を した ら い い か ね 」 な ど と女 房 と

話 して い ま した とこ ろ,「 しな や か 」に して は

と言 わ れ,「 それ は い た だ き」とい う こ とで決

め た わ け です 。

例 えば 竹 が 雪 で しな う,だ け ど,そ の雪 を

跳 ね 返 し て また ポ ン と元 へ 戻 っ て い く,そ う

い う イ メー ジで す ね 。 しか も,竹 その もの は

秋 山 奥様 との合作 とは初めて伺 いましたが

実に良いお話ですね。その『しなやかな世紀』

のなかで地球温暖化問題 に関連 してラブロッ

ク博士のガイア理論 を紹介されていますが,

博士 とのこれまでのこ交友のいきさつをご紹

介かたがた,ガ イア理論の考え方をお聞かせ

願 えますか。

秋元 ラブロックさんに初めてお目にかかっ

たのは,数 年前の 日本の原子力産業会議の と

きで した。 この会議では,い つ もお昼に,原

子力 とは直接関係のない著名人に講演 してい

ただ くのが慣例で,そ こヘラブロックさんが

招聰 されたのです。

その前に彼のガイア論は読んで感銘 を受け

ていたのですが,そ の著書に出会ったのも,

これ もまたシャクの種ですが,女 房が鎌倉で

やってる読書会で取 り上げたのがキッカケな

のです。

初めは何だかニセ科学臭い感 じがして,喰

わず嫌いを決め込んでいたのですけど,家 に

置いてあった本 をチラチラッと読んでみます

と,い やいや,こ れはなかなか違 うなという

感 じになって,の め り込んでいきました。

そんなわけで,ラ ブロックさんとは初対面

からえら く意気投合 して,翌 日には鎌倉 の自

宅にお招 きして家族 ぐるみのお付 き合いにな

りました。そのあと,彼 の主宰するオックス

フォー ドの会議にはわざわざお知 らせがあ り,

出かけて行 って向こうの学生寮に3日,4日

も泊まり込み,関 係の学者の方々 とそれこそ
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ガ イ ア 漬 け の 日々 を送 っ た こ と もあ ります 。

目からウロコが落ちた感 じ

ラ博士が唱える

生物がつ くる地球上のフ リー酸素説

秋山 ラブロックさんは,NASA(米 国航空

宇宙局)の 火星探査のプロジェク トにも関係

されてたそうですね。

秋元 私がいちばん面白かったのは,い まで

も火星にロケッ トを飛ば し,生 物がいるかい

ないかなどを探っています。彼は 「ロケッ ト

など飛ばす必要ない」 というのです。

生物がいるかいないかは,大 気の組成 を見

れば一 目瞭然なんだと。火星の大気は,熱 力

学的に見て殆 ど平衡状態の組成になっていま

す。それに対 し,地 球の大気にはフ リーの酸

素が大量にあって,し か もその濃度が何億年

と変わらずにいるなどということは,わ れわ

れがいままで教わって きた化学的常識からは

あ り得ない状況なのですね。 ということは,

地球上に住む生物が酸素のある環境 を自分で

つ くり上げて,そ れをコンスタン トに保 って

いく力があるということです。ですから,酸

素があるかないかを見れば,星 に生物がいる

かいないかは一 目瞭然で,な にもわざわざ出

かけていって土 を掘 り起す必要などないとい

うのですね。

その話を聞いて,私 もショックを受けまし

た。われわれは化学を何年 も勉強 してきまし

たが,考 えてみます と,大 気の組成には,一

度 も疑問を抱かなかったのですか らね。

秋山 そ うですね。確かに,平 衡熱力学でい

きますと,フ リー酸素はあるはずないんです

ね。

しかも,そ うい う状況が何億年 と続いてい

る とい うこ とは,こ れ は も うそ れ だ け で ち ょ

っ と 目か らウ ロ コが 落 ち た よ うな 感 じ です し

ね 。

ガイァの理論

環境 ・生物間に働 く自己調整 システム

秋 山 ガイア理論の内容を,も う少 しご説明

願 えませんでしょうか。ガイアの説は,『しな

やかな世紀』を拝見 します と,生 命体は,生

命体 そのもの とその生 きる環境 とを一体化 し

た,い わば自己調整的なシステムを構成 して

い くということがあ りました。気候や大気組

成は,生 態系の生存に有効なように維持され

ているとい うことですが,こ のような認識で

よろしいんでしょうか。

秋元 いま地球上の酸素濃度は約20%で す。

もし,こ れが10%に 下ったら,多 くの動物の

活動度が低下 し,中 には生 きていけない もの

も出て くるでしょうし,30%だ ったら,し ょ

っちゅう山火事など起 きて森林相 を保 ってゆ

くことが出来な くなるでしょう。結局,現 在

の酸素濃度は地球の上 にいるいろいろな植

物,動 物のバ ランスが保たれる最適の状況な

のです。

環境があるからそれに合 った動物,植 物が

生棲することもあるわけですが,逆 に,そ う

いう動物,植 物が存在することによってその

ときの環境がつ くられ るのです。そ ういう相

互作用があ り,そ れが どっちかへ揺れようと

す ると,逆 の力が働 く。例 えば,人 間は体が

熱 くなり過 ぎると汗 をかいて冷やそ うとし,

体温が下が ると自然に身体がふるえて温度 を

上げようとする,そ ういう自己調整能力があ

りますね。地球 その ものは生物ではありませ

んが,あ たかも生 き物のように自己調整 して
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環境 を保 とうとする。地上に住む生物が無生

物の世界まで巻 き込んで,こ のようなホメオ

スタシス現象を起 こすのです。

このガイア説の 「あたか も」 というところ

に,科 学者は,初 め抵抗 を感 じたのです。地

球に命があるなんてい うのはこれはアニマ論

だ,科 学に目的論 を持ち込むのではないか と

いうことで,だ いぶ批判 され ました。しか し,

ラブロックさんは,決 して地球が生 き物だ と

言ってるわけではあ りません。生物が存在す

ることにより無生物の世界にも,自 己制御 シ

ステムがビル ト・インされ うると言っている

のです。

環境 とは対峙的でな く

内包されてる人間社会

秋山 確かに,生 物 と環境 とが相互に影響 し

合 うのだという認識は重要ですね。

ところで,秋 元社長は 「いわゆる資源や環

境は,自 然 と文明 との関わりの市場である」

と書いておられます。主観的尺度,例 えば有

用性 とか,快 適性 とか,経 済性 とか,そ うし

た面で見た自然の形態が資源であった り環境

であった りするとおっしゃっている,私 も全

くその とお りと思います。確かに,資 源,環

境 というものは,自 然 と文明との関わ りの中

で全体的に見ていかなければいけません。秋

元社長のご示唆の中身について,も う少 し敷

術 してご説明願いたいのですが。

秋元 いま私が心配しているのは,例 のデカ

ル ト的なものの考 え方が基礎 となって,わ れ

われは観察する側の自分 と,そ の相手を切 り

離 して見 ることに慣れてるものですから,環

境を扱 うときにも,ま ず人類社会があって,

それに対峙する環境があるというふうに理解

　所究

氏

研学

守

工合総一

山

痔ノ

秋
蜜纒

しちゃうんですね。

今度の地球温暖化問題の対応ぶ りにもその

ようなところがあって,人 間社会の立場から

見て,環 境 をいかにコン トロールするかとい

うような話にす ぐなってしまう。 しか し,実

はわれわれ自身がその環境の中の一部なので

すね。われわれは,周 辺の環境 と対峙的に存

在するのではな く,環 境の中に包摂されてい

るというか,内 包されているのだとの立場に

立たない と,こ の問題は解けないのです。

自制が求め られてる人間の文明

傲慢 とも思われ る自然のコン トロール

秋元 どうも,そ こらの視点に狂いがあるよ

うです。いまの地球温暖化 問題にしましても,

われわれがこれだけ炭酸ガスを出してきた。

そのために,2100年 には海面が50cm上 がると

か,温 度が2℃ 上昇 して,人 類社会に由々 し

き被害が及ぶ。 これを,止 めるためにやるの

だという話になっているのです。

ところが,い ままでの地球の歴史を見てみ

ます と,海 面は結構短期間の うちに上がった

り下がったりしています。青森市の三内丸山
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遺跡は,あ そこで縄文文化が ものす ごく栄え

た というので有名ですが、当時の海面は現在

よりは6mぐ らい高いんです。あの遺跡の丘

の ところまで海がひたひた ときていて,そ こ

に文化が栄 えて,人 々は魚携,狩 猟の生活を

していました。あれは数千年昔のことで,当

時の温度 も,お そらくいまより2～3℃ 高か

ったはずです。

温暖化は,必 ずしも悪い面だけではありま

せん。山背の風が起 こす冷害か ら住民を救 う

ために,農 業技術者でもあった宮沢賢治が,

炭酸ガスによる温暖化 を活用す る夢を童話に

託 したのは*,わ ずか数十年前の話です。2℃

温度が上がれば,カ ナダもシベ リアも,い ま

の永久凍土地帯がどれだけ生 き返 り,植 物が

繁茂す るのか。

もちろん不都合 な現象 も多々起 ります。 し

か し,最 近は,温 暖化現象の悪い面ばか りを

ホラース トー リー仕立てで誇張す る傾向があ

ります。もっとバ ランスの取れた議論 をすべ

きでしょう。

それよりももっと問題だ と思 うのは,変 化

する環境に合わせて営みを変えてきた人類の

歴史 を忘れて,文 明社会の都合だけに合わせ

て,環 境 を現状に固定 しようという傲慢な考

えが見 られることです。

確かに,い ま一方向文明が進み過 ぎ,多 量

の炭酸ガスを出しています。これがただちに

地球のバ ランスに大 きな影響 を与え,ガ イア

の仕組みが崩れるとは思えませ んが,将 来の

文明社会維持に困難をもたらす可能性は充分

にあります。ここで人間に自制を求めライフ

スタイルの反省 を促す ところまではいいので

すが,そ れが 「地球に優 しい」行為だなどと

*:グ ス コー プ ドリの伝 記(宮 沢 賢 治)

いうのはおこがましい。人類が 自分の都合の

ために自損行為 を止め ようというだけの話な

のですから。

更にこれによって海面や温度の上昇(も し

あるとして)を 止め,文 明社会の現状維持が

図れると考えているとすれば,自 然に対す る

傲慢以外の何物でもあ りません。地球の過去

の歴史を一寸見れば,地 球の温度や海面の変

化が,温 度効果のみで説明出来 るほど単純で

ないことは一 目瞭然です。われわれの努力に

もかかわ らず,温 度や海面は変化がありえま

す。それに適応 してゆ くのが文明社会の知恵

であるべ きで,不 確かな海面上昇論で南太平

洋諸国をパニックに追い込むのが,果 して正

しい環境運動なのか疑問に思っているのす。

問題になるのは地球全体の炭素サイクル

秋山 私 も人間が地球 を救 うとい う考え方 自

身が極めて傲慢であると思 うんです。いまの

お話には概 して同感でして,い ろいろな人の

意見 を調べてみます と,太 陽の黒点の影響だ

とか,温 暖化ガス以外の環境影響要因なども

確かにありそうな気がしまます。 この先,温

暖化 ガスの排出 を抑制 してい くことと併せ

て,温 暖化 を巡る自然界の要素 とかメカニズ

ムについても研究を進めていく必要がありま

すね。 まあしかし,化 石系の燃料 をこれだけ

大量に燃や して,二 酸化炭素を制限なくた く

さん放出 しているという現状は,資 源論に照

らしても,そ してさらに文明論的な次元で考

えても,い かにも問題があるといえますね

秋元 私 もまさに同感でしてね。 このおか し

な状況は,温 暖化 というよりは,地 球全体の

炭素サイクルの問題 として捕えるべ きだ と思

っています。
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地球上の炭素は,シ ンクとして貯め込まれ

ている部分 と循環 している部分があってバラ

ンス しているのですが,現 在の状況は,人 間

が一方的に地球の中に溜め込 まれていた炭素

を引っ張 りだ して燃や し,空 中へ放出してい

るわけです。これをあま りに も派手にやれば,

全体のバ ランスが崩れ,人 間にもいろいろな

影響が出て くる可能性があるわけです。それ

を自制 しなきゃいけない というのは,ま さに

その とお りだ と思いますね。

秋山 国際的にも,昨 年のCOP3(地 球温暖

化防止京都会議)で 決めましたように,炭 酸

ガスなど,地 球温暖化の原因と見 られるガス

の排出の抑制には全力で努めなければいけな

いと思いますね。

秋元 そのとお りですね。

ただ,温 室効果ガスの問題は,局 所公害 と

は本質的に違 うのだとの認識が必要ですね。

例 えば,か つて問題になったNOx,SOxな ど

は,排 出されればただちに喘息患者の発生 と

か,健 康被害 とかが起 きました。ですか ら,

まず第一に,ロ ーカルな抑 え込みが必要でし

た。

ところが,炭 酸ガスそのものは有毒ガスで

はありませ ん。いま程度のレベルで増えたか

らといって,た だちに人間に害があるもので

はな く,植 物の生育にはむしろプラスに働 き

ます。結局,地 球全体 として,温 暖化が起 る

のか どうかが問題 となるわけですね。

ですから,地 球全体の炭酸ガスサイクルと

の絡みで どうなるか という話であって,い わ

ゆ る局所公害 として,局 地的に処理 してすむ

話 じゃないのです。

その二つは対策,手 段 も全 く異なるわけで

すから,混 同されないようにすべ きですね。

COP3を 振 り返 って

筋が一本欠けてた

日本の環境問題対応の姿勢

秋 山 昨年末にCOP3が 終了 し,日本の二酸

化炭素ガス排出の目標低減率が6%で 決着 し

ました。 この6%は ほぼ妥当な線であるとの

受け止めがある中で,現 実には相当に厳しい

数字であるとの認識も伝わってきます。 その

具体的な対応策については,省 エネ,新 エネ,

原子力などを積極的に,ま たきめ細か く進め

ていくことになるわけですが,原 子力につい

ては2010年 までに20基 程度の増設が必要 とさ

れています。そのあたりのご意見をお聞かせ

いただきたいのですが。

秋元 会議が終わった後で,ア メリカの知人

と話す機会があって感想 を聞かれ,「 あれは,

要す るに ヨー ロピアン ・コンスピラシー(謀

略)だ 」 と言ったんですよ。そうした ら,向

こうがニヤ ッと笑って 「いや,そ うだ,そ う

だ」 という話になりましてね。

もっと純粋に取 り組むべき環境問題が,国

際政治に うま く利用 された とい う感 じです

ね。 この側面から見 ますと,国 として 日本の

環境に対す る基本姿勢に筋が一本通ってなか

ったことか ら,ヨ ーロッパが8%で 日本が6

%と いう一見公平そうな数字で押 し切 られた

とい う気がします。

ヨーロッパにしてみれば,8%と いう数字

は別 に何でもないんですね。 とい うのは,ド

イツは,起 点になった1990年 のあと,東 ドイ

ツを統合 しました。そこで大量に褐炭 を燃や

していた非効率な工場がほとんどつぶれるな
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ど産業構造の変革があり,現 在すでに10%を

超える削減値の貯金があるわけです。イギリ

スは,い ままでの石炭を天然ガスに切 り換え

ましたので,それだけで十分余裕があります。

そんなわけで,彼 らが当初主張 していた15

%と いう数字の中に,彼 らはすでに10%と い

う貯金 を持っていたのです。

日本は,1970年 代の石油ショックを契機に,

すべての産業が工場に省エネ対策 を取 り入れ

ました。 ヨー ロッパがこれか ら実施 しようと

している対策は,も うすでに取 り込みずみな

のです。

例 えば,日 本のセメン ト工場は,熱 効率向

上のための高性能熱交換器 を100パ ーセン ト

付けています。 ところが,ア メリカは30パ ー

セン トに満たない し,ヨ ーロッパは70%ぐ ら

いの設置率。それを ドイツあたりが,2003年

ぐらいまでに100パ ーセン ト付けるなんて言

っているんです。最初のスター トラインか ら

して,も う全然違っているのですね。

1990年 を起点にしなければならない必然的

理由は,何 もないのです。それを,ブ ラジル

の環境サ ミットで深 く考えもせず1990年 起点

案 を飲まされたあたりから,ヨ ー ロピアン ・

コンスピラシーが始まってるわけです。 もち

ろん国益を守 ろうとす る外交努力がなされた

ことも事実なのですが,日 本の高い国際競争

力に手かせ足かせ をはめる一方,国 内のグリ

ーン市民の票 を頂こうというヨー ロッパ諸国

の巧妙な作戦に,う ま く日本は乗せ られてし

まったのですね。

しかも,ア メリカのほうは,7%の 削減で

あっても,一 筋縄ではゆかない開発途上国参

加の問題が解決 しない限 り議会は批准 しない

と言っているわけで,あ れも次の大統領選挙

を狙った環境重視PRの 一環なのです。

欧米双方が したたかにこの問題を使お うと

い う下心があるなかで,真 面目に取 り組んだ

日本がその中に取 り込まれ,6%と い う数字

が押 し付け られました。これは,基 本的には,

日本の環境に対する腰の据 え方が弱かったこ

とによると思っています。

先ずは何 とか達成すべ き

国内 コンセンサスの削減2.5%

秋山 そうですね。その背景 とか経緯はおっ

しゃるとお りで,国 際政治の力が働 いている

あの数字が,本 当にどれだけ合理 性と説得力

を持 っているかは議論の余地があるとの見方

はあ ります。

秋元 とは言いなが ら,反 面,国 際的な約束

がや っとできた という感 じもします。

ただ,あ の中では植林による炭酸ガス吸収

の効果や,排 出権取引の問題が具体的に決 ま

ってないまま,6%の 削減に合意してますか

らね。

そのあたりを国際間でどう取 り決めてい く

かで,6%の 実質的意味が決まってきます。

COP3前 に通産省が出した2.5%と い う数字

が,炭 酸ガス排出量に関する日本 としてのも

ともとの値であって,こ れにしても,私 はか

な り無理算段 をして出 した数字 と思 います

ね。それを超えた部分は,削 減対象 となるガ

スの種類の増加 とか,そ の他変更のあった条

件 も含めていかなる形で対処 してい くか,こ

れか らの検 討課題 ではないか と思っていま

す。

秋山 温暖化防止は,国,産 業界,研 究サイ

ドのそれぞれが総力を挙げて取 り組むべ き問

題ですが,や は り全体の基盤は,国 民一人ひ
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と りの考 え方 と ラ イ フ ス タ イ ル で し ょ うか,

そ れ が 重 要 な フ ァ ク ター と思 い ます ね 。

リサイクル文化の考 え方

廃棄物を資源と考える

意識の転換を

秋山 廃棄物の処理では,リ サイクルの重要

性が,最 近ますます強 く指摘されてお ります。

私 どもも,実 はグローバル ・フロンティア ・

カルチャー というキラキラしたキーワー ドで

京都 で講演しました折,や は り未来 を見透 し

たカルチャー一 原子力でいいます とリサイ

クル とセーフティと,そ れからエンクロージ

ャー と,こ の3つ で次の時代 をリー ドするよ

うなカルチャー を社会に大 きく打ち出 してい

くスタンスが重要だ とい うことを申しまし

た。その中の重要なコンセプ トの一っが,廃

棄物の処理を含めたリサイクルです。これに

ついてはいかにお考えでしょうか。

秋元 ここ数年来,社 会の閉塞感が急激に高

まっています。その大 きな原因の一つが この

廃棄物問題で,こ れはいままでの社会が資源

的にも一方向社会だったことによると思いま

す。 とにか く,天 然か ら気ままに資源を採堀

してきて適当に使い,最 後はポイ ということ

で,い ままでの時代はすんでいました。それ

を循環型の社会に切 り換 えてい く必要がある

と思 うのです。

そもそも資源,廃 棄物 とは何か と考え直し

てみます と,要 するに,人 間が有用だと思え

ば資源であるし,使 う気がなければ廃棄物な

のです。人間が一度使 えば即廃棄物 という考

え方自体 を反省 しなければいけません。

資源は鉱山から掘 り出す天然物 であるとの

いままでの考 えか ら,都 市か らの廃棄物 も基

本的には資源なのだ,こ れを都市資源 として

使ってゆこうとの考えに変えてゆ くことが重

要でして,こ れは意識の転換次第 といえます。

そのような文化 をつ くり上げる点で,理 事長

のおっしゃることに全面的に賛成です。

総 合 した視 野 が ほ しい

ゼ ロ ・エ ミッ シ ョ ン と省 エ ネ ル ギ ー

秋 山 そ れ で,リ サ イ クル に 関 係 し ます が,

最 近 非 常 に 響 きの い い 「ゼ ロ ・エ ミッ シ ョ ン」

とい う言 葉 が あ ります 。 た しか 秋 元社 長 の ご

本 に も,そ の ゼ ロ ・エ ミッ シ ョ ン とい うの は,

気 持 ち と して は大 変 結 構 だ け れ ど も,熱 力 学

的 に とい い ます か,サ イ エ ン テ ィ フ ィ ッ クに

は 問題 の あ る言 葉 だ とい うふ うな ご指 摘 が あ

り ま した 。 私 も熱 力 学 を専 門 の一 つ とす る 立

場 か ら 申 して,ゼ ロ ・エ ミ ッシ ョ ン とい うの

は理 論 的 に は お か しい と思 い ます 。 た だ し,

強 調 をす る た め の 気 持 ち と して は 分 か り ま

す 。そ の あ た りの ご感 想 は い か が で し ょ うか 。

秋 元 こ れ は さ きほ どの 地 球 温 暖 化 の 問題 と

絡 ん で く る と思 い ます 。

リサ イ クル は 確 か に 進 め な け れ ば い け な い

の で す が,リ サ イ クル す る に もエ ネ ル ギ ー は

要 ります 。 しか も,リ サ イ クル の 程 度 を上 げ

れ ば 上 げ るだ け,そ れ に 伴 うエ ネ ル ギー も鰻

登 りに上 が っ て い き ます 。

い ま の エ ネ ル ギ ー構 造 です と,リ サ イ クル

の ため で あ って も,エ ネ ル ギー を使 え ば 当 然

炭 酸 ガ ス も発 生 し,地 球 の温 暖化 に もつ な が

ります 。 一 方 で省 エ ネ エ ル ギ ー とい い,片 方

で は ゼ ロ ・エ ミ ッ シ ョン とい って い る。 これ
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い方は,資 源利用の面でまだまだ部分的です

ね……。

秋元 いちばん リサイクルがで きてないの

が,原 子力なんですよ。(笑)

秋山 これはぜひ,リ サイクルによって,燃

料の効率のよい利用の姿を目指 さなければい

けないと思います。

原子力発電の推進に向けて

は互に矛盾する要求なのですね。

その中で,社 会的にどういうバランスが最

適かを探ってゆかねばなりません。結局,リ

サ イクルを費用対効果が悪 くなるところまで

押し進め るよりは,世 の中にはまだ リサイク

ルがやられていない分野が沢山あるのですか

ら,こ ういうところを拾い出して進め る方が

効果的だと思いますね。要は,リ サイクルを

絶対 目標 にせずエネルギー効率 との兼合 い

で,温 暖化問題 も考慮 しながらやってい く。

逆にいいます と,地 球温暖化防止の立場か

ら省エネばか りをや り過 ぎて,リ サイクルに

必要なエネルギー まで も抑え込むのは,あ る

意味では社会の 自殺行為になるわけなので

す。 リサイクルにエネルギーが必要なことを

忘れて,一 方的な省エネルギーの追求ではい

けないということなのです。

温暖化問題の対応に携われる先生方は,も

う温暖化ばか りですし,リ サイクルの方々は

何で もゼ ロ ・エ ミッションを唱えられてます

が,こ れでは世の中は成 り立ちません。 もっ

と総合的な視野がほしいという感 じがいたし

ます。

秋山 リサイクルの関連で申します と,原 子

力発電における現在の軽水炉主体の燃料の使

COP3い ちばんの問題点一

原子力への及び腰

秋山 ところで,COP3の 結果,原 子力に対

する国民の皆様の受け止め方やご認識も少 し

ずつ変わ りつつあると期待 されていますが,

依然 として厳 しさに大 きな変 りはあ りませ

ん。そのような状況の原因とか背景,さ らに

どうすれば改善できるかについてのご見解を

お聞かせ いただけますか。

秋元 私 も,COP3に 非常に失望 した一人で

す。会議前にわれわれが国内的に合意してい

た,炭 酸ガス放出2.5%の 削減でさえ,2010年

頃までに原子力発電所を20基 ぐらい造 らない

と達成できません。これが削減達成の基本 と

なるシナ リオなのです。

ですから,日本の削減値 を各国と話す とき,

原子力の推進が当然べ一スにあるわけで,そ

の立場の表明を期待 していたのですが,京 都

会議では,結 局,そ こいらは殆 ど議論はされ

ませんでしたし,議 定書の中にも原子力のゲ

の字 も現れていません。ですけど,あ そこで

出 している目標 を達成す るには,原 子力を中

心にせ ざるをえないことは分かっているはず
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ですね。

ヨーロッパを見ます と,フ ランスは80%に

近い電気を原子力に頼 ることにより国の経済

が成 り立っています。一方,ス ウェーデンの

ように,原 子力50%,水 力50%の 電気を使い

なが ら,原 子炉はこれから廃止 とか全 く矛盾

した政策をいっている国もありますが,こ れ

はその帳尻を他国か らのエネルギー輸入など

でごまかせる小国だか ら出来る芸当なんです

ね。 自己完結 したエネルギー政策 も立て られ

ないような国々の声が大 きく,エ ネルギー問

題にまともに取 り組み,地 球温暖化防止のキ

ーポジションにある国の発言が出てない点

が,今 回のCOP3の 問題点の一つだったと思

っています。

今度のCOP3に おいて も,国だけではない

のですが,わ れわれ も含めて,原 子力に対す

る及び腰の姿勢がいちばん大 きな問題点 とい

う気がしています。

後手後手に回ってる

放射線 ・原子力の国民教育

秋元 われわれは,そ もそもいちばん最初の

ところか ら方針を間違 えてた気が します。例

えば,「 原子力は心配だ」という民衆の問いに

まともに答 えずに,「そんなに心配なら,い ま

の被ば く線量基準 をもう一桁下げ ましょう

か」とか,「 排水基準 もここまでや ります」と

か,技 術で逃げてしまったところがないでし

ようか。

極低 レベルにな ります と,こ れ らの基準 を

下げれば当然余分のコス トがかか りますが,

それに見合 うメ リッ トはまずないのですね。

む しろ,わ れわれの周 りにある自然界の放射

線レベルのほうが,高 いわけですから。

自然界の放射線はどこにも存在 しているわ

けです し,多 くの人が放射線 を使 った診断や

医療を平気で受けておられ ます。そういうな

かで,原 子力発電による放射線が一体 どれだ

けの意味 を持つのか,正 しく教育し啓蒙 して

お くべ きだったいう気が しています。

学校 では放射線教育 も原子力教育 も全 くや

ってないし,国 民へのPRも 後手に回ってい

ます。国の政策でも,例 えば クリアランス ・

レベルの問題など,社 会に原子力が組み込 ま

れてゆ くために必要な基準をつ くらず,す べ

て,後 送 りにしています。それらが,い ま歪

みとして出てきているという気がするんです

ね。

行政改革への期待一

原子力委員会に原子力全体の指南役を

秋山 原子力エネルギーの利用推進には,い

まのお話のように,こ れまで何十年にもわた

り,当 事者 としてこうしておけばよかった と

い う問題点 も幾つ もあると思います し,公 衆

といいますか,原 子力エネルギーの利用者の

側でも,時 代の進歩を受けてもっと勉強して

い くことも必要か と思います。そのなかで,

速効的で当座具体的に,そ してまた併せて長

期的に,さ まざまな角度や方法で相互により

良 くコミュニケー トしてい くことが必要だ と

思います。

ところで,最 近の行政改革を巡 る動 きと,

それをどのように受け取めてお られるかなど

についてお話 し頂け ますか。

秋元 今度の行政改革で一つ期待 してますの

は,原 子力委員会の位置づけです。

本来,原 子力委貝会は,日 本の原子力行政

全体に対す るスポー クスマンといいますか,
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省庁の枠 を越えた指南役のはずだったのです

が,い ままでは,科 学技術庁が事務局であっ

たこともあり,結 局,そ の所管枠 を超えてあ

まり口が出せ ませんでした。

先ほどの被ば く線量の問題でも,例 えば,

原子力施設から出て くる廃棄物が科学技術庁

の管轄下である間はまだいいのですが,そ れ

を一般の廃棄物 として処理 しょうとす ると厚

生省の管理になって,と たんに話が進 まな く

なるのです。

いままでは省庁間の壁をめ ぐって内部摩擦

的なエネルギーの浪費があった と思います。

今度の行政改革で,原 子力委員会は内閣府

の所属 ということですから,原 子力推進のた

めすべてを基本か ら見直 して,教 育の場では

こう,厚 生の場ではこう,国 全体 としてこう

という,整 合性ある原子力行政に立ち戻 った

原子力長期計画を出していただけると,い ま

まで とはかな り違った取 り組みになると思い

ます。このためには,内 閣総理大臣が原子力

委員長 ぐらいになっていただけるといいんで

すがね。

秋山 おっしゃるとお り,い ちばんの根本は

そこですね。原子力への取 り組みについては,

今度の行政改革の推進の中で整合性の高いグ

ラン ドビュー と,そ れに適合 した体制が是非

とも実現 していって欲 しいですね。

学術会議で も,最 近の省庁再編成の動 き等

も見なが ら,研 究教育サイ ドでどのような考

え方の整理統一ができるか という議論 をやっ

ています。いまご示唆いただきましたような

全体の体系的な枠組みの議論があり,研 究教

育 も含めて,こ こ1,2年 で大きな姿が出て

くればいいな と,私 もかな り期待 してお りま

す。

秋元 いいですね。環境省が今度できました

ら,ぜ ひそこも巻 き込んで,「国としてこれは

や るんだ」というガイ ドラインが出て くれば,

ずいぶん違 うと思います。

原子力に期待 される新技術

初心 に戻 って新コンセプ トの発掘を

秋 山 話 を変えまして,原 子力技術の中か ら,

次の時代 をリー ドするような科学技術の種,

設計の考 え方,あ るいは評価の手法でもよろ

しいのですが,次 の学術研究 なり産業界へ提

供 してい くものなどに,ど のようなものがあ

り得そうかお話 し願 えませんか。

秋元 われわれが,昔,原 子力を始めた頃に

は夢がいっぱいあ りました。 ところが,い ま

原子力 をやっている人たちがかわいそうなの

は,軽 水炉が実用域に入 り,ま た何 をやろう

に も規制 も多 く,一 寸 した実験 もなかなかや

れない情況にあることです。そういう意味で,

もう少 し夢を持てるといいのですが。

例えば,途 方 もない話ですけ ど,い まの原

子力の技術 は,原 子力エネルギーを引き出す

ところだけがア ドバンス ト・テクノロジーで,

それか らあとの,ボ イラーで熱エネルギーに

変え,蒸 気にしてター ビンを回す ところは,

まさに旧来の技術で,全 く変わ りばえしませ

ん。

本当は,核 分裂で出てくる中性子は,も っ

とも質の高いエネルギーなのです。それをい

ちばん質の悪 い熱エネルギーに変換 したあ

と,また質の高い電気にするプロセスの中で,

ずいぶんロスをしています。 ですか ら,中 性
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子のエネルギーを電気エネルギーに直接切 り

換えてい く技術ができれば,こ れは中性子を

発生 させ る技術 とともに,革 新的な技術にな

りうるはずですけど。

秋 山 そ うですね。実は,先 だって大学の図

書資料館に行 きましたら,も う30年,40年 以

上 も昔のものか ら始まって最近 までの原子力

関係の資料が並んでいるのですが,そ の中に,

IAEA(国 際原子力機関)か ら出版された

『原子炉の設計概念集』があ りました
。あの

頃は,原 子炉の関連では,本 当にあ りとあら

ゆ る種類の コンセプ トが 出て まい りました

ね。いまおっしゃったような,直 接発電の方

法なども含め まして,当 時の初心に戻 って,

もう一度いろいろな概念 を巾広 く考 えてい く

の も非常にいいと思います。

次世代高速炉 に取 り入れたい

長寿命廃棄物ゼロなどの コンセプ ト

秋元 私 もそう思います。例えば,高 速炉 も

実用化が2030年 以降になるということでした

ら,そ の間には単に熱エネルギーを経由する

のではなく,も っといろいろなコンセプ トを

入れていく時間的余裕があるはずです。第一

世代に間に合わな くても,そ の次もありうる

わけですか ら。

発電の メカニズムその ものから変えられな

いか と思います し,燃 料について もいままで

はウランとプル トニウムだけしか燃や してい

ませんか らね。

いままでは初めに原子炉あ りきで,バ ック

エン ドはその尻ぬ ぐい という位置づけでした

が,発 想 を転換 して廃棄物の方か ら燃料サイ

クルを見直してゆ く。そうすると,後 世代に

まで負担のかか る,い わゆる長寿命の廃棄物

はなるべ くゼロにしていくのが望まれます。

そのためには,高 速炉の特性 をフルに活用 し

て,あ る程度燃えに くいものも積極的に燃や

してゆく。それで高速炉のエネルギー出力は

低下 しても,燃 料サイクル全体 としてみます

と,私 はその方が結局得になると思っていま

す。代表的長寿命核種である超ウラン元素は,

高速炉では大部分が燃えますか らね。

そ ういう方法で高 レベル廃棄物に含まれる

長寿命廃棄物 をゼロに近づけて,貯蔵 して300

年程度経ったら,低 レベルなみに扱えるよう

にするのが理想ですね。

再処理にも開発が残る分離技術

秋元 いまの再処理の方法は,使 用済燃料か

らウランやプル トニウムを分離す るために溶

剤のTBPを 入れた り,イ オン交換樹脂が使

われたりするなど,い ろいろな化学物質が入

り,結 局,廃 棄物の量や種類 を増や していま

す。例えば晶析 とか,い ろいろな物理的な分

離技術 を駆使 して,再 処理プロセスに化学物

質 をなるべ く持ち込 まないようにするよう,

プロセス設計を見直す必要があ ります。そ う

すれば,再 処理工程から出る廃棄物の量 も大

巾に減 らすことが出来ます。一方で,再 処理

ウランやプル トニウムに多少 β,γ 核種が残

ってもいいように,遠 隔操作技術 の進歩を取

り入れて,燃 料加工プロセスや燃料設計その

ものを変えてゆ く。そのあた りに,ま だまだ

将来の開発分野が残っている気が します。い

まのコンセプ トに固執 しているか ぎり,夢 は

縮まる一方ですが,考 えを拡げれば,ま だま

だ夢がもっと膨 らむはずです。

やは り民間ではそこまでやれません。学界

が中心となって,そ ういうところをプロモー
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トしていただければ思っています。

秋山 おっしゃるとお りでして,学 界 もこれ

まで以上に役割を果 してい く必要があると思

います。それか ら国の動きとしましては,先

進的核燃料 リサイクル専門部会 などがあ りま

すが,こ れは東大の近藤駿介先生や鈴木篤之

先生 を中心 に内容 をま とめていただいてい

て,私 も勉強をしてお ります。いまご示唆い

ただきましたような多様な可能性を取 り入れ

て,必 ずしも従来のシステムに とらわれるこ

となく幅広にやったほ うがいいん じゃないか

と考えているところです。

秋元 いまの再処理技術は,基 本的にはアメ

リカの原爆用プル トニウムの製造技術 を民間

の発電用に手直 したもので,基 本的 コンセプ

トにまで湖って考えてないんです。そこをも

う一回振 り返ってみると,多 くの夢が湧いて

きます。あまりそれを言 うと,下 北の再処理

施設に影響が あるのか もしれ ませんけれ ど

も。(笑)

21世 紀を動かす情報技術

人間文明の形成に大きく寄与 した

情報,エ ネルギー とマテ リアル

秋 山 長期的な観点です と,こ れか らは情報

化がます ます進んでい く時代ですので,情 報

文化を,原 子力の分野に,そ して もちろん他

のエネルギーや環境の分野に取 り入れていく

ことが考えられます。そのあた りについては

いかがでしょうか。

ご執筆の 『しなやかな世紀』の中で,21世

紀文明に必要な画期的なポテンシャルを有す

る技術 として,原 子力 とともに,情 報技術を

大 きくクローズアップされてお ります。その

お考えの背景を少 しお聞かせいただけません

か。

秋元 人間の文明社会は,生 態系のほかの動

物がつ くっている社会を上回る推進力を具え

た自己創 出的なシステムであると思います。

このような社会 をつ くりえたのは,人 間が他

の動物にない幾つかの優れた能力 を持 ち,そ

れを社会の基礎に組み入れたか らだと思いま

す。

その一つが,や は り情報です。人間は言葉

を発明して,動 物にできない細かな情報の交

換ができるようになり,そ れをべ一スに,思

想 をまとめ論理 を組み立てられるようになり

ました。論理構造までつ くり上げたのが非常

に大 きかったと思います。

二つ目は,文 明社会 をサポー トする活力源 と

して,動 物たちが利用出来なかった石油,ガ ス,

石炭 とか,そ れに原子力のような形態のエネル

ギーを使えるようになったことです。

三つ 目は,マ テ リアルでして,い ままでは

生態系の中に取 り込まれ ることのなかった多

様な材料 を地下から採 り出し,使 用できるよ

うになったことです。

この三つが,人 間の文明社会形成に大きく

寄与 したと思います。

高速交通の使用 より

サイバースペースで仕事する時代 に

秋元20世 紀文明伸展の ドライビング ・フォ

ースは,ま ずは自動車,そ れから飛行機です

ね。石油 という使いやすいエネルギー源が出

て,そ れをフルに利用 した高速交通システム

が発達 し,む か しは1ヵ 月もかかったヨーロ
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ッパ も,い まは8時 間で行けるようになりま

した。それが今 日の文明,産 業構造の大 きな

基礎条件になっています。

しか し,さ らにスピー ドを上げて,い まの

8時 間が4時 間,2時 間になっても,人 間の

生活様式は,19世 紀か ら今世紀に入ってガラ

ッと変わったようなことにはなりません。例

えば,大 久保利通が半年かけて ヨー ロッパ視

察 をした時代 と,週 末に外交交渉 をすませて

帰って来 られる現代 とでは,政 治や行政のあ

り方 も大 きく変 っていますが,橋 本 さんが日

帰 りで外国を訪問し,外 交交渉 して帰ってこ

れるようになったとしても,お 役所の仕事ぶ

りがそんなに変 るとは思えません。そういう

意味では,空 間を狭めて時間 を短縮す る高速

交通時代 は,い まやパ ラダイムの終 りに近づ

きつつあるといえるのではないで しょうか。

一方で,イ ンターネッ トとか,情 報網が急

速に発達 してきています。そうします と,今

度はわざわざ出向 くことはないのですね。最

近はクリン トンさんもす ぐに橋本さんに電話

を掛けて くるようですが,時 代 はもっと進ん

で,高 速の情報が電子網の上につ くられたサ

イバースペースとい う新 しい空間の上で処理

され るようになって きました。情報の遣 り取

りや取 り引きに高速交通が果たす役割が,相

対的に小 さ くなってきているとい うことです

ね。

目前にきている電子取引の時代

秋山 産業界 も,活 動 全般にわたってサイバ

ースペース的な将来像 の設計をされていると

か,あ るいは コンセプ トを開発 しておられ る

のではないか と推察 していますが,そ れはか

なり速いテンポなんでしょうね。

秋元 わが社 も,こ こ3年 ぐらいで コンピュ

ー タをかな り強引に入れまして
,社 内とグル

ープ各社の全部署 をインターネッ トで結ぶよ

うになりました。実際に,電 子取引みたいな

ものが,も う目前に来ている感 じですね。

現在の商売は,全 世界を相手にしています

か ら,例 えば東南アジアで営業担当者が客先

か ら超硬金属のバイ トについて商談を受けた

とします と,い ままでは手紙のや りとりなど

で時間がかか りましたが,い まはインターネ

ットを使用 して国内の会社の担当部署へ照合

すれば,ど こに どういう在庫があるとか,な

いときでも,こ の工場のこういうラインに乗

せればいつまでの納期 で納められるとか,そ

ういう情報が世界中どこにいても,直 ちに分

かるようになってきています。

それにお金の決裁を入れれば,も う電子取

引になるわけです。いずれはインターネ ット

の上で,注 文やお金の決裁など日常の殆ん ど

のことができ,残 るは品物の納入だけ という

世の中になるはずで,こ れはもう目前に来て

いる気が します。

情報化社会,世 の中の変 り目こそ

若い人たちの働 きの場

秋 山 最後に,こ れからの若い方々がエネル

ギー,環 境,と りわけ原子力の方面に関心を

持 ち,希 望 を抱いて前向きに新 しい仕事に取

り組んでいくことが重要 と考 えます。 このこ

とに関して,先 輩のわれわれ として,ど のよ

うな心構 えを持てばいいのか,ま た具体的に

何 をすればいいかのお話 を伺えれば と思いま

す。

秋元 これからは情報化が進み,み んなの働

きがいのある世の中になると思 っています。
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いままでは,ヒ エラルキーが巾をきかす構

造でした。情報の流れは,い ちばん下の係長

が発信 します と,課 長代理か ら課長へ と順に

ハンコが捺され,決 裁 までに15も20も ハンコ

が並ぶような階層構造になってお り,情 報が

途中で全部スクー リーニングされ分断される

のですね。

ですか ら,下 の連中は殆 ど上のことは分か

らないし,上 の連中も逆に下でや っているこ

とは分からなかったのです。これからは情報

が共有化されますので,イ ンターネ ットのペ

ー ジを開けば,極 端なことをいいます と,全

社員が同 じ情報を共有 している形になるわけ

です。

同じ情報 をもとに,ど れだけいいアイデア

を出し,ど れだけ成果 をあげられるかで,社

員の評価が決 るようになります。いままでの

ように,階 層構造の途中で情報 を一人 占め し

て 「俺の ところを通 さなければ」式の仕事振

りが不可能な世の中になってい くんですね。

そういうフラッ トな社会では,年 配者 も若

い人たちも平等に同じチャンスが与えられる

ことになり,そ れだけ若い人に働 き甲斐が出

てきますね。

このような世の中の変わ り目には,わ れわ

れ年寄 りがいちばんつ らいのです。例えば,

いまコンピュータをいじれ と言われても,若

い人達 は子供の頃か らテレビゲームなどや っ

てますか ら,わ れわれがメンコをやるのと同

じぐらい,自 分の手足のようにやれますが,

年寄 りは悪戦苦闘です よね。Eメ ールーっを

書 くにしても,抵 抗なしには書けません。

こういう情報社会では,若 い人たちが圧倒

的に有利な立場にあるわけです。世の中の変

わり目こそ,若 い人たちの働 きの場 と思いま

すね。

いま顧みます と,わ れわれが,い ちばん最

初に原子力をや らせていただいたのは,非 常

に幸運だった と思います。あの時代 には,先

輩も原子力を何 も知 らないわけで,年 輩者 と

若い人が 「ヨーイ,ド ン」で一緒に始めたわ

けです。そうしますと,や は り若いほうが覚

えるのが速 いものですか ら,「原子力 とはこん

なものです」なんて主張 します と,上 のほ う

は 「そうなのか」 と,や むな く納得す るので

すね。 ヒエラルキー と知識経験量が比例する

既成の職場か ら比べ ます と,ず いぶん自由に

や らせてもらえました。

いまはその頃に似 た状況が再現されている

のですか ら,若 い人たちはもっと元気 を出 し

てほ しいという感 じです。

秋 山 おっしゃるとお り,情 報の分野は若い

人が どんどん動いてますけれども,ぜ ひエネ

ルギー,原 子力の分野にも入って来てほしい

と思いますね。

秋元 情報が動 くには,や は りエネルギーが

必要です。 自動車はガソリンで動 くわけです

が,パ ソコンは石炭や石油では動かず,や は

り電気が要 ります。その電気エネルギーをい

ちばん効率的に出せ るのは,こ れか らは原子

力だ と思います よ。

ですから,情 報 と原子力がペアにならない

と,ほ んとの意味のいい世紀にならないので

すね。

秋 山 そうなんですよね。 この前,石 井威望

先生にお伺 いしたら,情 報 もエネルギーマイ

ン ドがないといけない。情報化すればするほ

どエネルギー も要 るんだ とおっしゃってまし

た。

秋元 ハイテク機器は,も のすごくエネルギ
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一 を使 うん です よ
。

お わ り に

秋 山 情報化 もエネルギーが支えてい く,と

いう話題 になったところで時間 も参 りまし

た。

本 日は秋元社長のお書 きなった 『しなやか

な世紀』の内容 を中心に,ご 本人から直接に

真髄 ともいうべ き貴重なお話の数々をお聞か

せいただき,本 当に勉強になりましま。

当研究所 といた しましても,今 日の話題 と

なりました分野での調査研究の事業を,関 係

の各方面のご指導 とご支援の もとに精一杯力

を出して進めていきたい と願ってお りますの

で,今 後 とも何卒よろしくお願い申し上げま

す。

秋元 エネルギーは,文 明社会のべ一スにな

るものなのに,そ れに関する認識がいまほど

混乱 している時代 はない と思います。このよ

うな状況下なればこそ,研 究所の一層のご活

躍 を期待 してお ります。

秋山 私 どもも秋元社長さまをはじめ とする

皆 さまのご事業のますますの ご発展を願って

お ります。

それでは,本 日はほん とうに長時間あ りが

とうございました。
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〔関連施策紹介〕

高 レベ ル放射性廃棄 物処 分

に向 けての取組 み*

処分懇談会の動きを中心に一

有 本 建 男(叢 雛 蜜濃 子力局)

繋撚 綴 議欝慧継 議・慧搬織構罎搬鞭麟繍i菱鍛欝i齢簸繍欝慧綴 隷綴畿器綴 器織i欝i蹄篶

原子力委員会処分懇談会を巡る動き

処分懇談会による初めての試み

意見交換会と意見募集

原子力委員会は,高 レベル放射性廃棄物処

分の審議体制を強化するため,最 終処分につ

いて技術的観点からの調査 ・審議 を行 ってい

る「原子力バ ックエン ド対策専門部会」(以下,

バ ックエン ド対策専門部会 という)と,最 終

処分の円滑な実施に向けて,国 民の理解 と納

得 を得 るよう社会的 ・経済的側面 を含めて幅

広い検討 を進めている 「高レベル放射性廃棄

物処分懇談会」(以 下,処 分懇談会 という)と

を設置して審議 を進めてお り,私 どもは,そ

の事務局を担当しています。 きょうは,そ の

うち処分懇談会の動 きを中心にお話 します。

この懇談会は,平 成7年9月 に設置され,

平成8年5月 の第1回 会合以来,元 日本学術

会議会長で,中 央環境審議会会長 もなされて

いる近藤次郎先生を座長に,2年 余に亘 る議

論を重ねて まい りました。その結果,平 成9年

7月,「高レベル放射性廃棄物処分に向けての

基本的考え方について」(案)が まとめ られま

した。

新 しい試みとして,こ の案について国民の

方々に広 く意見を求めることにな り,本 年1

月まで半年ほどかけ,大 阪,札 幌,仙 台,名

古屋,福 岡の全国5カ 所で意見交換会 を開催

し,ま た,意 見募集 も行 い,あ わせて400人 以

上の方々から貴重なお考えを頂戴 しました。

原子力委員会 は,「 もんじゅ」の事故の後,

専門家 と一般市民 との対話 を目指す 「原子力

政策円卓会議」を開きました。 その中で,高

レベル放射性廃棄物処分などの政策は,決 定

前の案の段階で,国 民か らのコメン トを求め

る場を設けることにな りました。

その最初は,バ ックエン ド対策専門部会が,

平成9年4月,大 阪大学元学長の熊谷信昭先

生を座長 として,「高レベル放射 性廃棄物の地

層処分研究開発等の今後の進め方について」

という技術面のガイ ドラインをまとめられた

ときでした。

高レベル放射性廃棄物の処分 に向けての体

制や制度づ くりにつきましても,報 告書案に

*本 稿 は,昨 年10月31日,当 所 の第151回 月例研究会でなされ たご講演の テープ起 こしに,本 年2月 末の時点

で,そ の後の進展に伴 う修正 を加筆 いただいたものです。
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ありますよう,国 民の方々に,こ の問題 を知

ってもらい理解 してもらうことが第一歩でし

て,い まそこから着手 しているわけです。

もう一つの新 しい試みは,処 分懇談会報告

書だけです と一般の方々には取 り付 きにくか

ろうという近藤座長のご配慮か ら,「国民の皆

様方へ」 とい う先生直筆のメッセー ジをいた

だき,報 告書案 と合わせて,い ま多方面へお

配 りしてお ります。

できるだけ多くの機会 を捕え,こ の問題へ

の国民の方々の関心 と理解の輪を広げていく

ことが大切 と思っています。

多分野の方々に参加いただいている

処分懇談会

処分懇談会の構成 メンバーは,こ の問題 を

多角的に審議 していただ くため,表1の とお

り,哲 学,法 律,経 済,環 境,生 活,労 働な

ど,原 子力やエネルギー以外にも多数の分野

の方々にご参加 いただいてお ります。

表1高 レベル放射性廃棄物処分懇談会構成員名簿

座 長 近藤 次郎

荒木 浩

粟屋 容子

石橋 忠雄

加藤 尚武

茅 陽一

川上 幸一

木村尚三郎

木元 教子

熊谷 信昭

小林庄一郎

近藤 俊幸

佐和 隆光

塩野 宏

下邨 昭三

須賀 龍郎

鈴木 篤之

竹本 成徳

中村 政雄

野口 敵也

深海 博明

松田美夜子

南 和子

森 一久

座長代理 森鳥 昭夫

元日本学術会議会長

電気事業連合会会長

武蔵野美術大学教授(一 般教育研究室)・理化学研
究所名誉研究員

弁護士

京都大学教授(文 学部)

慶応義塾大学教授(大 学院 ・政策メディア研究科)

神奈川大学名誉教授

東京大学名誉教授

評論家

大阪大学名誉教授(原 子力バックエンド対策専門
部会長)

関西電力(株)相 談役

動力炉 ・核燃料開発事業団理事長

京都大学経済学研究所所長

成践大学教授(法 学部)

高レベル事業推進準備会会長

原子力発電関係団体協議会会長(鹿 児島県知事)

東京大学教授(工 学部)

日本生活協同組合連合会会長理事

前読売新聞論説委員

日本労働組合総連合会副事務局長

慶応義塾大学教授(経 済学部)

生活環境評論家(廃 棄物問題 とリサイクル)

評論家

(社)日 本原子力産業会議副会長

上智大学教授(法 学部)

(平成10年1月 現在)
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特に,近 藤次郎先生は中央環境審議会で会

長 を,ま た,森 鳥昭夫先生はその企画部会長

をなされてお り,こ のお2人 は,昨 年末の地

球温暖化防止京都会議(COP3)で も大変活

躍されました。

また,近 藤先生は,常 々,「 この問題は,原

子力反対 とか推進 とかいった,対 立す る議論

を乗 り越えたところで進めなければだめだ」

と繰 り返 し強調されています。

地域参加者多数を集めた意見交換会

ここで,今 年1月14日,福 岡で開催 しまし

た意見交換会の模様 をご紹介 します。

司会は,木 元教子さんで,4時 間ほ ど行い

ました。

出席者の顔触れは,原 子力委員会か ら遠藤

哲也委員,藤 家洋一委員長代理 と依 田直委貝,

処分懇談会か らは石橋忠雄 さん,深 海博明教

授,松 田美夜子 さん と森蔦昭夫教授,バ ック

エン ド対策専門部会か ら東京大学の小島圭二

教授(地 質学)と 鈴木篤之教授であ りました。

地域からの意見発表者には,14人 ほど出て

いただきました。 その方々の顔触れは,広 島

で原発反対運動の代 表をなされている方 と

か,社 会や理学分野の大学の先生方,九 州電

力の副社長,生 活者や消費者の代表の方々で

あります。

ちなみに,会 場参加者は一般募集 しました

ところ,関 心 を持 たれる方が大変に多 く,傍

聴希望者は214人 ほどあ りました。会場の収容

人数の都合 によ り,抽選で150人 の方にご案内

を差 し上げ,132人 が出られました。

高 レベル放射性廃棄物 について

次に,高 レベル放射性廃棄物 とその処分の

進め方か らお話 します。

ここ30余年の社会の変遷

わが国では,1965年 の 日本原電東海発電所

の運転開始以来,は や30余 年にな ります。 そ

OHP1社 会の移 り変わり ～わが国初の原子力発電所から現在まで～

人 口
9,828万 人

GNP

34兆 円

使用電力量
1,688億kWh

自動車 台数

700万 台

消費者物価指数

27

1人 当た り国民所得

27万 円

1965年 、 日本初 の
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の間の経済成長は著 しく,社 会は,OHP1の

とお り,大 きく変遷 しました。およその数字

で,人 口は1.3倍,消 費者物価指数は4倍 です

が,GNPは14倍,国 民所得は11倍,自 動車

台数は10倍,そ して電力使用量は5倍 になっ

ています。

大 きな出来事では,大 阪万博から始まって,

バブルの崩壊等々あ りますが,発 電電力量の

構成比 をみます と,OHP2に 示す よう,か つ

て主力であった水力が42%か ら現在およそ10

%に 低落したのに対 し,原 子力は33%に 増加

しています。これに伴い,発 生 した高レベル

放射1生廃棄物は,ガ ラス固化体 に換算 して1

万2,000本 に及んでいます。

高 レベル放射性廃棄物 とはなにか

ご存知の方は多いと思いますが,本 日の話

の中心ですので,こ こで 「高レベル放射 性廃

棄物」「ガラス固化体」についてお話します。

原子力発電所で使用するウラン燃料には,核

分裂 を起 こす ウラン235が 約3%含 まれてい

ます。使用済燃料には,こ のウラン235の 燃え

残 りが約1%,燃 えないウラン238が 変化 して

できたプル トニウムが約1%,燃 えかすの核

分裂生成物が約3%含 まれています。

わが国が行 っている原子燃料サイクルは,

OHP3に ありますよう,再 処理工場で使用済

燃料か らウラン235と プル トニウムを回収 し

て再び燃料 として利用 しますので,「高 レベル

放射性廃棄物」 として処分す るのは,廃 液中

にある使用済燃料中の核分裂生成物 とな りま

す。一方,ア メリカが採っている,再 処理 を

しない 「ワンスルー」 と呼ばれる直接処分 で

は,使 用済燃料 をそのまま高レベル放射 【生廃

棄物 として処分 しています。

この高レベル放射性廃棄物は,原 子力発電

所定期検査 などから出て くる低レベル放射性

廃棄物に比べて,発 生量 自体は少ないのです

が,放 射能濃度が高 く,ま た,半 減期の長い

核種 も含まれていますので,そ の放射能が減

(億kWh)
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出典:「 電源開発の概要(平 成8年 度)」
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衰するまで,長 期間にわた り人間環境から隔

離する必要があります。

このため,高 レベル放射性廃棄物は,ま ず

タンクに貯蔵 したあ と,ガ ラス素材 と混ぜて

固化 し,ス テンレス製の特別の容器に封入 し

ます。 これをガラス固化体 と呼んでいます。

(後掲のOHP8参 照)

し ます と,前 に 述 べ ま した とお り,

化 体 換 算 で約12,000本 に な り ます 。

ガラス固

地層処分の コンセプ ト

現在量はガラス固化体換算で約12,000本

わが国の高 レベル放射性廃棄物の数量内訳

は,平成9年3月 末現在,OHP4の とお りです。

再処理前のものは,発電所のプールに入ってい

る使用済燃料が5,900ト ン,炉 内で燃焼中のも

のが全炉 内装荷燃料の2分 の1と して2,200

トン,海外の再処理委託先工場のプール中のも

のが3,300ト ン。それか ら,再処理工程中の もの

が,国 内,海外 を合 わせて4,300ト ンあ ります。

ガラス固化体 として貯蔵中のものは,海 外

再処理工場から返還 され,現 在,青 森県六ヶ

所村に保管 されているのが68本,動 力炉 ・核

燃料事業団(以 下,動 燃事業団 という)東 海

工場の製造分が62本 あ ります。 これ らを合計

なぜ地層処分なのか

高レベル放射性廃棄物の処分 については,

1970年 代 より国際的に議論が続け られ,数 多

くの報告書が出されました。

有名なものに,OECD/NEA(経 済協

力開発機構/原 子力機関)の 放射性廃棄物管

理委員会が1995年 に集約 した 「長寿命放射性

廃棄物の地層処分の環境的及び倫理的基礎」

があり,そ の要 旨はOHP5の とお りです。

そこでの考えは,一 つが 「世代間と現世代

内の公平」 ということ,も う一つが,期 限を

定めない貯蔵は後世代に保全の負荷 を残 し,

戦争や社会制度に大 きな変動が発生 したとき

の信頼性に欠けることか ら,「最終処分 となる

地層処分が現在最 も好 ましい方策」としてい

OHP4高 レベル放射性廃棄物の現状

再処理前

(燃料集合体)

再処理済

(廃液)

日本 に貯蔵 されて いる

ガラス固化体

111,400tU「 【4,30・tu・ 注・] 匪
甲窪用済燃料,5 ,,。。、U
・炉内で燃焼 中:2

,200tU(注1)

海 外
・使 用 済 燃 料:3

,300tu

国 内
・900tU

海 外
・3

,400tU(注3)

東 海工 場製造分
・62本

海外 か らの返還分
・68本

Ii1

↓

ガラス固化体に換算すると

約12,000本

(注1)燃 焼途中のため、全炉内装荷燃料の1/2。

(注2)使 用済燃料換算。高レベル放射性廃棄物の重量はこの3%程 度。

(注3)割 り当て前のガラス固化体 を含む。

(平成9年3月 末現在)
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OHP5

長寿命放射性廃棄物の地層処分の環境的及び倫理的基礎

OECD/NEA放 射性廃棄物管理委員会の集約意見(1995)

「世代間及び現世代内の公平という倫理的原則は、放射性廃棄

物の長期的管理の方策の受容可能性を評価する際に、考慮され

なければならない」

「監視を必要とし、保全の長期的責任を残し、体制の安定性を

想定することのできない将来社会によりやがて無視されるかも

知れない貯蔵への信頼によるよりも、最終処分の方策による方

が我々の将来世代に対する責任をよりよく果たすことになる」

「生物圏から廃棄物を隔離するのに要する水準を満たす選択肢

を考察すれば、地層処分が現在最も好ましい方策」

OHP6な ぜ,地 層処分なのか?

1宇 宙処分1 1海洋底下処分1 i氷 床処分 【 地層処分

δへ 一八 研 △

館
2

処
分

氷床 地層

方 ロケ ッ ト

法 卜

曾 箇

堆働 冒 罰

④
～

、～ ～

岩盤 .
岩盤

ることです。

処分の方法には,OHP6に あ りますよう,

地層処分の他に,歴 史的には,宇 宙に放 り出

す,海 洋底の堆積物中に埋め込む,氷 床の下

に沈 ませ るなどの方法が考 えられて きました

が,そ れぞれにデメリッ トがあって,地 層処

分が一番いいとい う国際的 コンセンサスにな

ってお ります。

高 レベル放射能 を

ウラン鉱石の 自然 レベルに

ここで,地 層処分に至るシナ リオを要約 し

ます と,原 子力発電所 はウラン燃料 を燃や し

て発電 します。使用済燃料は再処理工程に入

れ,再 利用するウラン,プ ル トニウムを回収

した後,廃 液をガラス固化体に します。 これ

は,包 蔵する放射能か らかな りの発熱があり

ますので,地 表の中間貯蔵施設で30年 から50

年安全に貯蔵冷却 した後,深 地層岩盤に埋め

込むとい うものです。一方,ア メリカなどは,

先ほど述べましたように,使 用済燃料 を再処

理せずその まま地下に埋め込むシナ リオを考

えてお ります。

処分懇談会 とバックエン ド専門部会 は,合

第21巻 第1号(1998)
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同 して,昨 年3月,す でに地下研究施設の建

設に着工 し,地 層処分の研究でわが国より先

行 しているカナダとスウェーデンの原子力政

策担当の局長さんを招聰 し,両 国の動向を聞

きました。

そのとき,カ ナダの方が言われ るには,地

層処分 した高レベル放射性廃棄物の放射能レ

ベルは,含 有す る核種の半減期に従 って低下

し,1万 年 くらい経過 します と,最 終的には

天然のウラン鉱山 と同レベルになります。そ

こまでの安全確保 を見通 した上で自然に戻 し

ます。要するに,鉱 山から掘 り出したウラン

を燃料 として使用 し,ま た元の 自然に戻 して

ウラン鉱石 と同レベルの放射能にする,と い

うのがカナダの大 きなコンセプ トとい うこと

で した。

国際的に も,大 体 こういう考え方になって

います。

深部地質の優れた環境特性

多重に組まれた安全障壁

ここで,深 部地質環境の特性についてお話

します。

深部地層の地質には,OHP7に ありますよ

う,地下水に酸素が含まれず,物理的化学的に

物質 を保存する能力に優れ,ま た地震の震動が

地表に比べて数分の1ぐ らいであ り,さ らに

地下数百mの 岩盤中では地下水の動 きが非常

に遅い,と いう優れた特徴があります。現在,

動燃事業団の東濃地科学センターは,古 いウ

ラン鉱山を使 って地下深部の科学的研究 を行

ってお り,そ こでは地上に降った雨水がわず

か125mの 地下水 まで達す るのに,約1万 年か

かっているとい う研究データも出ています。

次に,ガ ラス固化体の形で地下深部に埋設

する地層処分の安全性についてお話 します。

ガラスは,大 きな塊 りにすれば岩石ほどに

硬 く,ま た化学的には安定で熱に強い性質が

OHP7深 部地質環境の特徴

■地下水の化学的性質
c8:

_～驚 〉

や

一
地下深部の地下水は

酸素の量が少ない

▼
○金属はさびにくい

○放射性物質はほとんど溶けない

薩

■地下水の動き

購
準餐
数 ＼ 、 、 ._._.ノ

懸 糞象鑑 …

一
地表付近は地盤が軟ら

か く揺れが大きい

▼
○地下深部では
地表 より揺れが小さい

数 キロメー トル

一
地層中にすき間がほとん
どな く,水 圧差も小さい

▼

○地下深部での地下水の

動きは非常に遅い
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OHP8地 下水シナ リオで考慮 される現象
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・腐食挙動 核種移行

の抑制

覧

∴ 隔
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幽

緩衝材による
地下水への作用
・ペン トナイ トー水反応

・水分移行 核種溶出の抑制
・ガラスの安定性

・吸 着

・移 流,分 散

あ ります。この特徴を利用 して,まず高レベル

放射性廃棄物をガラス固化体に封 じ込めます。

これを,キ ャニスタと呼ばれる,腐 食に強

いステンレス製の容器に封入し,そ の外側 を

オーバーパ ックと呼ぶ厚い金属製の容器で囲

みます。これだけで,地 下水による腐食から

ガラス固化体 を千年以上守ることができるの

です。さらに,OHP8に あ りますよう,水 が

浸透 しに くいベ ン トナイ トと呼ばれる粘土 を

緩衝材 としてそのまわりに詰めます。

このようにしたガラス固化体を地下水の流

れに くい地下数百mの しっか りした岩盤 中に

OHP9地 層処分場の概念図

だ
＼ ≠

ヘ ー

出所=原 子力図面集
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OHP10高 レベル放射性廃棄物の発生から地層処分まで

(原子燃料サイクル)

薗

醜

◇

ガ

』
響

囲

薩缶
原子力発電所

FP

圏
・冷却の

ため貯蔵

U。Pu

(こ'く 少 量)

u・Pu

使用済燃料

FP:核 分裂生成物

(ワ ン スルー)

圏
・冷却の

ため貯蔵

・地下深部の

安定な岩盤
に処分

・長期間にわ

たり人間環

境から隔離

・実施主体

・事 業資金

・事業 プ ロ

セ ス

な ど

処分 します。場所は,も ちろん,火 山の活動

や隆起 ・侵食のないところを慎重に選出する

ことになります。

このように,人 工的な,ま た天然の安全障

壁 を設けることによ り,ガ ラス固化体中の放

射性物質は,減 衰す るまで長期にわたり人間

環境か ら隔離されることになるのです。

最終処分場の概念図はOHP9に 示すよ う

なもので,地 下数百mの ところにガラス固化

体 を処分する トンネルが設けられます。

ガラス固化体の現在量は,1万2,000本 ほど

ですが,2030年 にな ります と,今 後に建設さ

れる原子力発電所の規模にもよりますが,4

万本か ら7万 本 ぐらい と想定 され,最 終処分

場の大 きさは2kmか ら3km四 方程度 と見込ま

れます。

以上に述べ ました高レベル放射1生廃棄物の

発生か ら地層処 分 まで を図示 します と,

OHP10の とお りです。

世界各国の地層処分の動向

海外における最終処分の動向は,OHP11の

とお りです。

アメリカでは,1982年,連 邦エネルギー省

(DOE)が 実施主体に決 まりました。事業

資金は,電 力会社が国の管理する基金への掛

け金 として積み立てるよう法律により制定さ

れています。1993年 には,処 分予定地ユッカ

マウンテンの適性調査 をするため地下探査施

設の建設が始 まり,現 在そこでの研究が進め

られてお り,2010年 に処分開始の予定 になっ

ています。廃棄体 は,今 はワンススルーです

ので使用済燃料ですが,ガ ラス固化体 にした

ものも多数あ り,こ れをも含めて2つ の形態

になっています。

カナダでは,公 営企業である電力会社のオ

ンタリオ ・ハイ ドロ社 を中心に,実 施主体の

設立が進め られています。処分開始時期は未

定ですが,1983年 に地下研究施設の建設が始

まり,現 在 も研究が進められてお り,そ れぞ

れの電力会社が事業資金 を引当金 として確保

しています。

スイスでは,処 分場設置の準備 とプロジェ

クトの策定 を行 うため,1972年,ス イス放射
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OHP11高 レベル放射性廃棄物処分に係 る内外の動向

国 名 実施主体
事 業 資 金

確保開始時期

地下研究施設

建設開始時期
処分開始 廃棄体形態

ア メ リ カ
連邦エネルギー省

(DOE)
1983 1993 2010

使用済燃料

ガラス固化体

カ ナ ダ
未定(オ ンタリオ・ハイ

ドロ杜を中心に検討中)
1982 1983 未定 使用済燃料

ス イ ス
スイス放射性廃棄物管理

協同組合(NAGRA)
1978 1983

2020早 期ケー ス

2050遅 延ケー ス

使用済燃料

ガラス固化体

スウェーデン
スウェーデン核燃料廃棄

物管理会社(SKB)
1981 1990

2008実 証処分

2020フ ルスケール
使用済燃料

ド イ ツ
連邦放射線防護庁

(BfS)
1979 1986 2012

使用済燃料

ガラス固化体

フ ラ ン ス
放射性廃棄物管理機関

(ANDRA)
1975

1996

建設申請
未定 ガラス固化体

日 本
2000年目安に設立 98年度に制度

確立の費用算
定に取組み

早期実現
2030年代から遅くとも

2040年代半ば目途
ガラス固化体

性廃棄物管理協同組合(NAGRA)が 設立

され,1983年 に地下研究施設の建設が始まり,

現在研究が進められています。事業資金は電

力会社が分担金 として拠出 し,将 来の処分の

資金は電力会社 が引当金 として確保 してお

り,早 ければ2020年 に処分 を開始する予定に

なっています。

ドイツでは,実 施主体 として,1989年,連

邦放射線防護庁(BfS)が 創設されました。

事業資金は,電 力会社が引当金 として確保 し

ています。1986年 には処分予定地の調査のた

めの地下探査施設の建設が始ま り,現 在研究

が進行 中であ り,2012年 ころには処分開始 と

なる予定です。

フランスでは,1992年,放 射線廃棄物管理

機関(ANDRA)が 実施主体 として原子力

庁から独立しました。事業資金は,主 に公営

企業である電力公社が引当金 として確保 して

います。1996年,3ケ 所での地下研究施設の

建設が申請されてお り,処 分開始時期 は未定

ですが,2006年 までに最終的な処分の方式が

決定 されることになっています。

わが国における地層処分の動向

わが国における高レベル放射性廃棄物処分

に係 る事業 と研究開発,安 全規制の展開を示

すのがOHP12で す。

高 レベル放射性廃棄物の処分問題は,こ れ

まで原子力委員会 でもいろいろ議論がありま

したが,今 回,い つ,ど こで,誰 が,な にを,

どうするといういわゆる5WIHが,包 括的

に明確 にされました。

「処分懇談会」の関係 では,昨 年7月 に出

された報告書案に,意 見交換会,意 見募集の

結果を織 り込んだ報告書が,本 年夏 までに取

りまとめられ る予定になってお ります。

「バ ックエン ド対策専門部会」か らは,研

究開発に関 して,動 燃事業団が中核的推進機

関 とな り,2000年 前までにまとめ ることにな

っている,「2000年 レポー ト」あるいは 「第2

取 りまとめ」 と呼ばれている技術報告に対 し

て,詳 細なガイ ドラインが まとめられてお り

ます。

処分事業 に関 しては,現 在,実 施主体の設

第21巻 第1号(1998)
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OHP12高 レベル放射性廃棄物処分に係 る事業と研究開発,安 全規制の展開

西暦

2000

2010

2020

2030

処分事業 研究開発 安全規制

〈〕

〆

処分 懇談会
'95年g月 設置

1

一

一

バ ックエ ンド専門部 会
'95年9月 設置

報告 書案('97年7月)
98年 夏までに取りまとめ 報告書e97年4月)

1意見交換会(郷 碑 伊 からの意見募集 旨

実施主体設立(2000年 を目安に)

諸制度の整備

損害賠償,処分地選定プロセスなど

第2次 取 りま とめ
○技術的信頼性 の

○処分 予定地選定

↓

処分候補地選定

Ψ
処分予定地選定 国

v

O信 頼性 の

○安全評価

○地下坑 道処分蕊/霧
↓

雛 雛 香/嬰窒審査 < 1

↓
処分場の建設 ・操業

(2030年 代 から遅 くとも
2040年 代半ば までに操業開始)

〔〉

第2次 取 りま とめ ・2000年 前 までの成果

○処分 予定地選定 ・安全確保の要件 の提示

(地質 の長期安定性等)

○安全 評価 手法の確立

○地下坑 道 を用いた体系的調査

・調査技術の確 立

国
の
評
価

「〉

安金確保の
基本的考え方

・処分地

の 立地

・施設の

安全性

安全基準,
安全評価指針

立,さ らに事業資金確保の制度確立,損 害賠

償,地 下利用制限,地 域 との共生方式,あ る

いは候補地の選出か ら予定地の絞 り込み,最

終的な処分地決定 という一連のサイ ト選定プ

ロセスなどに係わる諸制度の整備を,2000年

を目途に取 り組んでお ります。

実施主体が設立 された後,一 番重要なサイ

ト選定の作業 を電力会社 と国も協力 して,地

域,あ るいは国民の方々の納得 を得ながら,

段階的に進めることになると考 えています。

サイ ト選定 プロセスの要 となる

安全性確保の明示

先に述べました 「2000年レポー ト」に求め

られる重要事項は,OHP12の 中央の枠 にあり

ますよう,そ の第一が技術的信頼性の明示,

第二が,バ ックエ ン ド専門部会が処分予定地

選定のために強 く指摘 している技術的要件,

第三が,安 全規制面の指針類の策定のための

技術的基盤であります。

OHP12の 右側にある安全規制は,現 在,原 子

力安全委員会の放射性廃棄物安全規制専門部

会等で審議 されています。

処分場の設計,処 分事業の申請に対す る国

の安 全審査 は2025年 頃か ら始 まる見込みで

す。細かい安全基準や指針類は,時 間をかけ,

2000年 以降 も継続して実施 される研究開発の

結果 を取 り込んで出され ますが,処 分地選定

に至 る一連のプロセスの前には,安 全規制側

から基本的な安全確保の考え方が明示 されな

ければ,地 域 との話し合いの難行 も予想 され

ます。

処分事業,研 究開発 と安全規制,こ れらが

三位一体 となって着実に動いてい くことが,

2035年 頃の最終処分開始に道を拓 く基本 とな

ります。
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OHP13高 レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発等の

今後の進め方について

平成9年4月15日 原子力バックエンド対策専門部会

(部会長:熊 谷 信昭 大阪大学名誉教授)

O地 質環境の長期安定性

0処 分場予定地の選定と安全基準の策定に資する

技術的拠 り所

O第2次 取りまとめに対する透明性の確保

O研 究推進体制

0そ の他

バックエンド対策専門部会報告書の要点

地質環境の長期安定性の確保と

研究推進体制の拡充などを

バックエン ド対策専 門部会の報告書 「高レ

ベル放射性廃棄物の地層処分研究開発等の今

後の進め方」に取 り上げられた主要事項は,

OHP13の とお りです。

そのうち,今 回最 もしっか りした議論がな

されたのは,処 分地の地下深部における地質

環境の長期安全性 であ ります。火山活動や地

震が非常に多い日本の国内に,地 層処分の適

地が見つかるのか という問題です。

ガラス固化体の放射能は,先 ほど述べ まし

たように,1万 年ほどします と天然ウラン鉱

のレベルまで低下 しますか ら,10万 年 ぐらい

の期間に亘 って地質的に安定な,2kmか ら,

3km四 方 ぐらいの土地を見つけることが求め

られます。 この部会は,こ れは可能であろう

としてお り,今 後,2000年 に向けて多 くのデ

ータを集積 し,地 質環境の長期安定性の見通

しを示すよう提言してお ります。

もう一つ重要 なのは,研 究開発の進め方で

す。 これには,国 民の理解 と信頼 を得つつ推

進することが必要であ り,ま た,関 連する広

汎な諸分野の人材を活用しつつ,研 究成果 を

有機的に総合することが重要です。これ まで

動燃事業団が中心になって推進 してきました

が,今 後は,OHP14に あ ります研究機関に,

本 日の研究会の主催者であるエネルギー総合

工学研究所なども加え,一 体 となって展開し

たい と考えてお ります。また昨年9月 には,

「地層処分研究開発協議会」 という組織 を発

足させ,研 究の連絡調整や成果の共有など体

OHPI4研 究開発の進め方

O関 係研究機関の協力
・動燃事業団

・日本原子力研究所 ・大学

・地質調査所 ・民間企業

・防災科学技術研究所 ・電気事業者

・㈱電力中央研究所 等

O欧 米、アジア諸国との協力

0成 果のわかりやすい、積極的な公表

O国 際的なレビュー

第21巻 第1号(1998)
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OHP15高 レベル放射性廃棄物処分に向けての

基本的考え方(案)

平成9年7月18日 高 レベ ル放射性廃 棄物処分 懇談会

(座長:近 藤 次郎 元 日本学術会議会長)

Oな ぜ、いま、高レベル放射性廃棄物問題を議論するのか

O廃 棄物処分について社会的な理解を得るために

O処 分技術への理解と信頼

O事 業資金の確保

O実 施主体のあり方

0諸 制度の整備

O立 地地域との共生

O処 分地選定プロセス

0い ま、何をしなければならないか

制の強化 を図 りました。

欧米諸国には,研究施設が充実 し,研究が進

展 している国 もかな りありますので,研 究の

国際レビューを受けるなど,客 観性のある成

果の と りまとめ を目指 したい と考 えていま

す。また,国 際協力を積極的に進め,ア ジア諸

国の研究者に対 してはわが国の研究施設の活

用などによる協力の拡充 も考えてお ります。

民の方々にこういう問題の存在 を訴えかける

ことがこの報告書の使命 であると,強 調され

てお ります。

「なぜ,い ま,議 論 を す るの か」

報告書の書 き出 しには,OHP16の とお り,

先ほどのOECDの 考えと同じものが掲げら

れてお ります。

わが国が原子力発電 を開始 してすでに30数

処分懇談会報告書(案)の 骨格

国民への訴えかけを使命 に

処分懇談会の報告書 「高レベル放射性廃棄

物処分に向けての基本的考 え方(案)」 は,原

子力委員会の従来の報告書 とは構成が大分変

わってお り,OHP15に あ りますよう,「なぜ,

いま議論をす るのか」「社会的な理解 を得 るに

は,ど うするのか」か ら始まり,そ の上で,

施策の提言 という構成 です。

この報告書の位置づ けは,単 に関係行政官

庁や電気事業者への施策の提言ではな く,国

OHP16な ぜ、いま、

高 レベル放射性廃棄物

処分問題 を議論するのか

「われわれが発生 させた廃棄物につい

ては、われわれの世代がその処分に関す

る制度を確立する必要がある。

後世代に影響を及ぼす可能性のある

廃棄物の処分について、後世代に負担を

残さないことがわれわれの責務である。

原子力発電により社会生活を維持 し

ている現世代が廃棄物処分について先

送りするならば、そのツケは後世代に残

されることになる。われわれは今できる

ことについて、早急に着手 しなければな

らない」
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年,人 生になぞらえば一世代になります。い

まやわれわれの世代がその処分に関す る制度

と体制を確立する必要があること,後 世代 に

負担を残さないこと,さ らに,い まできるこ

とから直に着手す る必要を訴えています。

青少年教育が社会的受容の大前提

社会の理解 を得 るには,OHP17に あ ります

ような,広 範な議論,透 明性の確保 と情報公

開,さ らに教育 と学習が重要 としています。

これまで全国各地で開催 しました意見交換

会では,皆 さんか ら教育に関 し熱心なご意見

が出されました。特に女性の方からは,自 分

の子供 たちにこの ような問題があることを教

えたいが,そ れに適 した書物や施設がないと

の苦言 もいただ きました。

大阪の意見交換会では,こ の問題に深い関

心 をお持ちの大学の先生が参加 され,興 味深

い研究の紹介があ りました。アメリカ,フ ラ

ンス,ド イツ,イ ギ リスの4力 国 と日本の小

中学校教育におけるエネルギー,環 境,原 子

力分野のテキス ト,カ リキュラムの比較です。

日本のものは理科,家 庭科などに断片的に書

いてあるだけなのに対 して,外 国のものは,

体系的であって,バ イアスをかけて推進 とか

反対を説 くものではな く,客 観的なデータが

きっち り書かれてあるとのことでした。

いずれに しまして も,原 子力や高レベル放

射性廃棄物処分の問題の解決には,遠 回 りで

はあって も,次 世代を担う青少年層の教育が

大前提 ということであ ります。

事業資金は受益者負担の考えで

事業資金の負担は,OHP18に あります よう,

受益者負担の考 えに立ち,電 気利用者が負担

OHP17社 会的な理解を得るために

◇広範な議論

◇透明性確保と情報公開

○制度 ・組織の透明性の確保
・法律などによる明確化

・透明性の高い決定プロセス

・公正な第三者によるチェック

○情報公開の徹底
・誠実な対応

・多様性と双方向性

・わかりやすい情報の継続的な提供

◇教育 ・学習の重要性
・教育や学習の機会の提供

・研究施設の公開 ・現場訪問による

体験

OHP18事 業資金の確保 ・負担

『処分に直接要する費用は、

受益者負担の考え方から

電気料金の原価に算入し

電気利用者が負担することが適当』

するのが適当としています。通産省では,今

年から,事 業資金の合理的な算定 を行い電気

料金に算入する方向で,審 議会などで議論す

ることになっております。

国は法制定,監 督 と安全規制 を

事業実施は民間主体で

実施主体のあり方は,OHPI9に 示す ものと

しています。

実施主体が備えるべ き要件 を,技術的能力,

経済的基礎,運 営 ・管理能力等 とした上で,

事業は国が直接行 うのではな く,民 間を主体

に行 うとしてお ります。純民間の株式会社な

のか,そ れ とも公益法人なのか認可法人なの

かなどは,処 分懇談会の議論 というよりも,

第21巻 第1号(1998)
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OHP19実 施主体のあり方

○実施主体の要件

・技術的能力,経 理的基盤,運 営・管理能力,長 期安定性,柔 軟性,

信頼と安全確保
・国が直接事業を行うのではなく民間を主体とした事業

○国は,
・事業に対して法律と行政による監督と安全規制

・立法措置などにより制度と体制を整備

・実施主体を明確に位置づけ,サ イト選定のプロセスの中で適切

な役割

○電気事業者は,国 民の理解 を得るための活動を進め資金の確保と

処分地選定について実施主体と一体となった取 り組み

○処分地の選定にあたり国,電気事業者,実 施主体が協力して進める

べき

極めて法技術的な問題になりますので,処 分

懇談会の報告書のとりまとめ を踏まえて,関

係者間で,2000年 の設立に向けて調整 してい

くことになろうと思われます。

国は,法 律 を作 り安全規制 を厳正に行い,

実施主体 を監督す るとい うことであり,電 気

事業者は,資金の確保 と処分地選定について,

事業主体 と一体 となった取 り組みをす るとい

うことが述べ られてお ります。

地域の主体性を尊重する立地共生を

立地地域 との共生の要点は,OHP20に 示す

ものです。

共生の考 え方は,処 分事業が,地 域におけ

る住民,自 然環境,産 業 との調和 ある持続可

能な共生関係 を築 き,あ わせて地域が 自立的

に発展 し,住 民の生活水準の向上や地域の活

性化につながるものでなければならないとし

ています。

このよ うな共生関係 を考 えるにあたって

は,立 地地域の主体性 を尊重 しなければなら

ず,地 域の特性 を活か した方策 を地域が主体

OHP20立 地地域 との共生

○持続可能な共生関係

(住民,自 然環境,産 業との調和)

○立地地域の主体性の尊重

○その他の地域との連帯

となって企画 ・選択す る仕組みをつ くること

が必要 であるとしています。

処分懇談会の議論の中からも,今 までの電

源三法に基づ く地域振興策,も ちろん漸次変

わりつつありますけれ ども,こ れには箱 もの

中心であった り,あ るいは押 しつけスタイル

というような批判 も聞かれました。このほか,

地域の主体的な取 り組み,さ らに大電力消費

地域 との連携や連帯が重要,と の指摘 も受け

てお ります。

明確化が必要な処分地選定プロセス

処分事業の中で処分地の選定は特に重要で

あ り,選定プロセスの基本的考え方は,OHP21
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OHP21処 分地選定 プロセス

◇法律などによる明確化

◇国レベル

○事業計画や選定過程の妥当性につ

いて確認

○公平な第三者によるレビュー

◇地域レベル

○当事者が参加した検討の場

○住民の意見の反映

◇電気事業者

○理解を得るための活動

○実施主体 と一体 となって処分地の

選定を行 う

のとお りとしています。

繰 り返 しになりますが,ま ず実施主体の設

立から始 まり,処分地選定に続いて100年 にわ

たると見込まれ る処分事業において,実 施主

体,国,電 気事業者が果たす役割を,法 律 など

により明確に してお く必要があるわけです。

国は,実 施主体による処分地の選定過程や

活動を監督するとともに,処 分の安全性の観

点からの規制,各 段階で必要 となる制度 と体

制の整備 をすることになります。さらに,こ

れらについて,公 正 な第三者によるレビュー

の実施が考 えられます。

地域レベルでは,実 施主体 と地域住民など

関係者間で生 じる様々な課題について,当 事

者が参加 して検討する場 を設けることが重要

としています。

電気事業者は,廃 棄物の発生者 として,国

民の理解 を得るための活動 を進め,立 地につ

いて多 くの経験 を有す る立場か ら,実 施主体

と一体 となって処分地の選定を行 うべ きとし

ています。

また,こ の問題の検討にあたっては,フ ラ

ンスで,実 施主体 と地域住民の間で情報の仲

立ちや討議 を行っている地域情報監視委員会

(CLI)や,政 府 と地元 自治体 ・住民間の

協議を行 っている放射性廃棄物交渉官,さ ら

にはカナダで事業者 ・自治体 ・地域住民で構

成 されているコミュニティ対応委員会(CL

C)な どの活動の事例があり,こ れらを参考

にして,わ が国の国情に合ったプロセス ・体

制 を選ぶべ きとしています。

新規計上された処分事業化調査費

高 レベル放射性廃棄物処分に関わる通産

省,科 技庁 を合 わせ た政府予算の推移 は,

OHP22の とお りです。厳しい予算事情にあ り

ますが,動 燃事業団を中心 とした地層処分の

研究開発,ま た深部地質環境の科学的研究 と

も大きく伸びてお ります。

特にご注目いただきたいのは,新 規に通産

省,科 技庁が計上 してお ります処分事業化調

査費の8億 円です。その内容は,技 術的な項

目ではなく,行 政側 として制度 と体制の整備

のために準備 してお く必要があるとした調査

事項です。

その一つは,処 分場管理の問題で して,特

に処分坑の閉鎖前後,あ るいは閉鎖後に,い

かなる管理 をとるのか,モ ニタ リングはいつ

までやるのか,記 録の保存はソフ ト,シ ステ

ム,ハ ー ドおよび技術の面でいかなることが

できるのか,あ るいは各国でや っている方法

などの調査研究です。

第二は,原 子力安全委員会事務局が計上 し

ている安全基準整備のための調査費用です。

これを活用して,地 層処分のための安全確保

の基本的考 えが時宜 を得てまとめられること

が大切です。

もう一つ重要なのは,通 産省に計上 されて

第21巻 第1号(1998)
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OHP22高 レベル放射性廃棄物処分に係 る政府予算の推移
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【平成10年度予算の主な項 目】

○地層処分研究開発61億 円

(性能評価研 究,処 分技術 開発等)
○深部地質環境の科 学的研 究64億 円

○処分事業化調査8億 円

(処分事業管理 システム,処 分基準整備,

費用算定システム等)

130.8

w
燃

89.8

48
庶

148.3
罵 47.1 48.2

・:・】一■一 ■関

『:・: ■一■く:::

(地質環境調査,地 質の長期安全性 に関する研 究等)

0年 度

(65億 円)

(66億 円)

(0億 円)

お ります費用算定 システムの開発費。最終処

分事業資金の合理的な算定 とその制度化にと

って必須の ものです。

これ らは,バ ックエン ド対策専門部会,処 分

懇談会の議論を踏 まえて,行 政 として新規に

要求す ることになった予算項 目であります。

されることであ り,処 分事業に対する国民お

よび地域住民の理解 を得 ることであ ります。

それには,こ の問題について国民各層の間

で議論が行われ,一 人一人が 自らの身に迫っ

た問題 という認識を持つ ことが望 まれます。

ま と め

さい ご に

一 い ま
,何 を しな け れ ば な らな いか 一

まとめ として,OHP23に より,処 分懇談会

報告書案の最後の くだ りをご紹介 します。

高 レベル放射性廃棄物処分の推進に必要な

ことは,廃 棄物処分の安全性が確保 され,透

明性ある制度が作 られ,責 任体制が明らかに

OHP23

さいごに
一いま、何を しなければならないか一

〇国民各層における十分な議論
一人一人が自らの身に迫った問題と認識

0情 勢の変化に柔軟に対応

0事 業資金:

1998年度には処分費用の算定に着手

O実 施主体:

2000年 目途に設立

O深 地層の研究施設:

早期実現と施設の公開

O政 治の場:

現世代の意思を立法の形で明確化
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国,電 気事業者,実 施主体などの関係機関

は,そ れぞれの役割 を果たす と同時に,国 民

各層における議論が高まるよう努め るととも

に,長 期的な課題ゆえ,情 勢変化にも柔軟な

対応が可能にしてお くことが必要です。

事業資金の確保については,制 度確立に向

けて1998年 度には処分費用 の算定 に取 り組

み,実 施主体 については,2000年 目途の設立

に向けて早急に着手すべ きとしています。

また,諸 外国では深地層の研究施設やその

研究成果 を公開 して,一 般の人々の理解 を得

るように努めています。わが国において も,

まずはこのような施設の早期実現 を図 り,こ

の面か らも国民の理解 と信頼 を得てい く努力

が必要です。

他方,原 子力発電に伴 う高レベル放射性廃

棄物処分の問題については,政 治の場におい

て も,現 世代の意思を立法の形により明確化

す る必要があ ります。繰 り返 しますが,そ の

ためにも,国 民の各層における議論が十分に

行われ,国 民の理解 と信頼を得 るための努力

がなされなければなりません。

そういうことで,処 分懇談会は,冒 頭申し

ましたように,全 国各地で意見交換会 をや り,

国民の意見 を求め,こ こに述べ られてお りま

す とお り,で きるだけ広 く皆さんにこの問題

を知 っていただ くよう努めてまい りました。

こうして集 った国民の方々の意見 を踏 まえ

て,最 終的に報告書 をとりまとめる段階に来

ています。

きょうご出席の方々に も,お 帰 りになった

らそれぞれの職場で,あ るいは地域のコミュ

ニティの方々にお話 をしていただ き,こ の問

題に関す る輪をどんどん広げていただきたい

と思います。

どうぞよろしくお願 いいたします。
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繕繕欝撚 欝一 撚 一
〔技術解説〕
持続可能なシステム実現のための

エ ネ ル ギー 技術 開発 と

ライ フサ イ クル ア セ ス メ ン ト

松 橋 隆 治(東 京大学 助教授大学院工学系研究科)

鱗 繕襲 ㈱ 欝繕一 一

てのエネルギーの双方を加味した統合エネル
1.持続可能な発展について

エネルギー資源の超長期にわたる利用形態

を考える上 で,最 も重要な概念は 「持続可能

性」 ということである。 これは,資 源の有限

性 と環境問題を考慮に入れた上で,将 来の人

類の厚生 を妨げることな く,現 在の人類の厚

生を保証 しうる資源の利用 をおこなうという

ものである。エネルギー経済の分野で持続可

能な発展 を論ず る場合,通 常再生不能資源か

ら再生可能資源への長期的移行 とい う形で論

じられる。

しか し,工 学的観点か らは上のような再生

可能資源 と再生不能資源の区別には問題点が

ある。それは,現 状の再生可能資源利用技術

の設備製造には,再 生不能資源の投入が不可

欠である とい う点である。ω著者等は,エ ネ

ルギー収支分析の概念に基づ いて様々な技術

の評価 をおこなった。(2)この中には,太 陽光

発電,風 力発電などの典型的な再生可能資源

利用技術 も含 まれるが,分 析 の結果,設 備建

設時に相当量の化石燃料が投入されているこ

とを定量的に確認した。

そこで,再 生不能資源 との比較のため,設

備建設のために要するエネルギー と燃料 とし

ギー収支の概念 を導入 した。(2)この指標によ

ると,再 生可能資源 と再生不能資源の利用技

術の間には本質的な相違はない。ただし,再

生不能資源の利用技術 では,(ヒ ー トポンプ等

を除いて)統 合エネルギー収支が1を 越 える

ことはないが,再 生可能資源利用技術では,

1を 越える可能性がある。すなわち,再 生可

能資源は,見 方 を変 えると化石燃料の有効利

用 を図るための技術であるといえる。

そこで,こ の持続可能性 を判定す る新 たな

定義付けが必要である。以下では,こ の定義

をおこなうために,ま ず統合収支の概念 とそ

の トータルシステム内での算定につ き,具 体

例 でみてい くこととする。

2.資 源,エ ネルギーのシステム とその持続

可能性

2.1持 続可能な発展の動学的考察

本節では,動 学的側面か ら持続可能な資源

利用についての示唆を得 る。

このため,資 源利用による便益を定量化す

るが,こ こでの便益 とは,資 源の提供するサ

ー ビス(照 明による明るさ,乗 用車による人

の移動,冷 暖房による快適 さ)に よるもので
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あり,一 次資源の消費その ものによるのでは

ない。すなわち,効 用 を表す関数 πは,ラ イ

フサイクル効率 を用いて,一 次資源消費では

なく,最 終消費に基づ く関数で表現する必要

がある。すなわち,エ ネルギーシステムのラ

イフサイクル統合収支 μを用いて,以 下の導

出をおこなう。

Rを(単 一の)資 源の残存量,そ の時間微

分 ×(-1)を 生産量 として定式化 する。uは

最終エネルギー としての消費量 を表 し,α は

ライフサイクル効率の改善率 を表す。

あ 　
R=7=mp

。exp(α')

・一川 π@)}・xp(一 γt)]dt-一(1)

Ro≧R(t)≧0(0≦t≦ ○○)

こ こ で,γ は 割 引率 を示 し,関 数 πは エ ネ

ル ギ ー の 消 費 に よ っ て得 ら れ る便 益 を示 す 。

こ こで は,限 界 効 用 が低 減 す る こ と を考 慮 し

て 以 下 の よ うに 表 現 す る。

π圃 一{u(t)}w-{← 左)μ・exp(crt)}ω(2)

0<ω<1

(1),(2)式 よ り変 分 法 に お け る オ イ ラー 方 程

式 を用 い て(3)式 が 導 か れ る。

γ一ωα

ω一1
=

…R
T
R

ゆ むつ立り成が式㈲にえ

R-A・xpC睾 α劉

(3)

(4)

(4)式から,あ る時点での時刻tに おける資

源の耐用年数R/Pを 算定 してみると,(5)式

のように γ,α,ω 一定の条件下で定数を取 る

ことが分かる。

£ 一(詔)一 謡 一・・n・tant(5)

ま た(2),(4)式 よ り,(6),(7)式 が 導 か れ る 。

u(t)-Aμ ・(響)・xp{(f≡ 乙)t}(6)

π{碗)}一

且ωμ・ω(γ一αω1一ω)ωexp{ω(f≡X)t}(7)

これより,以 下の点が示唆され る。

○ 有限の資源の最適消費パター ンは,γ,

α,ω一定の条件下で一定の耐用年数 を

持つ。

○ ただし,ど の耐用年数(R/P)で 消費

をおこなうかは,割 引率 γ,ラ イフサイ

クル効率の改善率 α,効 用のパ ラメータ

ωによって決定される。特にγが大 きい

ほどR/Pの 小さい(初 期の最終消費量

の大 きい)地 点で消費を開始 し,急 速に

消費量を減少させるもの となる。

○ 有限の資源に基づ く最終消費エネルギー

および効用の減少は,技 術開発によるラ

イフサイクル効率の改善(年 率 α)に よ、

り抑えることができる。 α〉γの場合に

は,エ ネルギー最終需要Uお よび便益 π

は時間 とともに増加する。

ここでの分析 によ り,動 学的に最適な資源

利用の性質が明らかになった。 しかし,重 要

なことは実際の資源が,上 の最適 な消費パタ

ー ンとどの程 度乖離 しているか を明 らかに

し,こ れ を持続可能な利用に近づけるための

技術開発への指標を得 ることである。そこで,

次節では,実 資源のデータと技術開発の位置

づけについて考察す る。

2.2エ ネルギー技術のライフサイクル統合収支

エネルギー資源は,そ の採掘か ら利用に至

るまでに図1の ような一連のプロセスを経

る。 これを,エ ネルギー資源のライフサイク
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ル と呼 ぶ 。 い ま,最 終 需 要 部 門 の エ ネ ル ギ ー

需 要 か ら,エ ネ ル ギー 資 源 の 必要 量 を算 定 す

る に は,こ れ らの 効 率 の 積 に よ る ラ イ フ サ イ

クル効 率(μ=μ 、・μ2・μ3・μ4)を 求 め る 必 要 が

あ る。

μ1μ2μ3μ4

0-一 一→ ○一 一→○ ○

採 掘 輸送 変換 最 終利 用

○:サ ブ シス テム

ー一一→:エ ネ ル ギー フロー

図1エ ネル ギ ー資源 の ライ フサ イ クル

また,各 々の効率絢 については,各 プロセ

スに必要 な設備建設のための投入エネルギー

と,燃 料 として消費されるエネルギーを加味

した統合エネルギー収支の概念により算定 さ

れている。

2.3資 源,環 境の持続可能限界の定量的考察

本節では,前 節までで定義 したライフサ イ

クル 「統合収支」μを用いてエネルギー を含

む主要 な資源およびCO2な どの環境排 出物に

関す る持続可能性を定義する。具体的には,

2.1節 で定義 したように,最 適な資源利用パス

の指標 として,資 源;環 境の耐用年数(R/P)

を評価 し,現 在の技術や需要の変化率により

耐用年数が低下 しないこと,す なわち,(8)式

を持続可能な条件 とす る。

R。:初 期時点での当該資源の埋蔵量

γ:探 査,採 掘技術の向上によるR。の増加率

μ。:初期時点での当該資源のライフサイク

ル統合収支

α:μ の年上昇率

s:当 該資源の他の資源による年代替率

C。:初 期時点での当該資源 の リサイ クル

率。(ただし,エ ネルギー資源の場合は

リサイクルは不可能であり,カ スケー

ディング率 を示す)

c:C。 の上昇率

P。:初 期時点での当該資源の生産量

D。:初 期時点での当該資源の最終需要

b:D。 の年増加率

資源の耐用年数,f(R,P)=R/Pと して

関数fの 変化率 より以下のように持続可能条

件が算定 される。

多 一

磐{'rdT'i,b+(、9e・iSii,,)一 ・≧・(8)

α+・+・-b+(缶 ≧
μ急 。(1-C∂一焦(9)

Coc =aと お くとα十r十s十(
1-C。)

・-b≧ 焦(10)

(9)式の条件は再生不能資源 を念頭において

いるが,再 生可能資源でも本質的には同じ条

件 となる。(ただし,こ こではバイオマスのよ

うなス トック系の再生可能資源 を念頭にお

く。太陽光発電 システム,風 力発電システム

などのフロー系の再生可能エネルギーは枯渇

を考慮する必要がないので,こ れ らのシステ

ムについては,再 生不能資源の投入のみを考

慮す る)。再生可能資源の持続可能条件は,(9)

式におけるγを再生可能資源のス トック総量

に対する再生率 と解釈 し直す必要がある。環

境排出物 もこれを特殊な 「負の資源」 と解釈

し,最 大許容蓄積量を資源量R。 とし,環 境に

よる吸収率Cの 分だけ,大 気中蓄積量が減少

したと解釈すれば,資 源の持続可能性条件 と

等 しい。
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ここまで,再 生不能資源,再 生可能資源,

環境排出物の各々について,そ の持続可能条

件を見て きた。 これ らをみると三者が本質的

に類似 した条件 であることが分かる。すなわ

ち,再 生可能資源における資源の再生率 と再

生不能資源における(探 査,採 掘技術の進歩

による)埋 蔵量の増加率が対応 してお り,そ

こで,さ まざまな資源および環境排 出物の持

続可能条件 を統一 された枠組みで取 り扱 うこ

とができる。すなわち,埋 蔵量の増加率ある

いは資源の再生率(γ),技術による統合収支の

改善率(α),他の資源による代替率(s),リ サイ

クル(カ スケー ド)率 とその改善率 で決定 さ

れる左辺第5項(C。c/(1-C。))の 和か ら,最

終需要の増加率bを 減 じた値が,当 該資源の

可採年数の逆数以上であれば,そ の需給シス

テムは持続可能である。 これにより,資 源の

有効利用技術や有効採掘技術,カ スケー ド率

の向上な どをおこなった場合に,持 続可能性

の向上に どの程度貢献するかを算定 できる。

a
l

b

lO

8

2

産 ・

一2

一4
耐用年数R/P(年)

一 持続可能限界 ■顕在持続可能性 ▲潜在持続可能性

図2各 資 源 の顕 在持 続可 能性 および

潜在 持 続可 能性

200

この概念に従い,さ まざまな資源の持続可

能【生条件 を以下に図示する。図2は(10)式で計算

された持続可能限界 を実線で記し,それに対す

る各資源利用状況 をプロットしたものである。

算定のための前提条件 を以下に示す。

○ 各資源の確認埋蔵量 と現在の生産量の比

より可採年数(R/P)を 求め,各 資源

のR/Pに 対する持続可能限界((10)式右

辺の値)を 算定する。

○ なお,各 資源の(10)式左辺の値の算定には,

各々'70～'90(鉱 物資源),'80～'90(エ ネ

ルギー資源)の 世界全体の平均値 を採用

した。

○ 前二項の差 より,各 資源の現状 と持続可

能限界の乖離の度合 を算定することがで

きる。これを顕在乖離度 とよぶ。

○ 各資源の埋蔵量については,今 後の資源

探査,採 掘技術の向上に伴い,増加すると

考えられる。 この確認埋蔵量の増加 を考

慮す るため,各 資源の確認埋蔵量と究極

埋蔵 量(た だ し,鉱 物資源の究極埋蔵量

は,地 殻存在度に比例定数を乗 じた算定

結果である)を評価 し,今後50年 間で確認

埋蔵量が究極埋蔵量に一致す るとした。

これにより,⑩ 式におけるγを算定 した。

○ 前項から求められた式の左辺の値 と右辺

の値 との乖離は各資源の潜在的な枯渇の

危険性を表 している。 そこで,こ の値 を

潜在乖離度 とよぶことにする。

○ 図中のCO2と は,CO2放 出量を大気 中残

留率 に応 じて補正 し,負 の資源 としての

持続可能限界 と現状値 を求めたものであ

る。資源量に相当する大気中の許容濃度

については,産 業革命以前の280ppmの2倍

とし算定 している。
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以上の前提条件の もとに算定 された図2を

み ると,い くつかの鉱物資源の確認埋蔵量に

よる評価ではプロットされた評価値が実線よ

り上に くる,す なわち持続可能な状態にある

ことが分かる。例えば,銅 については,ヒ ー

プ リーチングなど新採鉱技術の実用化なども

あ り確認埋蔵量が増加 したため,顕 在乖離度

の指標では持続可能 と判定 されているが,潜

在乖離度では持続不可能 と判定されている。

これは銅の地殼存在度が低 く,究 極埋蔵量が

小 さいためである。これとは逆に鉄の場合,

近年の生産量の増加 を反映して顕在乖離度で

は持続不可能 と判定されるが,地 殻存在度が

高いため潜在乖離度では持続可能 となってい

る。このように,リ サイクルや採鉱技術の進

展などにより,鉱 物資源の顕在持続可能性が

維持されているが,超 長期的な資源 リスクを

評価す るためには,潜 在持続可能性 も考慮す

る必要がある。

エネルギー資源の顕在持続可能 性に関 して

は,特 に石油,天 然ガスが最近10年 間の確認

埋蔵量の増加 もあり持続可能 と判定されてい

るが,潜 在持続可能性では石炭 を除き持続不

可能 と判定され,全 体的に乖離度が高 くなっ

ている。ただし,ウ ランは軽水炉の利用のみ

を前提 とした場合 は持続不可能 と判定される

が,高 速増殖炉 などの技術的,社 会的問題が

解決 され,そ の世界的普及が進めば持続可能

性が大幅に改善 され る。

CO2は 上述 したように負の資源 と考 え,そ

の大気中残留率 を考慮 して補正 してい る。

CO2の 乖離度は,許 容濃度増加分の設定に依

存するため不確実性が高いものの,天 然ガス

の潜在乖離度 と同程度であり,石 炭の潜在乖

離度 より高い。このことから,CO2の 回収,処

分のような資源の消費を加速 しCO2の 大気放

出を抑える技術は,乖 離度がCO2よ り明確 に

小さいといえる資源,す なわち,石 炭 に対 し

て有効であると考 えられる。

本章の結果 をまとめ ると,現 在の資源利用

システムを持 続可能限界上 に引 き上 げるた

め,ラ イフサ イクル効率の改善度合 いが大 き

い技術 を開発する必要がある。 また,3章 で

述べ るように効率改善 を促す経済方策 も場合

によっては必要であ り,経 済 と技術の両面か

らのアプローチが持続可能なエネルギー利用

の必須条件である。

3.持 続可能な発展のための技術選択 とライ

フサイクルアセスメン ト

3.1太 陽光発電システムのライフサイクルア

セスメン ト

これ までの分析により,再 生可能資源利用

技術は,再 生不能資源利用技術を効率良 く利

用す るための技術であるということが確認さ

れた。その中でも太陽光発電システムは,技

術開発の進度 と供給ポテンシャルからみて,

最 も期待 されている技術の一つである。 した

がって,他 の再生可能資源利用技術である風

力発電やバイオマス・エネルギー ・システムに

ついては今後の課題 として,本 論文では太陽

光発電 システムに焦点 を当て,そ の統合エネ

ルギー収支 と建設費用の関係 を評価する。

この分析に関して以下の仮定をお く。

○ 多結晶シ リコンとアモルファス太陽電池

を利用 した発電システムについて,統 合

エネルギー収支 と建設費用の関係 を積み

上げ法により定量的に評価 した。

○ 屋根置 き型太陽光発電 システム(以 下

R-PVシ ステムとする)と 低緯度砂漠
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地域におけ る大規模集中型太陽光発電シ

ステム(以 下L-PVシ ステムとする)

は,建 設費用,統 合エネルギー収支,供

給ポテンシャルの点において大 きく異な

る。そのため,こ れ ら二つのシステムに

ついて評価をおこなった。

○ 評価に際 しては,太 陽電池およびその周

辺装置(BallanceoftheSystem,い わ

ゆるBOS)に ついて,そ の製造プロセ

スを評価 した。太陽電池の生産工場の製

造規模 は,年 産10MW,1GWお よび100

GWの3ケ ースを想定する。(1)

○ 太陽電池の寿命は20年 とし,そ の年経費

率を運転補修費を含み14.8%と した。

次に,R-PVシ ステム とL-PVシ ステ

ムの特徴を述べる。

R-PVシ ステムは屋根に直接搭載するた

め,重 い支持架台 を必要 としないが,太 陽電

池の搭載に適 した屋根の面積には限界がある

ため,そ の供給ポテンシャルは極めて限られ

ている。発電された電力は第一に太陽電池を

搭載した住居に供給 され,余 剰分は電力会社

によって購入され る。太陽光発電システムの

稼働率は日本の気候条件を考慮して年平均 で

14%と す る。

L-PVシ ステムは低緯度地域の砂漠 を利

用するため,そ の供給ポテンシャルは莫大で

ある。他方,L-PVシ ステムでは生産 され

たエネルギーを砂漠地域か らエネルギー大消

費地域まで輸送 しなければならない。 したが

って,L-PVシ ステムのエネルギー統合収

支を算定する際には,エ ネルギーの貯蔵 と変

換に伴 う損失を考慮 しなければならない。例

えば,メ タノールをエネルギー輸送媒体 に用

いた以下のよ うなシステムが提案 されてい

る。(3)このシステムでは,太 陽光発電システム

による電力は,ま ず水の電気分解 によって水

素に変換 される(反応式(ll))。一方,火 力発電

所等の排ガス中か らCO,を 分離,回 収 し,CO、

タンカーによって砂漠地域まで輸送す る。(3)

このCO2と 水素か らメタノールを生成 し(反

応式⑰),再 びタンカーによって需要地まで輸

送するのである。なお,こ のシステムにおけ

る太陽光発電システムの稼働率は,低 緯度砂

漠地域の気候条件を考慮 して30%と する。

・・2・_伍+吉 ・・(11)

3H2-十 ・-CO2-一 一一一一一一一一一一>CH3(=)H十H20(12)

次に上の前提条件のもとに,評 価 された結

果 を示す。評価 に際 しては,次 のような順序

で改善方策 を取 り入れ,統 合エネルギー収支

の向上 と建設費用の低下 を算定 した。

R-PVシ ステムに関しては以下の順序で

ある。

○ 年産10MW規 模 のR-PVシ ステムに

ついて,積 上げ法によりエネルギー統合

収支 と建設費用の評価 をおこなう。

○ 生産規模 を年産10MWか ら1GWに し,

量産効果による統合エネルギー収支向上

と建設費低減分を算定する。(1)

○ 支持架台の鉄鋼,お よびアル ミ枠の リサ

イクルによる統合エネルギー収支の向上

を算定す る。

○ 太陽光発電システムのIEB(統 合エネ

ルギー収支)を 改善す るための ソー ラ

ー ・ブ リーディング ・システムを考慮 し

た。(2)このシステムにおいては,太 陽光発

電システムによって生産 された電力が,

太陽光発電システム 自体(例 えば支持架

台や太陽光発電セル)を 製造するために
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利用 され る。 ここでは,シ ステムの中,

このような内部利用が可能 と考 えられる

部分のみに,ソ ーラーブ リーディングの

概念が適用 された。

L-PVシ ステムに関しては以下の順序で

ある。

○ 年産10MW規 模のR-PVシ ステムにつ

いて,積 み上げ法により,そのエネルギー

統合収支 と建設費用の評価 をおこなう。

ただ し,支持架台については,現 在のもの

より軽量化されたものを前提 としている。(1)

○ 生産規模 を年産10MWか ら1GWに し,

量産効果による統合エネルギー収支向上

と建設費低減分を算定す る。(1)

○ 支持架台の鉄鋼,お よびアル ミ枠の リサ

イクルによる統合エネルギー収支の向上

を算定す る。

○ 生産規模 を年産1GWか ら100GWに し,

量産効果による統合エネルギー収支向上

と建設費低減分を算定する。(1)

○ 前述 した部分的ソーラー・ブ リーディン

グ・システムの効果を算定する。
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図3評 価 シ ス テ ム の エ ネ ル ギ ー 統 合 収 支 と

建 設 費 用 の 関 係

図3は システムの統合エネルギー収支 と建

設費用の関係 を評価 した結果 を示す。L-P

Vシ ステムにおけるエネルギー貯蔵 と輸送の

損失はこのグラフには含まれていない。その

結果,L-PVシ ステムの統合収支は,主 に

気候条件が良いことから,R-PVシ ステム

より全体的に大 きくなっている。

3.2太 陽光発電システムの経済性評価

2章 で分析 したように,エ ネルギー資源 と

CO2の 潜在乖離度が特に高 く,こ れらの資源

が枯渇に近づ くにつれて,そ の資源価格は長

期的に上昇する可能性がある。負の資源 とし

てのCO2の 場合 も,こ れを抑制す るための炭

素課税などの形で 「負の価格」が上昇する可

能性がある。こうした資源価格の上昇や環境

排出物の負の価格の上昇により,新 技術の導

入は大 きな影響 を受ける。そこで,本 節では,

持続可能 なエネルギー利用 を実現す るための

方策の例 として太陽光発電 システムを取 り上

げ,市 場導入可能性 と資源,環 境排出物の価

格の関係 を分析する。この際,前 節で評価 し

た技術改善の有無が市場導入可能性に与える

影響について も分析する。

○ 具体例 として,太 陽光発電所 と石油火力

発電所 を比較する。石油火力発電所の容

量は1GWに 規格化 し,太 陽光発電所 の

場合には,当 該地域の日射条件に応 じて

生産 される電力量が同じとなるように規

模 を設定す る。

○ 石油火力発電所の 日本におけるピーク型

電源 としての機能を考慮 し,稼 働率 を20

%と する。他方,太 陽光発電システムに

ついては,前 節で述べた値 を用いる。

○ 石油火力発電 システムと太陽光発電 シス
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テムの固定費,可 変費を算定 し,石 油火

力発電か ら太陽光発電に代替 した ときの

総費用増加△Cを 算定する。

○ 石油火力発電にかえて,太 陽光発電シス

テムを導入 した場合の再生不能エネルギ

ーの消費量およびCO 2放出量の削減分 を

前節のライフサイクルアセスメン トの結

果から求め る。

○ 石油価格および炭素税の上昇が,△Cを

打ち消す条件 を求め る。これが,太 陽光

発電システムの市場導入の条件である。

上の前提条件により評価 された,太 陽光発

電システム と既存の石油火力発電 システムの

経済領域を以下に示す。図4は,石 油火力発

電システムに三種類の太陽光発電 システムが

代替するためのエネルギー価格 と炭素税の領
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A:石 油 火 力 →R-PV(中 規 模 生 産+ブ リーディング)

B:石 油 火 力 →L-PV(中 規 模 生 産+ブ リー デ ィ ン

グ 十 メ タ ノー ル変 換)

C:石 油 火 力 →R-PV(小 規模 生 産)

図4新 技 術 の 市 場 導 入 に 必 要 な経 済 条 件

域 を示 したものである。すなわち,図 中のA,

B,Cの 三本の実線は,これより右側の領域で

上述した代替が起こることを示 している。

図4よ り,システムA,B,Cが 市場に導入さ

れるための条件は大きく異なることが分かる。

すなわち,領 域Aに おいては,太 陽光発電

システムの経済的有効領域が大 きく左方に伸

びているが,領 域Cで は,太 陽光発電システ

ムの統合エネルギー収支及び経済性が低いた

めに,石 油価格および炭素税の驚異的上昇が

ない限 り,市 場導入は困難である。これより,

再生可能資源利用技術がいわゆるバ ックス ト

ップ技術的な役割 を担 うためには,統 合エネ

ルギー収支 と経済性の向上が重要であり,太

陽光発電 システムの場合 には,3.1節 で挙げた

ような技術改善が鍵 となる。

次に,シ ステムBは システムAと 同じ年産

lGWの 太陽光発電であるが,屋 根置 き型で

なく,砂 漠の基地において集中的に電力を生

産 し,こ れをメタノールに変換して 日本に輸

送 した場合(3.1節 参照)を 想定 している。砂

漠は日射量が 日本 より大 きいが,輸 送 された

日本においてさらに電力に変換されているの

で統合エネルギー収支 と経済性が悪化 してい

る。(3)このため,図 から分かるように経済的有

効領域がかなり狭 くなる。一方,屋 根置き型

の太陽光発電 システムは前述 したように,そ

の導入量に限界がある。 したがって,グ ロー

バルに大幅な太陽光発電システムの導入を図

るためには,砂 漠/メ タノール(水 素)方 策

の利用が重要である。 この場合,図 示 したよ

うな有効領域の狭ま りを最低限に食い止める

ために3.1で 述べた以上 の技術開発が必要 と

考 えられる。

本論文の主たるコンセプ トは,一 定の効率
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改善(再 生可能資源利用技術の導入による統

合収支の向上 を含む)が,一 定期間の持続可

能性維持に相当する,と い うことである。 し

たが って,図4の 三種類の システム導入は

各々,一 定期間の持続可能性維持に寄与する

はずである。そこで,以 下の前提条件の下に,

A,B,C導 入による持続可能性維持相当年数

を評価 した結果を表1に 示す。

○ 人 口予測 としては,国 連の中位推計を基

に2100年 迄の先進地域 と発展途上地域の

人 口を推定 した。

○ 先進地域 と発展途上地域 における一人当

たりの最終エネルギー需要の増加率 に関

しては,先 進地域は1.0%/年 とし,発 展

途上地域は2.0%/年 とす る。

○ 人 口増加 と一人当た りの最終エネルギー

需要の増加率 より,世 界全体の最終エネ

ルギー消費の各時点における増加率が算

定 される。

○ 算定 された一人当た り最終エネルギー需

要増加率 と,(3)式 より持続可能な発展の

ために必要な各年の技術開発率が算定 さ

れる。

○ 上記の技術開発率 とA,B,Cの 導入によ

る統合エネルギー収支の改善率 を比較す

ることにより,各々の技術導入が何年分の

表1シ ステ ムA,B,C導 入 によ って

維 持 され た持 続可 能期 間

統合収支

改 善 率

持続可能性

維 持年数

シ ステ ムA導 入 12.2 78年

シ ステ ムB導 入 6.7 56年

シ ステ ムC導 入 4.3 42年

持続可能1生維持に相当するかを評価する。

表1を みると,統 合エネルギー収支の改善

率の大 きいシステムの導入は,経 済的に有利

であるのみならず,よ り長い期間の持続可能

性維持に相 当す ることがわかる。他方,図4

をみると,持 続可能性維持 を目的として各 シ

ステムを導入するためには,場 合によっては

エネルギー税や炭素税 を課す必要があること

がわかる。

一般 に,エ ネルギーシステムの関連設備(大

規模発電所など)は 耐用年数が30～40年 程度

と長 く,設 備更新には時間がかかる。たとえ

ば,シ ステムCの 持続可能【生維持相 当年数は

上の耐用年数 と同程度 しかな く,こ のシステ

ムの導入により持続可能性 を維持するには,

す ぐにでも炭素税などの措置が必要である。

ところが,図4を 見 ると,シ ステムCの 導入

には過大な炭素税 またはエネルギー税が必要

である。 このような技術を経済的措置により

無理に導入すると,エ ネルギー価格の急騰に

よる需要の低下,経 済活動の停滞を招 きかね

ず,社 会の持続可能性を損なうことになるの

である。したがって,エ ネルギー,環 境面 と

同時に社会 の持続可能性 を維持す るために

は,技 術導入のための経済的インセンティヴ

が必要であると共に,こ のインセンティヴが

適度な範囲に収 まるような,総 合収支改善率

の大 きい技術(シ ステムAな ど)を 開発する

ことが重要である。この意味で,人 類の持続

可能な発展には,工 学 と経済学の両面からの

アプローチが必須であると考 えられる。

4.ま と め

本稿においては,動 学的に最適な資源利用

について論 じた後,資 源利用システムの耐用
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年数の変化率 より持続可能限界の概念 を提案

した。さらに,実 際のエネルギー資源,鉱 物

資源,環 境排出物について,持 続可能性を定

量的に評価 した。これによると,特 にエネル

ギー資源およびCO2な どの環境排出物が持続

不可能な状態にあると判定 された。

次に,資 源,環 境の持続可能性を維持する

ための技術の例 として,太 陽光発電システム

を取 り上げ,ラ イフサイクルアセスメン ト手

法によ り,統 合エネルギー収支 と経済性の評

価をおこなった。さらに,在 来型の火力発電

システムに太陽光発電システムが代替す るた

めの経済的条件 を導 き,資 源,環 境の持続可

能性 との関連性を分析 した。この結果,長 期

的な持続可能 性を維持するための技術開発の

方向性 と経済的インセンティヴの必要性が明

らかにされ.た。

今後は他のエネルギー,環 境関連技術にも

同様のライフサイクルアセスメン ト手法を適

用 し,持 続可能なエネルギー利用のための包

括的方策を提示 したい。
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〔内外情勢紹介〕

小型モジュール炉 を中心 とした

世界 の高温 ガス炉(HTGR)の 開発動 向

土 江 保 男(霧 殿轟電!融

團器闘器器器器闘器器器器器躍器器器闘闘器器團器器器躍闘躍躍器器躍器器器器器器闘器

1.ま え が き

世 界 的 に 原 子 力 開発 が 低 迷 して い る中,小

型 モ ジ ュ ー ル に よ る 高 温 ガ ス 炉(HTGR,

HighTemperatureGasCooledReactor)

プ ラ ン トの実 用 化 に 向 け た開 発 動 向が 際 立 っ

て い る。

す な わ ち,ド イ ツや ア メ リカ 等 の 既 存 の 技

術 をべ 一 ス に して,南 ア フ リカ(南 ア)並 び

に ア メ リカ/ロ シ ア が,そ れ ぞれ ユ ニ ッ ト(モ

ジ ュ ー ル)当 た りの 電 気 出 力 が10～30万kW

とい う,小 型 のHTGRの 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

を立 ち 上 げ て,現 在,概 念 設 計 か ら詳 細 設 計

に移 ろ う とい う段 階 に きて お り,さ ら に先 進

国 の み な らず ア ジア ・ア フ リカ諸 国 も大 きな

関 心 と期 待 を寄 せ て い る,と い う動 きで あ る。

(財)エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所(エ ネ 総 研)

に事 務 局 を置 く「高 温 ガ ズ炉 プ ラ ン ト研 究 会 」

(以 下,「 研 究 会 」),(会 長:安 成 弘 東 大 名 誉

教 授,代 表 幹 事:筆 者,メ ンバ ー 構 成:学 識

経 験 者,電 力 会 社(日 本 原 子 力 発 電 〈原 電 〉,

東 京 電 力他),炉 ・燃 料 メー カ ー,オ ブ ザ ー バ

ー(日 本 原 子 力 研 究 所 〈原研 〉 他)で は
,約

10年 前 か ら,HTGRの 開 発 動 向 の 調 査 並 び

に,わ が 国 と して望 ま しい プ ラ ン トの概 念 や

開 発 シナ リオ の 検 討 を継 続 的 に 行 っ て い る。

その 一 環 と し て行 っ た 最 近 の 内 外 動 向調 査 の

結 果 か ら,特 に下 記 に つ い て 取 りま とめ た の

で報 告 す る。

①HTGR開 発 に 関 す る各 国 の 状 況

② 南 ア の ペ ブ ル ・ベ ッ ド ・モ ジ ュー ル 炉

(PBMR,PebbleBedModularReac-

tor)計 画 関 連 の 各 国 動 向

③ ア メ リカ/ロ シア の ガ ス ・ター ビ ン ・

'モ ジ
ュ ー ル ・ヘ リウ ム冷 却 炉(GT-MHR,

GasTurbineModularHeliumReac-

tor)計 画 関連 の 各 国動 向

なお,HTGRの 導 入 意 義,特 徴,課 題,熱

利 用 を含 む 将 来 展 望,並 び に 「研 究 会 」 の 活

動 概 況 等 に つ い て は,文 献 ① ～③ を参 照 され

た い 。

2.HTGR開 発に関する各国の状況

2.1ヨ ーロッパ諸国と南アフリカ

ドイツでの実証済みの技術 をべ一スに し

て,南 アが極めて意欲的なHTGR発 電の実

用化計画を打ち出 し,そ れに対 しドイツやオ

ランダが全面的に協力 している。

(1)ド イ ツ

ドイ ツ は,電 気 出 力1万5千kW,濃 縮 ウ ラ

ン燃 料 を用 い たHTGRの 試 験 炉AVR,並 び
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に電気出力30万kW,ト リウム燃料 を用 いた

THTRの 設計,建 設,運 転の経験がある。ま

た,電 気出力20万kWの モジュール型コジェ

ネ実用炉HTR-Mの 予備 的安全審査 を行 っ

た実績 もある。

これらの炉心は,い ずれ も被覆粒子燃料(直

径約1mm)を 黒鉛でペブル型(タ ドン型)形

状に固めた燃料による構成であり,そ の技術

はシー メンス社 とABB社 の合弁会社である

HTR-GmbHに 集約 されている。

86年 に起 きたチェル ノビル原子炉事 故以

降,ド イツでは原子力開発は全般的にモラ ト

リアム中であるが,重 大事故時でも周辺住民

の緊急避難を不要 とす る超安全炉(固 有安全

またはキャタス トロフィー ・フ リーの炉:制

御棒が作動 しな くて も,ま た強制冷却系がな

くても,炉 心の発生熱は冷却材の対流や輻射

という自然の原理によ り炉壁等 を通 じて除去

され,事 故は収束する)の研究開発は,現 在,

教育省により認められてお り,ユ ー リッヒ研

究所ではその有力な候補の一つ として小型モ

ジュールによるHTGRの 研究開発 を行 って

いる。

ユー リッヒ研究所は,同 炉開発のイニシア

ティブはヨー ロッパが取 りたいが,技 術の今

後の発展 と開発の効率 を考えて,国 際協力に

よ りこれを進めたいとしている。 また,後 述

のように,南 ア,中 国,イ ン ドネシアでの開

発や検討を全面的に支援 した り,或 いは国際

原子力機関(IAEA)を 通 じ実用化に向けて,

HTGR関 連のデータベースの構築,並 びにそ

の国際的保存 ・利用の活動に積極的である。

AVRは,66年 か ら21年 間運転 した後に炉

を停止 し,現 在廃止措置(デ コミ)中 であ り,

97年 夏の時点での燃料取 り出 し率 は81%で

ある。一方,THTRは ホッ ト・ガス ・ダク ト

のボル ト破損により88年 に炉 を停止 したが,

運悪 くチェルノビル事故やハナウの燃料工場

スキャンダル等の影響が重なって,89年 には

デコミが決定された。使用済燃料は94年 には

取 り出しを終了 し,現 在 はアーハ ウス地区で

CASTORと 呼ばれ るキャスクにより貯蔵中

である。これらは,将 来,深 地層の岩塩 ドー

ム内に直接処分する予定である。

なお,実 施中の研究開発テーマは,過 酷事

故対応,燃 料の高燃焼度化,使 用済み燃料の

直接処分等である。

(2)オ ラ ン ダ

欧 州 原 子 力 委 員 会(ECN)の ペ ッ テ ン研 究

所 が,93年 か ら経 済 省 の 資 金 に よ り,デ ル フ

ト大 学 他 と連 携 し な が ら超 安 全 炉 と して の

HTGRを 検 討 して い る。

狙 い は熱 ・電 併 給(以 下,「 コ ジ ェ ネ 」)で

あ り,ド イ ツ 技 術 べ 一 ス の 熱 出 力4万kWの

小 型 モ ジ ュ ー ル 炉(INCOGEN,Inherent

SafetyCo-GenerationReactor)の プ ラ ン ト

設 計 を進 め て い る。 た だ し,現 段 階 の コス ト

評 価 で は,北 海 の 天 然 ガ ス を燃 や す 火 力 に 比

べ,ま だ3～4倍 高 い と して い る。

(3)イ ギ リ ス

マ グ ノ ッ ク ス被 覆 燃料 ・黒 鉛 減 速 ・炭 酸 ガ

ス 冷 却 に よ るマ グ ノ ッ ク ス炉,ス テ ン レス被

覆 ・炭 酸 ガ ス 冷 却 に よ る 改 良 型 ガ ス 冷 却 炉

(AGR)等,ガ ス冷 却 炉(GCR,GasCooled

Reactor)の 経 験 が 多 く,黒 鉛 材 料 等HTGR

につ な が る技 術 的知 見 も豊 富 で あ る。

ウ ィ ン ズ ケー ル に あ る 黒鉛 減 速 原 型炉 ウ ィ

ン ズ ケ ー ル ・パ イ ル の 使 用 済 み 燃 料 は,ま だ
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炉内で貯蔵中であ り,一 方,同 じくウィンズ

ケールにあったAGR原 型炉WAGRの デ コ

ミは終了しているものの,解 体 で出て来る黒

鉛構造材については現在は箱に入れて貯蔵中

である。それ らの処分法は将来考えるとして

いる。

その間,AEAテ クノnジ ー社が中心 とな

って,IAEAを 通 じた黒鉛材料のデー タベー

スの整備 と国際保存,並 びに処理 ・処分技術

の検討 を行 おうとしている。

HTGRに ついては,熱 出力3万KWの 原型

炉である ドラゴン炉は現在 も静かに安全に保

管中で,上 記の黒鉛関連 を別にすれば 目立っ

た活動はないが,関 心度は極めて高い。

(4)フ ラ ン ス

イ ギ リス 同様,GCRの 経 験 が 豊 富 で あ る。

HTGRに つ い て は,フ ラマ トム社 が これ まで

の 約10年 間,継 続 的 に検 討 して 来 て い る。 同

社 は,ド イ ツ の シー メン ス社 と技 術 交 流 を続

け な が ら,一 方 でHTGRの 将 来 の 市 場 性 を

見 据 え,1～2年 前 か ら原 子 力 委 員 会(CEA)

の サ ク レー 研 究 所 と と も に,後 述 の ア メ リ

カ/ロ シ ア の ガ ス ・ター ビ ン ・モ ジ ュー ル ・

ヘ リ ウム 冷 却 炉(GT・MHR)開 発 計 画 に参 画

して い る。

従 って,フ ラマ トム社 は,ド イ ツ型(タ ド

ン型)と ア メ リカ型(ブ ロ ッ ク型)の 両 方 の

HTGR設 計 に詳 し い こ とに な る。

(5)南 アフリカ

(a)電 力 事 情

国営電力ESKOM社 は,前 身が国家電力供

給委貝会(ESCOM)で,発 電設備容量で現在

世界第4位 の大電力会社であるが,こ こが多

数の小型モジュールHTGRの 建設による発

電計画を大々的に進めている。

南アは,石 炭,ウ ラン,ダ イヤモン ド,シ

リコン等,石 油以外なら何で も採れる世界一

の鉱業国である。それらの産業への電力供給

も,北 方内陸部の産炭地での石炭火力を中心

にしっか り行われて来ている。またかつては,

原子力公社(AEC)が ヘ リコン法 という独特

の遠心分離によるウラン濃縮技術 を極秘裏に

開発し,原 子爆弾を数発製造 した核兵器国で

もあった。その後,IAEAの 立ち会いの下で全

て解体 ・破棄 したとされている。また,大 型

軽水炉(LWR)プ ラン ト2基 をフランスから

導入してお り,現 在,ア フリカ大陸唯一の原

子力発電国でもある。

一方,人 口約4000万 人の大半は低所得の黒

人又は有色人種(カ ラー ド)か ら成 っている。

これ らから,ESKOMは 「南アは技術的に

は先進国,経 済的には発展途上国」 とみてい

る。

同国の電力設備はこれまで過剰供給気味で

あったが,91年 に人種隔離(ア パル トヘ イ ト)

政策を撤廃 して以来,マ ンデラ大統領の統率

の下で,無 灯生活か らの脱却 を目指 して急速

な電化普及政策を進めてお り,ま た沿岸部や

南部 での産業がその後伸びて来たことか ら,

2003年 頃には需給バ ランスが崩れ始め る。そ

のため,そ れまでに新 しい大規模な電源供給

手段 を開発する必要に迫られている。

すなわち,同 国では,石 炭が豊富に採れる

ものの,石 炭火力では産炭地か ら需要増加地

区への長距離送電の コス トが無視できない上

に,炭 酸ガス発生による環境汚染の問題があ

る。

LWRは,前 述の とお り,同 国に既にあ り,
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現在 も順調かつ安全に運転 されているが,今

後の大規模 な電力供給 を考 えるとき,在 来型

のLWRで は超安全性は確保 できず,大 型炉

(例えば電気出力60～150万kW)で は分散型

需要に対 して大 き過 ぎ,当 然工期が長 く,資

本費も大き くなる。 また,小 型のLWRで は

割高になってしまう。

(b)PBMRの 建設計画および経済i生

これに対 し,HTGR,特 に出力密度 を抑制

し徹底的に設計を合理化 した小型のモジュー

ル炉 を需要に合わせて計画的に生産 していけ

ば,前 記のような超安全性があ り,環 境に優

しく,分 散型電源に適 し,か つ,機 器の現地

据 え付けと簡単な組み立てが可能で建設工期

が短縮 し,安 価な発電プラン トが得 られ,電

力供給計画に柔軟に対応できるとしている。

HTGRに つ い て は,ESKOMが93年 以 降,

前 記 のAECや エ ン ジニ ア リ ン グ会 社(IST)

で の 予 備 的検 討 を受 け 継 ぐ形 で,ド イ ツ 技術

べ 一 ス の モ ジ ュー ル炉(PBMR)の 構 想 を固

め,95～97年 に は 図1の よ うな,モ ジ ュー ル

当 た り電 気 出 力10万kW,濃 縮 ウ ラ ン燃 料 を使

用 す る プ ラ ン トの概 念 設 計 を行 っ た。

一 方
,経 済 性 に つ い て は,今 後 の 詳 細 設 計

等 の研 究 開 発 費 と第1モ ジ ュ ー ル の建 設 費 を

合 わせ て 約2億 ドル,n番 目の モ ジ ュー ル 当 た

りの建 設 費 は約9000万 ドル(kW当 た り900ド

ル),ま た発 電 費 はkW時 当 た り2セ ン ト以 下

と見積 も っ て お り,比 較 の た め に行 った 南 ア

ベ ー ス のLWR(60～150万kW)のkW当 た り

1300～1500ド ル に 比 べ 低 い 値 を示 して い る。

PBMRが 安 くで き る理 由 は以 下 の とお り。

炉 心、 燃料 夕一ボ コンプ レッサー 発電機
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① 固有の安全性があ り(超安全性),工 学

安全系は不要。冷却材であるヘ リウム ・

ガスの喪失事故時でも被覆粒子燃料が健

全で粒子内に核分裂生成物(FP)を 格納

で きるよう,出 力密度 を抑制 している

(LWRの 数10分 の1)。

② 高温でガス ・ター ビン直接サイクルを

採用するのでプラン ト熱効率が約45%と

極めて高い(LWRは 約33%)。

③ 機器は可能な範囲で標準的市販品を国

際競争入札で入手す る。

④ 運転中に燃料交換(オ ンロー ド交換)

ができ,定 期検査の頻度が少な く(6年

に1回),プ ラン ト利用率が高い(約95

%)。

⑤ システムが簡素 で,エ ンジニア リン

グ・コス トが抑制できる(LWRプ ラン ト

の約10分 の1)。

⑥ 使用済み燃料は再処理 しないで直接処

分する(ワ ンス ・スルー ・サイクル)。

⑦ 南アではエンジニア リング単価 が安

く,生 産性 も高い。

⑧ ユニッ トが小さく建設期間が短い(2

年)。

今後 は,今 年 中に詳細設計 を行 い,99年

～2001年 に前記LWRに 隣i接したサイ ト(ケ

ープタウン市近郊 クーバー グ地区)にPBMR

の 第1モ ジュール ・プ ラ ン トを建 設 し,

2002～04年 に試運転 を行い当局か らの許認可

を取得す る計画である。すなわち,こ の第1

モジュールは,原 型炉,実 証炉,更 に実用第

1号 炉 を兼ねてお り,開 発ステップそのもの

も圧縮 している。

ESKOMは,2004年 以降,10モ ジュール単

位で改良を加 え次々 と生産するとしてお り,

南ア周辺諸国への輸出も既に想定 している。

ESKOMは,現 在,同 開発計画の国際的な

信用度 と技術協力を得 るために,外 国の有力

電力会社やメーカーに国際コンソー シアムへ

の参加 を呼び掛けている。 また同国政府 との

間で,今 後の詳細設計やプラン ト建設に向け

て国として公式に 「ゴーサイン」を出すべ く,

最終的詰め を行 っている(98年3月 現在)。

2.2ア メ リカ と ロシ ァ

ア メ リカ とロ シア も共 同 で 小 型 モ ジ ュー ル

型 のHTGRを 開 発 して い る。

(Dア メ リ カ

ゼ ネ ラル ・ア ト ミッ ク ス(GA)社 が 電 気 出

力33万kWの フ ォー ト・セ ン ト・ブ レ イ ン炉 を

建 設,運 転 した 経 験 をべ 一 ス に,現 在 図2の

よ うな,ガ ス タ ー ビ ン ・モ ジ ュー ル ・ヘ リウ

ム冷 却 炉,ブ ロ ッ ク型 燃 料 使 用,電 気 出 力 モ

ジ ュ ー ル 当 た り30万kWのGT-MHRの 開 発

に鋭 意 取 り組 ん で い る。

93年 に ロ シ ア の 原 子 力 省(MINATOM)が

ア メ リ カ を 訪 問 し て 以 来,エ ネ ル ギ ー 省

(DOE)が ロ シ ア支 援 を 目的 に そ の 開 発 を支

援 して い たが,95年 に は予 算 削 減 等 を理 由 に

中止 とな っ た。 しか し,GA社 は,そ の 後 もロ

シ ア の核 兵 器 解 体 に 伴 うプ ル トニ ウ ム の 焼 却

研 究 を名 目 に,ロ シア との共 同 開 発 を継 続 し

て い る 。

(2)ロ シ ア

ロ シ ア は,以 前 は ペ ブ ル 型 燃 料 べ 一 ス の

HTGRを 開 発 して い たが,上 記 の よ うに,93

年 以 降GAと の 間 で,前 出 のGT-MHR(ブ

ロ ッ ク型)の 共 同 開 発 を始 め た。
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ロシア側からは,MINATOMが 同国内の

ハイクラス原子力技術者の散逸防止 ・維持の

立場で参加 している。 トムスク地区にあるプ

ル トニウム生産炉を解体 し,出 て くるプル ト

ニウムを,そ の代替炉 として建設す るGT-

MHRで 焼却するというものであるが,実 際

には同地区への電力(+熱?)の 供給 も狙っ

ている。

なお,同 共同研究には,そ の後フランスの

フラマ トム社(並 びにCEA)と 日本の富士電

機 も加わっている。

それぞれ,モ ジュール型HTGRの 将来の

市場性 を睨んでのことと思われる。

現在は,プ ラン トの概念設計 を一通 り終 え,

設計 と経済性 をレビュー してい る段階であ

る。開発費は,ロ シアの場 合は直接的には

MINATOMか らだが,国 際科学技術センタ

ー(ISTC)経 由の支援 も受けている。

なお,本 年以降,第1モ ジュールの詳細設

計に入ろうとしているが,実 際には解体金属

プル トニウムか ら酸化物への転換,混 合酸化

物(MOX)被 覆粒子燃料の製造 も必要であ

り,こ れらを合わせ ると今後約2億5000万 ド

ルが必要で,そ の資金確保に向けた国際コン

ソーシアム作 りにチャレンジしたいとしてい

る。

この動 きは,南 アでの進め方や タイミング

と類似 していて興味深い。

2.3ア ジ ア

日本 で は,原 研 で熱 出 力3万kWの 高 温 工

学 試 験 研 究 炉(HTTR,HighTemperature

発電

レキ ュペ レー タ

夕一 ヒ

コンフ レッ

イン ター クー

プ レクー

(出典:米 国GA社)

図2 GT-MHRの 配置 図

癸孔

銅製

原子炉容器

環状炉心

止時
換器

時止
器
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EngineeringTestReactor)が 臨界真近かで

あり,国 際的なHTGR研 究開発の拠点にな

ろうとしている。

産業界は,HTTRの 次の段階が どうなるの

か,ま たどうすべ きなのかについて関心 を持

ってお り,同 時に,前 出の南アや ロシアでの

具体的 な実用化計画に熱 い視線 を送 ってい

る。

一方
,中 国も発電 と熱の多目的利用開発 を

目指 して 熱 出力1万kWのHTGR試 験 炉

(HTR-10)を 建設 してお り,またイン ドネシ

アも同様の利用 を狙った検討を行 っている。

(1)日 本

原研は,HTGRの 技術基盤の確立 と核熱利

用研究の立場か らHTTRを 建設 して来てお

り,本 年6月 頃に初臨界を迎える。同炉によ

る主な研究内容は,炉 性能 と熱利用の実証,

燃料・材料の照射等である。 また,「 高温発電

システム」並びに 「熱利用(水 素製造等)」に

ついて科学技術庁か らの受託研究 を実施中で

ある。

(社)原子力産業会議は,以前から一貫 して,

熱利用の立場か らHTGRを 検討 している。

また,「研究会」では主 として産業の立場か

ら,HTGR開 発の内外動向調査,プ ラン ト概

念,開 発 シナ リオ,国 際共同 ・分担開発の可

能性の検討,並 びに官界や産業界への理解向

上活動を展開 している。

なお,「研究会」では,HTGRが 将来世界各

地 で多数導入された場合を想定 して,種 々の

目的や条件に合わせた燃料の燃や し方や再処

理実施の有無等の燃料サイクルのシナ リオに

ついて検討 を開始 した。

(2)中 国

政府の方針により,重 油の回収,需 要地へ

の安価 な輸送を可能 とする石炭の液化 ・ガス

化,並 びに人口分散地帯への電力供給等の多

目的か らHTGR開 発に取 り組んでいる。

現状は,コ ジェネとともに,当 面は蒸気 タ

ー ビン,最 終 的 にはガ ス ター ビンに よ る

HTGRの 技術実証を目的 として,清 華大学の

核能研究所(INET)が 北京近郊にHTR-10

の建設を進めている。燃料(タ ドン型)も,実

験室規模ではあるが ドイツより譲 り受けた施

設により製造を開始 した。初臨界と運転開始

は,来 年(99年)の 予定である。

(3)イ ンドネシア

HTGRを 発電 と熱利用に安 く適用できな

いか検討 している。特に世界最大の天然ガス

田ナツナについて,そ の産 出ガス中に多量に

含 まれている炭酸 ガス をメタノールに転換

し,そ れを液化 して輸出するのに必要な熱 と

動力の供給用に導入 を検討 してお り,ド イツ

のユー リッヒ研究所他がIAEA経 由でその

経済性評価等につ き協力している。

なお,イ ン ドネ シアでは,電 力用に大 型

LWRの 建設計画があるとされているが,現

在極めて深刻化 している同国の経済情勢か ら

特に初期投資がネックとなっており,資 本費

の安 い小型モジュールHTGRも 視野に入れ

始めた。IAEAに 対 しHTGR国 際会議 を地

元で開催 したいと申し出る程 である。

3.南 ア フ リカ の ペ ブル ・ベ ッ ド ・モ ジ ュ ー一

ル 炉(PBMR)計 画 関 連 の 各 国 動 向

南アの意欲的かつ斬新 なHTGR発 電計画

の推進 と国際的アピールに,多 くの国や機関
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が,そ の技術的な成立性 と経済性に半ば疑念

を抱きながらも,そ れらが低迷 している原子

力開発 を一挙にブレー ク ・スルーする可能性

もあるとして,大 きな関心 と期待 を示 してい

る。

(1)日 本

電力会社,原 研,プ ラン ト・燃料 ・材料関

連のメーカー,並 びに商社等が,PBMR計 画

に少 なか らず興味を持 っている。南アと接触

をとりなが ら,グループ として或いは個別に,

その技術的成立性,安 全性,経 済性,国 際的

市場性等の調査,分 析 を試み,或 いは南ア と

の今後の技術協力の可能性等 を探 っている。

(2)中 国

清華大学は,PBMR計 画が うまく進むなら

これを支持 したいとし,ま たHTR-10の 燃料

取 り扱いシステムの経験情報 を南アに提供す

ることにつ き合意している。政府間レベルで

も関連の書簡 を交換中である。

(3)ド イ ツ

ユー リッヒ研究所他は,PBMR計 画が ドイ

ツ技術 をべ一スにしていることもあ り,同 国

内で炉心や燃料の試験研究を展開しなが ら,

南アに多数のコンサルタン トを派遣する等,

全面的な協力 ・支援体制 を敷いている。

また,HTR-GmbHも,前 述 した関係か ら,

当然何 らかの形で同計画に参加するものと見

られている。

(4)オ ラ ン ダ

ペ ッテン研究所を中心に ドイツ型燃料炉心

を指向 してお り,炉 心解析評価の面で南アを

サ ポー トして い る。

(5)lAEA

PBMR計 画 を支持す る方向で動 き始め て

お り,経 済性調査 と同計画へのIAEAの 関与

の仕方について,南 ア と意見交換中である。

南アは,前 述のように元核兵器国で もあり,

国際機関による監視の意味合いを含めた動 き

と見 られる。

4.米 国/ロ シ ア の ガ ス ・ター ビン ・モ ジ ュー

ル 炉(GT-MHR)計 画 関 連 の 各 国 動 向

フランスか らは,フ ラマ トム社が前述の と

お りGT-MHR計 画に参画中であるが,同 計

画が公式論では解体プル トニウムの焼却が目

的になっていることもあって,同 社は詳細設

計等今後のプロジェク トの推進については,

国際間それも政府べ一スの資金による協力と

支援が必要 と主張 している。

なお,同 社は,米 国/ロ シアのGT-MHR

計画,南 アのPBMR計 画,い ずれ も,実 証済

みの機器 を組み合わせてプラン トを構成す る

ものであり,今 後実寸大の機器による性能実

証試験は必要 ・不可欠ではあるものの,基 本

的な技術開発課題は現状特に見当たらないと

している。

フラマ トム社はまた,南 アが提示 している

PBMRコ ス トについて も,低過 ぎるとも見え

るが設計の考 え方等は リーズナブル,と の認

識を示 している。

5.ま とめ と所 感

HTGR,特 にその小型モジュール炉が,先

進国 と発展途上国の双方で注 目を浴びてい

る。
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主眼点は,超 安全性,需 要地近接立地,低

コス ト,コ ジェネ,地 球環境,更 にはプル ト

ニウムの焼却等である。

現在,HTGRに ついては,試 験研究炉の建

設が日本 と中国で順調に進捗 し,安 全性や熱

利用の実証試験等が計画されている。それら

と並行 して,2000年 代初頭の実用化を目指 し

た小 型 モ ジュー ル炉 開発が,南 アフ リカ

(PBMR計 画)と 米国/ロ シア(GT-MHR

計画)で,商 業的或いは国際共研的に鋭意進

め られている。

これらの開発計画は,楽 観視すべ きではな

いが,実 証済みの技術 をべ一スにしてお り,

それぞれ第1モ ジュールの建設や運転が進

み,安 全性や経済性が実証され始めると,停

滞 している世界の原子力開発を一挙にブレー

ク ・スルーする可能性 を含んでいる。

これらは,LWRか らFBR(高 速増殖炉)

へ,ま た大型炉,使 用済燃料再処理… という

従来の開発路線 とは異なるオプションやアプ

ローチを具現化 しようとするものであり,わ

が国としても,HTGRの みでな く原子力開発

全体の立場からも注 目したい。

今後,そ れらが国際的に発展する可能性や

わが国で導入する可能性等について分析 ・評

価 し,ま た積極的に協力 ・支援 していく価値

があると考える。

謝 辞

本件の調査 とまとめに当たってご協力いた
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〔技 術 解 説〕

エネルギー需給の現状 と将来

片 山 優 久 雄((財)エ ネルギー総合工学研究所プPジ ェクト試験研究部 部長)

1.は じ め に

一 般 に エ ネ ル ギー は
,エ ネ ル ギー 源 と し て

の 一 次 エ ネ ル ギー と,あ る種 の 一 次 エ ネ ル ギ

ー を電 力 等 の 利 用 し易 い形 態 に 変 換 後 の 二 次

エ ネ ル ギー とに 分 類 され て い る。 エ ネ ル ギー

源 と して の 一 次 エ ネ ル ギー は,石 油,石 炭,

天 然 ガ ス,オ イル シ ェ ー ル や オ イル サ ン ド等

の 化 石 エ ネ ル ギー 系,濃 縮 ウ ラ ン等 の核 エ ネ

ル ギー 系,太 陽 熱,太 陽 光,水 力,地 熱,潮

汐,潮 流,薪 炭 類,都 市 ご み 等 の 自然 ・再 生

エ ネ ル ギー 系 とに分 類 され て い る。 変 換 エ ネ

ル ギ ー と して の 二 次 エ ネ ル ギ ー の 代 表 は,電

力 で あ る が,他 に石 油 製 品 の ガ ソ リン,灯 油,

軽 油,ジ ェ ッ ト燃 料 やLPG等 の 他 に,都 市

ガ ス,コ ー クス 等 が 含 まれ て い る。

現 在,一 次 エ ネ ル ギ ー の 大 部 分 が 化 石 エ ネ

ル ギ ー で 占め られ て お り,エ ネ ル ギー 密 度 の

低 い 自然 ・再 生 エ ネ ル ギー の 一 次 エ ネ ル ギー

に 占め る割 合 は,非 常 に少 な い もの とな っ て

い る。

2.エ ネ ル ギ ー 資 源 の 賦 存 量

科学技術の進歩 した現在でも,地 球上,主

として地中に賦存するエネルギー資源量を正

確 に把握することは,難 しいことである。 し

かし,長 期にわたる国際エネルギー需給を考

えるうえで,石 油,石 炭,天 然ガス,ウ ラン

の埋蔵量を評価することが必要不可欠なため

に,埋 蔵量の評価は,こ れまでの採鉱開発実

績をもとに統計的な方法 を用 いて行われてい

るのが現状である。世界のエネルギー資源の

埋蔵量 を表1に 示 した。

また,図1は 表1を グラフ化 したもので,

全エネルギー資源量の66%を 石炭資源が占め

ている。 しか し,現 在開発中の核燃料サイク

ルが完成すると,使 用可能なエネルギー資源

量は倍増 し,図2に 示されたように,原 子力

の占め る割合が増えエネルギー資源量の55%

を占め るようになる。

核燃料サイクルが確立されればエネルギー

の可採年数(埋 蔵量を1993年 の供給量で割っ

た値)は,115年 か ら247年 と倍増する。エネ

ルギー資源に乏 しいわが国において,核 燃料

サイクルの開発が急がれているのはこのため

である。

2.1石 油

① 石油資源量

資源探査衛星 を用いた探査技術の進歩によ

って,石 油が賦存すると考 えられている堆積

盆地の大きさ等か ら,地 殻内に包含 される全

油量(究 極埋蔵量)の 推定値 は,12×102ijoule

(2兆 バーレル前後)と 推定されている。
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石油の確認可採埋蔵量(既 に発見された埋

蔵量の うち,現在の技術および経済条件下で,

採取可能 と考えられ る量)は,第16回 世界エ

ネルギー会議 資料 更1995SurveyofEnergy

Resources"を べ 一 ス に 算 定 す る と6×IO2i'

joule(約1兆 バ ー レル,表1参 照)で,現 在

(1993年)の 採 取 量 を基 準 と した可 採 年 数 は,

45年 強 とい われ て い る。 過 去30年 以 上 も前 か

表1世 界のエネルギー資源の埋蔵量

① 究 極 埋 蔵 量 ② 確認可採埋蔵量 ③ 年生産量(1993年)
④ 可採年数(②÷③)

(1193年)

石 油

(含NGL)

12×1021joule

2兆 バ ー レ ル

(内NGL2,250億 バ ー レル)

6×1021joule

1兆 バ ー レ ル

(内NGL176億 バー レル)

13×1019joule

310億 バ ー レル

(内NGL13億 バー レル)

46年

天 然 ガ ス

9×1021joule

240兆m3

(8,500兆cf)

5×1021joule

141兆m3

(4,990兆cf)

8×1019joule

2.2兆m3

(77兆cf)

56年

石 炭

285×102'joule

11兆 トン

(内 高 品位 炭8兆 トン)

26×1021joule

1兆 トン

(内高 品位 炭0.7兆 トン)

12×1019joule

45億 トン

(内 高 品位 炭36億 トン)

216年

超 重 質 油&

オイルシェール

原始 埋 蔵 量

59×1021joule

超 重 質 油4.7兆 バ』 レル

オイルシェール5.6次 ～バーレル

1×1021joule

超 重 質 油265億 バ ーレル

オイルシェール1,050億 バー レル

0.!×10'9joule

超 重 質 油2.3億 バ ー レル

オイル シェール3.3百 万 バーレル

大

ウ ラ ニ ウ ム

推定 確 認 埋 蔵 量

2×1021joule

4.4百 万 トン

1×1021joule

US$80/kgU以 下1.5百 万 トン

US$130/kgU以 下0.7百 万 トン

1×1019joule

32,527ト ン
68年

エネルギー計

367×1021joule

石 油 換 算

9×1012ト ン

39×1021joule

石 油 換 算

1×1012ト ン

34×!019joule

石 油 換 算

8×109ト ン

115年

注)第16回 世 界 エ ネ ル ギ ー会 議 資 料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成

1bbl(oil)=0.136ト ン,石 油 発 熱 量(ト ン 当 り,LHV)=42×109joule,NGL発 熱 量(ト ン当 り,LHV)=46×109joule,

天 然 ガ ス 発 熱 量(1000m3,LHV)=36×109joule,高 品位 炭(ト ン当 り,LHV)=29.3×109joule,低 品 位 炭(ト ン 当 り,

LHV)=16.7×199joule,ウ ラ ニ ユ ム(ト ン 当 り)=21×1015joule,

尚,NGL=NaturalGasLiquid,cf=立 方 フ ィ ー ト,高 品位 炭=渥 青 炭+無 煙 炭,LHV=低 位 発 熱 量

ウラ=ウ ム3i垢
a////////A・iき
超重質油3%・i

総 エ ネ ル ギー 量=39×1021joule

図1地 球上 の採 掘 可 能 なエネル ギー 資源 賦 存 量

7%

・:・:・:・.・.・

聯 ウ:覗

.:.1:・ .,
。。'.'.,. ●r・

石油● .:iii:● ■ ・●.

噴… 直 煽

..

事i曇然ガス6%

膨 形
,

,・.◎,,・噂,曜 ■ o噛..■墜. ■' .● ●■■ 尋凸■

・■

●●

"

.:.'.'● ● e

ii' ・ ● ■

.:i:i≦.i、・o,・,..%:. ● ■■臨9 , 峰ρ.

ii灘 iiiiiiiiii●
ウラ ニウ ム55%

,・,.・::・●きi卜i,
●

':"

"iiii'
o iii轍.吊_

磁 ㌔iiiii葺
iii ◆・■.◎■w照 0㌔≧琳 懲 掠 ・:'

鍵 .: iき
.i.、.'

妻i
.●
・
,,■●■・.
,■.・,',,9σ●,,.●.,.■■・・・

ii;
ii

ii灘'・

iil…
iii: …

譲

':::

:、iii灘iiひ
:●灘 難灘 鍵…i

・::::

ii
ii

:'

き

'ii
:=i

石炭3i%

超重質油1%

i嚢
・…………1……・…………iiii;iii……………iii　

、…
塁

, ili
・:.

謄,

総エネルギー量=85×1021joule

図2地 球上の採掘可能 なエネルギー資源賦存量

(核燃料サ イクルが確立 された場合)

一60一 季報エネルギー総合工学



ら この 可 採 年 数 は,30年 前 後 で 推 移 して い る。

そ の 訳 は,採 鉱 技 術 の進 歩 に伴 って 新 た な 油

田 の発 見 が 行 わ れ 続 け て い る こ とに よ る もの

で あ る。

表2に 示 さ れ て い る よ う,1993年 末 に お け

る世 界 の 原 油(ナ チ ュ ラ ル ・ガ ス ・リキ ッ ド

を含 む)の 確 認 可 採 埋 蔵 量 は,6×1021joule

(1,406億 トン=約1兆 バ ー レ ル)あ り,そ の

内 の64%が サ ウ ジ ア ラ ビア(356億 トン),イ

ラ ク(134億 トン),ク ウ ェー ト(134億 トン),

ア ラブ 首 長 国 連 邦(123億 トン)等 の 中 東 ア ジ

ア の 特 定 の 国 々 に偏 在 して い る(石 油1バ レ

ー ル は 約0
.136ト ン)。 この よ う な状 況 の た め

に,今 後 の石 油 供 給 に お け る中 東 地 域 の 重 要

性 は ま す ます 増 す も の と考 え ら れ て お り,

IEA(国 際 エ ネ ル ギー 機 関)の 世 界 石 油 需 給 見

通 しに よれ ば,2010年 に お け る石 油 の 中 東依

存 度 は,45%に まで 上 昇 す る とい わ れ て い る。

他 の 主 要 石 油 資 源 国 と して,ベ ネ ズ エ ラ(98

億 トン),メ キ シ コ(69億 トン),ロ シ ア連 邦

(67億 トン),リ ビア(59億 トン),ア メ リカ

(39億 トン),中 国(33億 トン)の 順 とな っ て

い る。 比 較 的 新 し い欧 州 の 北 海 油 田 は,中 国

に続 く規 模(約20億 トン)で あ る。

新 た な 油 田 と して は,中 国 の タ リム 盆 地 に

あ る油 田 が挙 げ られ るが,輸 送 設 備 の完 備 が

必 要 な こ とか ら,本 格 的 な採 掘 開 始 は,2000

年 以 降 と考 え られ て い る。

② 石 油 生 産 量

世 界 の 石 油 生 産 量 は,1970年 以 降200～235

億 バ ー レ ル/年(約27～32億 トン)の 間 を推

移 して い る。 国別 生 産 量 で は,1952年 ま で総

石 油 生 産 量 の50%以 上 を 占め て い た ア メ リカ

が,1965年 に 中 東 に 首 位 を奪 われ1974年 に 旧

ソ連(現 在 の ロ シア 連 邦,カ ザ フ ス タ ン,ア

ゼ ルバ イ ジ ャ ン,ア ル メ ニ ア,ウ ク ラ イナ,

エ ス トニ ア,ラ トビア,リ トア ニ ア,ベ ラ ル

ー シが 加 わ っ た 国 家)に も追 い 抜 か れ た が
,

旧 ソ連 の 崩 壊 に よ って,2位 に 返 り咲 い た。

しか し,ア メ リカ は,確 認 埋 蔵 量 で は世 界 第

9位 で あ る。

1965年 か ら1973年 の 第1次 オ イル シ ョ ッ ク

ま で,原 油 増 産 の 原動 力 とな っ て き た 中東 地

域 の 生 産 量 が,オ イ ル シ ョ ッ ク を契 機 に横 這

い と な り,1979年 の 第2次 オ イ ル シ ョ ッ ク後

は,北 海 油 田 や ア ラス カの 油 田,メ キ シ コ等

の 非OPEC(OPEC=石 油 輸 出 国機 構)地 域 か

らの 供 給 増,石 炭,天 然 ガ ス 等 の石 油 代 替 工

表2地 域別石油の可採埋蔵量と生産量C93年)
単位:百 万 トン

可 採 埋 蔵 量 生 産 量

原 油 ナチュラルガスリキッド 合 計 原 油 ナチュラルガスリキッド 合 計

ア フ リ カ 10,210 284 10,494 306 30 336

北 米 9,778 1,786 11,564 560 95 655

中 南 米 11,750 12 11,762 249 2 251

ア ジ ア 6,730 39 6,769 339 1 340

中 東 90,271 一 90,271 915 38 953

ロ シア連 邦 6,670 一 6,670 354 一 354

欧 州 2,712 187 2,899 246 13 259

大 洋 州 166 82 248 28 3 31

世 界 計 138,287 2,390 140,677 2,997 182 3,179

注)第16回 世 界 エ ネ ル ギー 会 議 資料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作成
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ネ ル ギ ー の 積 極 的 導 入 利 用,省 エ ネ ル ギー の

推 進 等 に よ っ て,一 時40%か ら20%ま で に 落

ち込 ん だ 。 しか し,1983年3月 の 原 油 価 格 下

げ とい う逆 オ イル シ ョ ッ ク以 降,中 東 地 域 は

生 産 量 を伸 ば し,1992年 に は全 世 界 の30%を

越 え るに 至 っ た が,過 去 の40%に 到 達 す るの

は2000年 以 降 に な る と考 え られ て い る。

1993年 の世 界 の 石 油 生 産 量 は,表2に 示 さ

れ て い る よ うに,約32億 トン(234億 バ ー レ ル,

13×1019joule)で,サ ウ ジ ア ラ ビ ア(13%強),

ア メ リカ(13%弱),ロ シ ア 連 邦(11%),イ

ラ ク(5%強)の 順 とな っ て い る。

2.2天 然 ガ ス

① 天 然 ガ ス 資 源 量

表1よ り,天 然 ガ ス(メ タ ンが 主 成 分 の ガ

ス)の 究 極 埋 蔵 量 は,9×1021joule(240兆m3)

と推 定 さ れ て い る。

ま た,天 然 ガ ス の確 認 可 採 埋 蔵 量 は,石 油

の 確 認 可 採 埋 蔵 量 よ りや や 少 な い5×102i

joule(141兆m3)と 評 価 さ れ て い る(表1,表

3参 照)。 可 採 年 数 は56年 と な っ て い るが,今

表3天 然 ガ スの確 認 可採埋 蔵量 および

生 産 量('93年)
単位:億m3

確認可採埋蔵量 生 産 量

ア フ リ カ 101,160 798

北 米 87,820 6,969

中 南 米 56,650 721

ア ジ ア 87,290 2,870

中 東 448,430 1,207

ロ シ ア 連 邦 560,060 6,037

欧 州 61,290 2,856

大 洋 州 10,650 302

合 計 1,413,350 21,760

注)第16回 世 界 エ ネル ギー会 議 資 料"1995Survey

ofEnergyResources"よ り作 成

まで天然ガスは,石 油探査 の過程で発見され

たものが殆 どで,石 油ほど探査が進んでいな

いこともあ り,未 発見埋蔵量は相当膨大なも

のであると考 えられている。天然資源開発が

進んだ旧ソ連における天然ガスの発見量は著

しく大 きく,ほ ぼ全世界の40%(56兆m3)の

資源量を占めており,2位 のイラン(14.6%)

と2力 国で50%を 越 えている。

② 天然ガス生産量

1993年 におけ る天然ガスの生産量は約2.2

兆m3で,主 な生産国は,ロ シア連邦(0.6兆m3,

27%)と アメリカ(0.5兆m3,24%)で,世 界

の生産量の50%強 を占めている。 しか し,化

石エネルギー資源の中で単位発熱量当た りの

二酸化炭素(CO2)発 生量が少ないため,今 後

さらに天然ガスの需要の伸びが考えられるた

めに,新 たなガス田の発見が急がれている。

2.3石 炭

① 石炭資源量

表1か ら石炭の確認可採埋蔵量は,無 煙炭

および澄青炭の高品位炭だけで も約7,000億

トンが見込まれてお り,褐 炭や亜炭 を加 えた

可採年数は,200年 を越え216年 となっている。

また,高 品位炭の究極埋蔵量は,8兆 トン,

褐炭や亜炭を加 えた究極埋蔵量は,1!兆 トン

と予測 されてお り,石 炭については近未来に

おける量的な制約はあまりない と考えられて

いる。

表4に 示されているように石炭資源は,石

油や天然ガス等の他のエネルギー資源 と異な

り偏在性があまり無 く,世 界各国に分布 して

いるのが特徴である。 しか し,ロ シア連邦 と

アメ リカが約2,400億 トン(約23%)と ほぼ同

じ確認可採埋蔵量 を持ってお り,3位 中国の

一62一
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表4-1石 炭 の 可採 埋蔵 量(1993年)
単位:百 万 トン

渥青炭+無 煙炭 亜 渥 青 炭 褐 炭 合 計

ア フ リ カ 60,405 1,263 4 61,672

北 米 111,864 104,102 34,426 250,392

中 南 米 5,649 4,607 124 10,380

ア ジ ア 133,173 42,132 52,467 227,772

ロ シ ア 連 邦 104,000 37,000 100,000 241,000

欧 州 58,898 4,211 86,226 149,335

大 洋 州 45,369 3,781 41,909 91,059

合 計 519,358 197,096 315,156 1,031,610

表4-2石 炭 の生 産量(1993年)
単位:百 万 トン

渥青炭+無 煙炭 亜渥 青炭 褐 炭 合 計

ア フ リ カ 18,900 36 一 18,936

北 米 56,636 27,805 9,128 93,569

中 南 米 2,664 595 一 3,259

ア ジ ア 161,946 4,600 9,800 176,346

ロ シ ア 連 邦 19,056 『 11,355 30,411

欧 州 41,729 2,388 57,934 102,051

大 洋 州 15,969 1,976 4,783 22,728

合 計 316,900 37,400 93,000 447,300

注)第16回 世 界 エ ネル ギー会 議 資料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成

1,145億 トン(11%)の 倍 以 上 の埋 蔵 量 を 占め

て い る。

② 石 炭 生 産 量

表4に 示 され た1993年 に お け る世 界 の石 炭

生 産 量 は,44.7億 トン あ り,生 産 国 の トップ

は 中 国 で,11.5億 トン(25%強)を 生 産 して

い る。2位 は ア メ リカ で8.6億 トン(19%)の

生 産 量 で,3位 ロ シ ア連 邦 は,3億 トン と1,

2位 と大 き くか け離 れ て い る。

2.4オ イルシェール と超重質油

① オイルシェール と超重質油の資源量

化石エネルギー資源 として,一 般に天然ア

スファル トと呼ばれる超重質油(オ イルサ ン

ドを含む)と オイルシェール(油 母けつ岩)

がある。これらの原始埋蔵量(可 採率 を掛け

る前 の 値)は,デ ー タの 欠 落 して い る 国 が あ

る た め に 全 体 量 を把 握 す る こ とは 出 来 な い

が,ミ ニ マ ム量 と し て超 重 質 油 が6,358億 トン

(4.7兆 バ ー レル),オ イ ル シ ェー ル が7,625億

トン(5.6兆 バ ー レル)あ る とい え,そ の合 計

は 石 油 の 究極 埋 蔵 量 の5倍 強 と膨 大 な量 で あ

る。 表5よ り確 認 埋 蔵 量 も同様 に,ミ ニ マ ム

量 と して 超 重 質 油 が279億 トン(2,050億 バ ー

レ ル),オ イ ル シ ェー ル が4,472億 トン(3.3兆

バ ー レル)と な って い る。 この 量 も石 油 の 確

認 可 採 埋 蔵 量 の約3倍 強 の値 とな っ て い るが,

現 在 の 原 油 価 格 で の 可 採 埋 蔵 量 の ミニ マ ム量

は,超 重 質 油 が36億 トン(265億 バ ー レル),

オ イ ル シ ェー ル が142億 トン(1,046億 バ ー レ

ル)で あ る。 オ イ ル シ ェ ー ル の 資源 の 大 半 は

ア メ リカ に あ り,確 認埋 蔵 量(ミ ニ マ ム量)

第21巻 第1号(1998)
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表5オ イルシェル ・超重質油の埋蔵量および生産量C93年)

原始埋蔵量 確認埋蔵量 確認可採埋蔵量 含 油 率 生 産 量
(百 万 トン) (百万 トン) (百万 トン) (kg-oil/t) (百万 トン)

オー ス トラ リア 101,574 69,200 3,651 53 0.00

ブ ラ ジ ル 18,522 9,646 352 70 0.20

中国(推 定 値) 一 一 (200) 75～80 0.18

オ ド イ ツ 一 251 一 50 一

イ イ ス ラ エ ル 12,000 12,000 700 62 0.00

ル ヨ ル ダ ン 60,000 40,000 4,000 100 0.00

シ モ ロ ツ コ 一 一 1,600 70 一

工 南 ア フ リ カ 一 73 『 10 0.00

i タ イ 20,300 18,600 1,700 43 一

ノレ ト ル コ 1,535 842 227 40～50 一

ア メ リ カ 507,000 290,000 一 57 一

ロ シ ア 連 邦 41,546 6,546 2,000 100～260 0.15

合 計 762,477 447,158 14,230 一 0.53

ア ル バ ニ ア 一 59 9 一 『

カ ナ ダ 408,000 6,520 410 68 22.20

超 中 国 一 1,675 251 } 　

重
ナ イ ジ ェ リ ア

ア メ リ カ

一

28,800

19,495

一

2,924

『

一

『

一

一

質 ロ シ ア 連 邦 19,000 13 『 80～110 一

油
、 Ψ 一

べ 不 ス エ フ 180,000 10 2 一 9.20

そ の 他 諸 国 一 105 11 一 0.02

合 計 635,800 27,877 3,607 一 31.42

注)第16回 世 界エ ネ ル ギー 会 議 資 料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成

の65%を 占 め て お り,2位 の オ ー ス トラ リア

は15%を 占め て い る。 また,超 重 質 油 の 確 認
へ

埋 蔵 量(ミ ニ マ ム量)の70%を ナ イ ジ ェ リア が

占め て お り,2位 カ ナ ダが23%を 占め て い る。

② オ イル シ ェ ー ル と超 重 質 油 の生 産 量

オ イ ル シ ェー ル を乾 留 して 得 られ る原 油 の

生 産 量 は,1993年 時 点 で は53万 トン(3.8百 万

バ ー レル)と 小 さ く実 証 試 験 規 模 の 域 を脱 し

て い な い 。 しか し,超 重 質 油 に お い て は,カ

ナ ダ の オ イル サ ン ドが 商 業 運 転 さ れ て お り,

1993年 時 点 で22百 万 トン(163百 万 バ ー レル)

生 産 さ れ て い る。 ま た,ベ ネ ズエ ラ に お い て

は,超 重 質 油 と水 の エ マ ル ジ ョ ン燃 料(商 品

名:オ リマ ル ジ ョン)と して,9.2百 万 トンの

超 重 質 油 が 生 産 さ れ た 。

2.5ウ ラ ン

① ウランの資源量

表1お よび表6に 示 されたように,世 界の

ウランの推定可採埋蔵量は,約440万 トンとな

っている。他のエネルギー資源 と異なり推定

可採埋蔵量で表示されていることから,こ こ

に示 された量はウラン資源 として利用可能 と

いえる。そこで推定可採埋蔵量 をべ一スとし

て,図1,図2を 作成 し直 したのが図3,図

4で ある。ウランの全エネルギー資源量に占

める割合 は,3%(図1)か ら5%(図3)

に上昇 し,核 燃料サイクルが確立 されると55

%(図2)か ら70%(図4)に 上昇 し,可 採

年数は115年(図1べ 一ス)か ら382年 と3倍

以上 も増加する。
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表6ウ ラ ンの埋蔵 量('93年)

推定可採埋蔵量(×1000t) 確認可採埋蔵量(×1000t) 生 産 量

US$80/k9以 下 US$80～130/kg 合 計 US$80/kg以 下 US$80～130/kg 合 計 (t・ ウ ラ ン)

オ ー ス トラ リア 734.00 177.00 911.00 462.00 55.00 517.00 2,256.00

カ ザ フ ス タ ン 417.50 94.80 512.30 　 一 一 一

カ ナ ダ 313.00 162.00 475.00 278.00 119.00 397.00 9,155.00

ニ ジ ェ ー ル 454.94 16.65 471.59 159.17 6.65 165.82 2,914.00

ア メ リ カ 112.00 254.00 366.00 112.00 254.00 366.00 1,178.00

ロ シ ア 連 邦 219.60 80.10 299.70 一 一 一 2,399.00

南 ア フ リ カ 179.12 116.14 295.26 144.40 96.44 240.84 1,700.00

ブ ラ ジ ル 256.00 0.00 256.00 162.00 一 162.00 0.00

ナ ミ ビ ア 110.62 39.00 149.62 80.60 16.00 96.60 1,665.00

ウ ク ラ イ ナ 62.20 86.70 148.90 一 一 一 一

モ ン ゴ ル 19.00 61.00 80.00 一 一 一 一

大 韓 民 国 0.00 52.70 52.70 0.00 31.00 31.00 0.00

ス ペ イ ン 22.20 23.30 45.50 18.00 23.30 41.30 183.00

チ ェコスロバ キア 17.20 26.40 43.60 !5.85 6.40 22.25 950.00

フ ラ ン ス 19.21 13.80 33.01 17.08 13.80 30.88 1,708.00

グ リー ン ラ ン ド 0.00 29.90 29.90 0.00 27.00 27.00 0.00

ア ノレジ ェ リ ア 28.30 0.30 28.60 26.00 一 26.00 0.00

ガ ボ ン 11.08 12.95 24.03 9.78 4.65 14.43 556.00

ノ＼ ン ガ リ ー 1.94 15.85 17.79 一 一 一 一

ア ル ゼ ン チ ン 4.60 2.70 7.30 4.60 2.70 7.30 121.00

そ の 他 諸 国 59.45 72.61 132.06 37.82 37.00 74.82 7,742.00

合 計 3,041.96 1,337.90 4,379.86 1,527.30 692.94 2,220.24 32,527.00

注)第16回 世 界エ ネル ギー会 議 資 料"/995SurveyofEnergyResources"よ り作 成

紹繊

総エネルギー量=40×1021joule

図3地 球上の採掘可能 なエネルギー資源賦存量

(ウランの推定可採埋蔵量 を用 いた場合)

灘
総エネルギー量=130×1021joule

図4地 球上 の採掘可能 なエネルギー資源賦存量

(ウランの推定可採埋蔵量 を用 い且つ核燃料

サ イクルが確立された場合)

原子力発電所の軽水炉で使用される濃縮ウ

ランは,天然ウランに含 まれる0.7%の ウラン

235を2～4%ま でに濃縮 したものである。発

電に使用 された使用済みウランは,ウ ラン235

を1%程 度,プ ル トニウムを0.5%程 度含んで

い る。これ を濃 縮 処 理 して ウ ラ ン235と プ ル ト

ニ ウ ム を再 び 燃 料 と して 使 用 で き る状 態 に す

る こ とが で き る。 こ の よ うに,核 燃 料 は,一

つ の 輪 の よ うに 循 環 す る。 こ の循 環 は約50回

程 繰 り返 す こ とが で き る。 こ の一 連 の 流 れ を
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"核 燃 料 サ イ クル"と 呼 ぶ
。

世 界 の ウ ラ ン 資 源 の20%強(91万 トン)を

オ ー ス トラ リア が 占め,2位 カ ザ フ ス タ ン(51

万 トン),3位 カナ ダ(47.5万 トン),4位 ニ

ジ ェー ル(47万 トン)は,ほ ぼ 同 じ約10%強,

5位 ア メ リカ が36.6万 トン(8%)と な っ て

い る。

② ウ ラ ン の生 産 量

表6に 示 さ れ た1993年 の ウ ラ ン 生 産 は,資

源 保 有 量1位 の オ ー ス トラ リア を抜 い て カ ナ

ダが1位 の9,155ト ン(28%)を 生 産 し,2位

の ニ ジ ェ ー ル は2,914ト ン(9%),3位 ロ シ

ア 連 邦2,399ト ン(7%),4位 オ ー ス トラ リ

ア2,256ト ン(7%),5位 フ ラ ン ス1,708ト ン

(5%)の 順 に な っ て い る。

3.そ の 他 の エ ネ ル ギ ー 資 源

3.1水 力

水力は自然再生エネルギー と呼ばれ,化 石

エネルギー資源のように枯渇の心配の全 くな

いクリー ンなエネルギー源で,か つて水力は,

水車を廻 し製粉や揚水用の動力源 として用い

られて きた。 しか し,電 力に変換できるター

ビンと発電機が発明されてからは,大 規模な

貯 水 ダ ム が 造 られ,規 模 の大 き な水 力 発 電 設

備 が 作 られ る よ うに な っ た。

図5は,世 界 の地 域 別 利 用 可 能 水 力 量 の 実

態 を示 した もの で あ る。 平 成7年 度 版 の 「総

合 エ ネ ル ギ ー 統 計 」 に よ る と,1993年 の世 界

の 水 力 利 用 に よ る発 電 量 は,2,376TWh/年

(8.5×1018joule,図5は 若 干 少 な め の2,183

TWh/年 で あ る)と 全 発 電 量12,261TWh/年

(44.1×10'8joule)の19.4%を 占め,1位 の

火 力 発 電 の7,670TWh/年(27.6×1018joule)

62.6%に 継 い で2位 で,3位 は 原 子 力 発 電 で

2,167TWh/年(7.8×1018joule)17.7%の 順

番 と な っ て い る。

表7に 示 され て い る よ うに,地 域 別 で は,

1位 ア ジ ア,2位 南 ア メ リカ,3位 欧 州,4

位 北 ア メ リカ,5位 ア フ リカ の順 序 とな って

い る。 ま た,全 世 界 の 経 済 的 に 開 発 可 能 水 力

量 は,8,830TWh/年(31.8×1018joule)と 現

状 の 水 力 発 電 量 の ほ ぼ4倍 もあ り,開 発 が 完

成 す る と総 水 力 発 電 量 は,11,414TWh/年

(41.1×1018joule)と ほ ぼ1993年 の 総発 電 量 に

匹敵 す る発 電 量 とな る。 そ の た め,炭 酸 ガ ス

に よ る地 球 温 暖 化 対 策 の1つ と して,積 極 的

な水 力 開 発 が 推 し進 め られ よ う と し て い る。

合 計

大洋州

欧 州

中 東

アジア

南アメリカ

北アメリカ

アフリカ
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表7包 蔵水力量,経 済的開発可能水力量および発電電力量(GWh/年)

包 蔵水 力 量
経済的開発可能水力量

(10GWh以 上)
発 電 量

(1993実 績)

ア フ リ カ 4,000,000 847,633 55,250

北 米 2,252,320 1,037,300 609,311

中 南 米 8,847,680 2,395,233 441,044

ア ジ ア 12,841,122 2,478,076 482,580

中 東 (最低値)559,000 248,420 44,339

ロ シ ア 連 邦 2,896,000 852,000 160,630

欧 州 2,687,346 799,009 659,577

大 州 洋 592,345 172,828 38,198

合 計 (最低値)34,675,813 8,830,499 2,490,929

注)第16回 世 界エ ネ ル ギー 会 議 資 料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成

国別 の 経 済 的 開 発 可 能 水 力 量 で は,1位 中

国1,261TWh/年,2位 ブ ラ ジ ル1,091TWh/

年,3位 ロ シ ア 連 邦852TWh/年,4位 イ ン ド

600TWh/年,5位 カ ナ ダ581TWh/年 の順 序

とな って い る 。 しか し,1993年 の 発 電 電 力 量

で は,カ ナ ダ が315TWh/年 で1位,2位 ア メ

リカ が267TWh/年,3位 ブ ラ ジ ル253TWh/

年 で あ る。

3.2地 熱

地熱 も水力同様,自 然再生エネルギー と呼

ばれ,化 石エネルギー資源のように枯渇の心

配の全 くない クリーンなエネルギー源であ

る。地熱と人類の関連は古 くか らあ り,わ が

国のような火山国では温泉 として古 くか ら利

用されている。 しか し,1978年 末の第二次石

油危機 を契機に,わ が国においても積極的な

導入利用が開始 された。

表8各 国 の地 熱利 用状 況(1993年)

発 電 利 用 直 接 利 用 A計
口

設備容量 発 電 量 設備容量 熱 量 (GWh/年)
(MWe) (GWh/年) (MWe) (GWh/年)

ア メ リ カ 2,817 16,491 1,874 3,859 20,350

ア イ ス ラ ン ド 49 265 1,443 5,878 6,143

ニ ュー ジ ー ラ ン ド 259 2,193
一 3,834 6,027

メ キ シ コ 740 5,877 28 74 5,951

中 国 28 98 2,143 5,527 5,625

フ ィ リ ピ ン 1,051 5,470 一 一 5,470

イ タ リ ア 626 3,417 308 1,008 4,425

日 本 299 1,722 319 1,928 3,650

ハ ン ガ リ ー 一 一 638 2,795 2,795

フ ラ ン ス 5 24 456 2,300 2,324

ジ ョ ー ジ ア 一 一 245 2,136 2,136

イ ン ド ネ シ ア 140 1,084
一 一 1,084

そ の 他 諸 国 442 1,335 1,329 6,468 7,803

合 計(最 低値) 6,456 37,976 8,783 35,807 73,783

注)第16回 世 界 エ ネル ギー会 議 資料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成
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地 熱 を利 用 して の 最 初 の発 電 は,石 油 危 機

以 前 の1904年 に ラ ル デ レ ッロ(Larderello,

イ タ リア)で 行 わ れ,1913年 に商 業 化 規 模 の

発 電 が 同所 で 開始 され た。 しか し,1993年 に

お け る地 熱 発 電 量 は,ア メ リカが トップ で16

TWh/年,2位 メ キ シ コ5.9TWh/年,3位 フ

ィ リ ピ ン5.5TWh/年,4位 イ タ リ ア3.4

TWh/年,5位 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド2.2TWh/

年,6位 日本1.1TWh/年 の 順 序 で あ る(表8

参 照)。

ま た,熱 の 直 接 利 用 で は ア イ ス ラ ン ドが5.9

TWh/年 と一 番 多 く,中 国5.5TWh/年,ア メ

リカ,ニ ュ ー ジー ラ ン ドが3.8TWh/年,ハ ジ

ガ リー2.8TWh/年 と な っ て い る。 両 方 の 合

計 で は,ア メ リカが 他 を引 き離 して トップ で,

20TWh/年(全 体 の27.6%)の 地 熱 を利 用 し

て い る。

3.3風 力

風力の利用は,オ ランダの風車に見られ る

ように,水 車同様古 くか ら製粉や揚水用の動

力 源 と して用 い ら れ て き た。 風 力 も水 力,地

熱 同 様 ク リー ン で再 生 可 能 な 自然 エ ネ ル ギ ー

で あ る こ とか ら,ア メ リカ で は1973年 の 第1

次 石 油 危 機 の 時 に 連 邦 風 力 発 電 計 画 を 策 定

し,積 極 的 に 開 発 を進 め て きた 。

一 方
,炭 酸 ガ ス に よ る温 暖 化 対 策 の1つ と

して,1990年 代 初 頭 か ら先 進 工 業 国 に お い て

は 国 家 に よ る融 資 や 税 制 優 遇 処 置 等 に よ って

導 入 が 促 進 され,ま た,開 発 途 上 国 で は潅 概

用 等 の 動 力源 と して の 導 入 が 盛 ん に 行 わ れ て

きた 。

表9に 示 され た よ うに,1993年 に お け る風

力発 電 量 で は,ア メ リカ が 他 を引 き離 して ト

ップ で,11×1015joule/年(62.9%,3TWh/

年),2位 デ ン マ ー ク の4.1×10isjoule/年

(23.5%,1.1TWh/年)で あ り,両 国 共 に 目

標 を達 成 して い る。

風 力 発 電 機 は,2～3枚 の ブ レー ド(羽 根)

を持 ち,一 般 的 に は全 長(高 さ)50m以 上,ブ

レー ドの 長 さが25m以 上,通 常 回転 数25～50

回転/分,発 電 出 力1～3MW(最 大)で あ る。

表9各 国の風 力発 電 量及 び将 来 目標(1993年)

発 電 利 用 将来の目標値

設備容量 発 電 量 設備容量
(MWe) (GWh/年) (MWe)

ア フ リ カ 1,814 3,042 3,000

イ ン ド 40 45 3,000

ロシア連 邦 一 一 2,400

エ ジ プ ト 2 一 1,250

デ ンマー ク 534 1,137 1,000

ド イ ツ 650 一 1,000

イ ギ リ ス 130 211 740

オ ラ ン ダ 130 131 450

ス ペ イ ン 52 117 168

その他諸国 167 154 3,074

合 計 3,519 4,837 16,082

(最 低 値)

注)第16回 世 界 エ ネ ル ギー 会 議 資 料"1995Survey

ofEnergyResources"よ り作 成

3.4薪 炭 類

18世 紀 の 産 業 革 命 以 前 は,人 々 は エ ネ ル ギ

ー 源 と して主 に 薪 炭 を用 い て きた。 しか し,

産 業 革 命 以 後 の 急 速 な科 学 技 術 の進 歩 に よ っ

て 電 気,ガ ス,石 油 が 用 い られ る よ うに な り,

20世 紀 に お け る先 進 工 業 国 の エ ネ ル ギー 消 費

に お け る薪 炭 の 占め る割 合 は ど ん どん 低 くな

り,1993年 で は0.8%(2×1018joule)と な っ

て い る。 開 発 途 上 国 に お い て も,薪 炭 の 占め

る割 合 は 低 くな って きて お り,1987年 に は35

%(48×1018joule)で あ っ た の が,1993年 に

は14%(20×1018joule)と 減 少 し て い る。

現 在,森 林 面 積,薪 炭 生 産 森 林 面積 と もに
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ロシア連邦が1位 で,世 界の森林面積の19%

(9.4億ヘ クタール),薪 炭生産森林面積 では

23%(7.6億 ヘ クタール),2位 がブラジルで

森林面積13.5%(6.7億 ヘ クタール),薪 炭生

産森林面積17.4%(5.7億 ヘクタール),3位

カナダ,4位 アメリカの順序である。

1993年 における薪炭生産は,1位 イン ド1.9

億 トン,2位 中国1.45億 トン,3位 ブラジル

1.4億 トン,4位 イン ドネシア1.1億 トンであ

る。 このように,薪 炭生産量で見ると開発途

上国の薪炭生産量が多い。

開発途上国におけ る著 しい人口増加によっ

て,エ ネルギー確保のための木材伐採,食 糧

確保のために行われ る焼畑,外 貨獲得のため

の木材採取による森林の破壊等での森林消滅

が1980年 代に入って著 しく,毎 年九州の面積

に匹敵する森林が消滅 し砂漠化 している。地

球温暖化防止のためにも森林の保護育成が必

要で,先 進工業国は森林保護(=砂 漠化防止)

のために,現 在数々の援助 を行っている。

3.5太 陽エネルギー

太陽のエネルギーは,地 上の植物を育て薪

炭を作 り,風 を起 こし風力エネルギーの源 と

なり,雨 を降らせ水力エネルギーの源 となっ

ている。この太陽の持つエネルギーは,晴 れ

た日の地上で約1kW/m2で ある。このエネル

ギーを熱エネルギー として,あ るいは電気エネ

ルギーとしての利用が現在進められている。

太陽光 を直接電気(直 流)に 変換する太陽

電池は,1960年 代末にカメラの照度計等に使

用され始めた。最初の太陽電池のエネルギー

変換効率は,10%以 下で且つ高価なために発

電に用いることが不可能であった。 これを改

良 し変換効率を上げる研究が,先 進工業国で

行 われ,わ が国もNEDO(新 エネルギー ・産

業技術総合開発機構)の 開発研究 として行わ

れた。現在NEDOの 成果 として変換効率が

15%を 越える太陽電池が開発 されている。太

陽光を用いる発電設備 は,高 価 なために送電

が困難な場所での電力確保の利用が殆 どで,

先進工業国では,融 資や税制優遇処置等で一

表10各 国 の太 陽エ ネル ギ ーの利 用状 況(1993年)

太 陽 光 発 電 太 陽 熱 発 電 太 陽 熱 利 用

発電設備容量 推定発電量 発電設備容量 推定発電量 ア クティブ利 用 パ ッシブ利用

(MWp) (GWh/年) (kW) (MWh/年) (Tjoule) (Tjoule)

ア メ リ カ 63 41 360,000 897,000 63,300 一

オー ス トラ リア 24 12 25 一 一 3,060

メ キ シ コ 20 10 一 一 691 一

イ タ リ ア 13 10 一 一 7,500 一

タ イ 12 6 一 一 54,860 N

ス ペ イ ン 9 5 一 一 1,802 一

フ ラ ン ス 4 3 一 一 600 8,000

カ ナ ダ 3 3 一 一 650 一

ス ウ ェ ー デ ン 2 3 一 一 108 一

イ ス ラ イ ル 3 2 一 一 18,000 一

その 他 諸 国 168 109 5,655 9,117 2,070 1,509

合計(最低値) 321 204 365,680 906,117 149,581 12,569

注)第16回 世 界 エ ネ ル ギー 会 議 資料"1995SurveyofEnergyResources"よ り作 成
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般家庭への導入促進を図っているのが現状で

ある。

太陽熱の利用は,温 室のような受動的な利

用(パ ッシブ利用)か ら,集 熱セルを用いて

温水 を製造 し利用したり,集 熱のために鏡 を

用いて得 られた高温度 を利用 し金属 の溶融

(太陽炉)や 高温の蒸気の製造など能動的な

利用(ア クティブ利用)と がある。ア メリカ

では,イ スラエルで開発 された350MWの 太

陽熱発電システムが,カ リフォルニアで1985

年よ り稼働 している。

表10に 示す とお り,1993年 における太陽光

発電 太陽熱発電共にアメ リカが1位 である。

太陽熱のア クティブ利用でもアメリカが1位 で

ある。太陽エネルギーの発電利用は,設 備費用が

高額で且つ広い施設面積が必要なために,風力や

地熱利用よりも進展していないのが現状である。

3.6そ の 他 の エ ネ ル ギ ー 資 源

(1)ト リ ウ ム

天 然 ト リウ ム(232Th)に は 核 分 裂 性 は な い

が,原 子 炉 内 で 中性 子 を 吸収 す る と核 分 裂 性

核種のウラン(233U)と なる。 この核種233U

を使用済み燃料から回収 し,天 然 トリウム を

加 えれば核燃料 として再利用できる。 これが

トリウム燃料サ イクル と呼ばれる ものであ

る。 しか し,天 然 トリウムが中性子を吸収 し

て生 じる233Uと,233Uが 核 分裂 して生 じ

る228Thは,連 鎖的放射線壊変性を持 ってお

り,回 収において α線,γ 線対策が要求され

る。使用済み燃料中のこれらの核種の濃度が,

通常 の235U-239Pu核 燃料サ イクル と比べ

て高濃度であるために,ト リウム燃料サイク

ルの開発が困難 となっている。

また,ト リウム資源に関 しての情報は,ウ

ラン資源情報 と比べて極めて乏 しく,現 在軽

金属,耐 熱合金原料 としての市場規模 も小さ

いために,ト リウム鉱床調査活動は小規模 で

あ り,新しい情報が入手 し難い状況下にある。

OECD-NEA/IAE(経 済協力開発機構i原子力

機関/国 際原子力機関)の1986年 の報告書に

よると,1985年1月1日 現在の トリウムの確認

埋蔵量は657,770ト ン,推定追加可採埋蔵量は

904,420ト ン,推 定追加資源量 として862,490

表11世 界 の トリウム資源 量(US$Se/kg以 下,1985年)

単 位:ト ン

確認可採埋蔵量 推定追加可採埋蔵量 推定追加埋蔵量

ア メ リ カ 122,000 278,000 一

ト ル コ 334,000 一 400,000

ベ ネ ズ エ ラ 　 300,000 一

ブ ラ ジ ル 171,100 50,490 329,420

ノ ル ウ ェ ー 一 131,800 131,800

エ ジ プ ト 『 100,000 一

カ ナ ダ 一 44,000 　

南 ア フ リ カ 17,570 一 『

オ ー ス トラ リ ア 12,780 130 一

タ イ 320 } 一

ア ル ゼ ン チ ン 一 一 1,270

合 計 657,770 904,420、 862,490

注)イ ン ドの海 浜砂 中 に含 まれ る とされて い る約400,000ト ンは上 表 に は含 まれ て い ない。
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単位Mt
表12世 界 の廃棄 物排 出量(1993年)

動植物性残渣 木 屑 動物の糞 黒 液* 都市ごみ そ の 他

ボ リ ビ ア 2,950.0 　 0.4 一 一 一

イ ン ド 94.0 一 240.0 一 246.0 一

、

セ 不 ガ ル 550.0 一 一 皿 一 一

中 国 237.0 一 13.0 一 一 一

ア メ リ カ 3.3 87.0 0.7 『 !06.0 一

ブ ラ ジ ル 160.0 一 一 4.6 一 一

ロ シ ア 連 邦 60.0 10.0 20.0 一 56.0 一

コ ス タ リ カ 145.0 … 一 一 一 一

イ ン ド ネ シ ア 8.6 17.0 31.0 一 80.0 一

ベ ネ ズ エ ラ 86.7 一 一 一 11.0 一

日 本 2.1 31.0 36.0 一 23.0 ㎜

韓 国 58.0 一 0.3 一 10.0 10.0

タ イ 71.5 一 一 } 一

フ ラ ン ス 30.4 7.8 一 一 20.0 一

ド イ ツ 29.0 一 一 一 25.0 一

デ ン マ ー ク 32 1.0 38.0 一 2.6 　

イ タ リ ア 3.0 1.1 25.0 一 9.0 一

カ ナ ダ 一 18.0 一 一 19.0 一

イ ギ リ ス 7.0 一 一 一 30.0 }

、

不 パ ー ル 11.0 7.4 4.4 一 一 一

ス ウ ェ ー デ ン 3.5 16.0 一 一 3.0 一

フ ィ リ ピ ン 一 1.3 19.0 一 一 一

バ ン グラデ ィ シュ 15.0 一 5.2 一 一 一

ポ ル ト ガ ル 一 一 13.0 一 2.0 一

ト ル コ 15.0 一 一 一 一 一

オ ー ス ト ラ リ ア 8.2 6.7 一 一 一 一

ペ ノレ ー 6.3 一 7.1 一 一 一

メ キ シ コ 13.0 一 一 一 一 一

ス ペ イ ン 一 一 一 一 13.0 一

イ ス ラ エ ル
一 一 一 一 8.0 一

ノ ル ウ ェ ー 3.5 一 0.5 一 1.0 一

南 ア フ リ カ 3.0
一 一 一 一 }

シ ン ガ ポ ー ル 一 一 一 一 2.2 一

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 一 1.6
一 一 一 一

ス ワ ジ ラ ン ド 1.1 一 一 一 一 一

パ ラ グ ア イ 0.4 一 一 一 一 一

ス リ ラ ン カ 0.4 一 一 一 一 一

合 計(最 低値) 4,579.2 205.9 453.6 4.6 666.8 10.0

第16回 世 界 エ ネ ル ギー 会 議 資料"1995SurveyofEnergyResources"よ})作 成

黒 液 とはパ ル プ 廃 液 の こ とで 水分 を蒸 発 させ る と燃 料 とな る物 質

 

濁

*
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トン とな っ て い る。1985年 時 点 で ト リウ ム 資

源 と して の 利 用 可 能 量 は1,562,190ト ン で あ

る。 世 界 の ト リウ ム 資源 量 を表11に 示 す 。

1985年1月 に お け る ト リ ウ ム 資 源 保 有 国

(確 認 可 採 埋 蔵 量 と推 定 可 採 埋 蔵 量 を加 え た

時 の 資 源 量)の1位 は ア メ リカ で40万 トン,

2位 トル コ約33万 トン,3位 ベ ネ ズエ ラ30万

トン,4位 ブ ラ ジ ル22万 トン,5位 ノル ウ ェ

ー13万 トン の順 で あ る。 も しイ ン ドの海 浜砂

に含 まれ る と され て い る40万 トンの ト リウム

が,1985年 時 点 で の採 取 価 格 がUS$80/kgU

以下 で あれ ば,ア メ リカ と並 び世 界1の ト リ

ウ ム 資 源 国 で あ る。

(2)廃 棄 物

人 類 の 生 存 の ため の 生 産 活 動 や 消 費 等 の 諸

活動 に よ っ て,多 くの 廃 棄 物 が排 出 さ れ て い

る。 廃 棄 物 の 中 に は 燃 焼 可 能 な もの も多 く含

まれ て い る。 表12は1993年 の世 界37ヶ 国 の 可

燃 性 廃 棄 物 の 排 出量 を纏 め た もの で あ る。 地

球 温 暖 化 防 止 の 観 点 か ら,可 燃 性 廃 棄 物 の 持

つ エ ネ ル ギ ー を積 極 的 に 有 効 利 用 す る こ とが

各 国 で 検 討 され て お り,そ の代 表 と して ごみ

発 電 施 設 の建 設 が 進 め られ て い る。

表12の 可 燃 性 廃 棄 物 の 総 量 は約6Gト ン,

可 燃 性 廃 棄 物1kg当 た り の 発 熱 量 を4.2×

106joule(=1000kcal/kg)ど す る と25×1018

jouleの エ ネ ル ギー を持 っ て い る とい え る。こ

れ は1993年 の世 界 の薪 炭 エ ネ ル ギー 量 とほ ぼ

同 等 で あ る。世 界 の 国 家 の数 は130を 越 え て い

るの で,廃 棄 物 の 量 は10Gト ン を越 え る もの

と 推 定 さ れ,そ の エ ネ ル ギ ー 量 は42×1018

jouleと な る。

(3)コ ールベッドメタン

(=石 炭層メタンガス)

コールベ ッドメタン(CoalbedMethane)

とは,石 炭の生成 ・熟成(石 炭化 と呼ぶ)に

伴 って発生 したメタンを主成分 とする炭化水

素ガスが炭層中の石炭に保持 されているもの

の総称である。メタンガスの一部は石炭中の

微細な孔隙や亀裂等に存在す るが,大 部分は

石炭に吸着 した状態で存在す るといわれてい

る。メタンの石炭に対する吸着量は,圧 力が

高い(=深 度が深い)ほ ど,ま た石炭化度が

高いほ ど多 くなる傾向を持っている。

表13コ ール ベ ッ ドメ タ ンの 推 定 資 源 量

単 位:1012m3

国 名 メ タ ン 量

ロ シ ア 連 邦 17～110

中 国 30～35

ア メ リ カ 11

カ ナ ダ 6～76

オ ー ス ト ラ リ ア 8～14

ド イ ツ 3

イ ギ リ ス 2

ポ ー ラ ン ド 3

ウ ク ラ イ ナ 2

日 本 0.25

そ の 他 諸 国 (最低値)2

世 界 総 計 (最低値)84

注)非 在来型天然ガスに関す る調査報告書

(財団法人エネルギー総合工学研究所編,

平成4年 ～平成7年 度版)を 用 いて作成

コールベ ッ ドメタン資源量は,石 炭資源量

とリンクしてお り,産 炭国がコールベ ッドメ

タン資源国である。しか し,資 源量に関する

地質学的な調査はアメリカ以外 あま り行われ

ていないのが現状であるが,資 源量は84兆m3

程度 と天然ガスの確認可採埋蔵量の6割 と見

積 もられている。表13に コールベ ッドメタン
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● 海洋 性 メタンハ イ ドレー ト

◆ 陸上 メ タンハ イ ドレー ト

(出典)ク ベ ン ボル デ ン,ガ スハ イ ドレー ト第1回 専 門家会 議(1996,ベ ル ギー)

資料 よ り作 成

図6世 界 の メ タ ンハ イ ドレ ー ト分 布

表14メ タ ンハ イ ドレー トの 資源 量(推 算値)
[単 位:m3]

推 算 者 陸 域 海 域 全 域

トロ フ ィマ ッ ク ら(TrofimukA.A.,eta1.)(1977) 5.7×1013 (5～25)×1015

マ ク ル バ ー ら(MclverR.D.,eta1.)(1981) 3.1×1013 3.1×1015

メ イ ヤ ー ら(MeyerI.F.,eta1.)(1981) 1.4×1013

ドブ リー ニ ン ら(DobryninV.M.,etal.)(1981) 3.4×1016 7.6×1018

クベ ン ヴ ォ ル デ ン(KvenvoldenK.A.)(1988) 2.01×1016

クベ ン ヴ ォ ル デ ン,ク レ イ プ ー ル

(KvenvoldenK。A。,ClaypoolG.E.)(1988)
2.91×1016

ク ラ ソ ン(KrasonJ.)(1992) (2.2～16.5)×!016

ギ ン ズ バ ー グ(GinsburgG.D.)(1995) 1×1015

地質調査所/エ ネルギー総合工学研究所(1992) 全 世 界 の 海 域(2.5～5)×1014

日本 周 辺 海 域(6～9)×1012

注)非 在来型天然ガスに関す る調査報告書(財 団法人エネルギー総合工学研究所 編,平 成4年 ～平成7年 度

版)を 用 いて作成

の推定資源量を示 した。現在積極的な開発 を

行 っているのはアメリカで,1993年 の生産量

は207億m3に 達 している。

(4)メ タ ンハ イ ドレー ト

水 分 子 は 温 度,圧 力 が あ る条 件 に な る と,

第21巻 第1号(1998)

ガ ス の分 子 を取 り込 む こ とが で き る篭 型 の マ

ク ロ分 子構 造 を 形 成 す る。 メ タ ンハ イ ドレー

トは,メ タ ンが こ の よ うな水 の 篭 型 の マ ク ロ.

分 子 構 造 内 に取 り込 ま れ て で き た氷 状 の 固体

物 質 で,CH4・5.75H、0と 表 さ れ る。低 温 ・高

圧 下 で安 定 で あ り,純 粋 な メ タ ンハ イ ドレー
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トは,1m3当 た り標準状態のメタンを約170

m3含 んでいる。

天然には,図6に 示すように永久凍土のあ

る極地域や大陸 ・島弧の縁辺海域に分布 して

いる。資源量については,表14に 示すように

これまで様々な評価が行われてきたが,わ が

国の通商産業省工業技術院地質調査所 とエネ

ルギー総合工学研究所の推算によれば,全 世

界の海域で250～500兆m3と ほぼ天然ガスの

究極埋蔵量に匹敵する資源量である。 日本周

辺海域 に も6～9兆m3と1993年 の世界の天

然ガス生産量の約3倍 強のメタン資源がある

と推定 されている。

4.終 わ り に

2015年 以降には石油資源の枯渇が始 まるで

あろうとの予測がされている現在,地 球上に

賦存するエネルギー資源量 を正確 に把握する

ことは,資 源の温存や再生可能エネルギー資

源の開発利用、 メタンハイ ドレー トや コール

ベ ッドメタンに代表され る非在来型天然ガス

の開発利用や核燃料の有効利用を計 る技術開

発のタイム リミットを知 る上で必要 との見地

か ら,1995年 にわが国で開催 された第16回 世

界エネルギー会議資料 を元に各種エネルギー

資源量についてまとめたものである。
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〔事 業 計 画〕

平 成10年 度 事 業 計 画 の 概 要

(財)エ ネル ギー総合工学研 究所
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本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェク ト調査研

究 を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化を一層推進 しつつ,平 成10年

度においては,次 の各号の事業 を行 う。

1.エ ネルギーに係 る科学技術 に関する調査

について

エネルギーに関連する各種情報を,国 内お

よび海外の諸機関 との情報交流等を通 じて広

く収集 し,技 術的見地か ら区分,整 理する。

(1)エ ネルギー ・環境技術データベース基

礎 資料の情報収集,分 析,検 索,処 理

(2)原 子力開発国際情報の収集分析

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科

学技術資料・情報の分析法,評 価法,体 系化

法の開発および応用に関する研究について

エネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れ らの分析,評

価,体 系化を行 うための手法の開発研究 を実

施 し,ま た,こ れら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ
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た体系化などを行い,そ の利用価値の向上を

図ることとする。

(1)環 境,経 済等への影響 を考慮 した総合

的エネルギー需給システム評価手法の開

発研究

(2)エ ネルギー情報提供のための手法検討

(3)各 種エネルギー ・システムの総合的評

価手法の開発研究

(4)先 端シミュレーション技術を中心 とし

たシステム工学に関す る調査研究

3.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の基礎的事項 に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新技術 の萌芽の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特性向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利用

のための各種システムの評価研究など,部 門

的,総 合的な技術的見地からの研究 を行 う。
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〔横断的研究〕

(1)エ ネルギー一関係技術開発動向およびそ

の将来性評価 に関する調査研究

(2)エ ネルギー ・環境技術の研究開発の事

前評価に関する調査



(3)先 端技術の技術的評価 と電気事業への

適合性評価

(4)エ ネルギー技術シーズに関す る調査研

究

(5)長 期的なエネルギー システムのベス ト

ミックスに関する調査研究

〔原子力関係〕

(6)放 射性廃棄物の処理 ・処分に関する調

査研究

・地下水流動に関す るデータの収集 ・整

備

・地層処分 クライテ リアの調査研究

(7)次 世代原子力システムに関する調査研

究

・高温ガス炉プラン トに関す る調査研究

(8)将 来型軽水炉に関する調査研究

・将来型軽水炉の設計のあ り方に関す る

調査

・将来型軽水炉の要素技術調査

(9)発 電用原子炉の廃止措置技術等に関す

る調査研究

・原子力施設解体における環境 ・安全性

評価

(10)原 子力分野における数値 シミュレー シ

ョンに関する調査研究

・原子炉 シミュレー ション手法高度化に

関する調査研究

(ll)ヒ ューマンファクター研究のあり方に

関する調査研究

⑰ 原子力分野における情報技術の応用に

関する調査研究

・原子力発電における情報高度化に関す

る調査研究

⑯ 原子力安全の社会科学的研究

・放射性廃棄物処分の社会的合意形成に

関す る調査研究

・原子力発電に対する公衆の意識構造の

分析

〔化石燃料関係〕

⑳ 石油系エネルギーに関す る調査研究

・自動車排気ガス中の未規制物質に関す

る調査研究

・重質油 ・超重質油の利用技術 に関する

調査研究

・超重質油燃料の環境安全性 に関す る調

査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

⑮ 天然ガスに関する調査研究

・非在来型天然ガスに関する調査

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

㈹ 発電技術 に関する調査研究

・高効率火力発電技術に関する調査研究

(17)自 然 ・再生可能エネルギーに関する調

査研究

⑯ 水素利用国際クリーンエネルギーシス

テム技術(WE-NET)に 関す る調査研究,

評価

⑲ 新水素エネルギーに関する実証研究

⑳ 将来の電力需要に関す る分析調査

・産業構造変化が電力需要に及ぼす影響

に関する調査研究

・夜間電力需要の実態 と動向に関する調

査研究

・電力多消費型業務用電力の需要家ロー

ドカーブに関する分析調査
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〔地球環境関係〕

⑳ グローバルエネルギーシステムの評価

に関する調査研究

⑳ エネルギー消費効率化 と地球環境問題

に関する調査研究

㈱ 廃棄物の リサイクルに関する調査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の応用的事項 に関する専門的,総 合的

な研究について

刻々亡変化する社会的,経 済的,技 術的な

多種 多様な制約のもとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関 して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステムを設計する。

さらに,こ れ らの最適システムの設計研究

の成果を具体的なプロジェクトに応用する研

究 を行 い,プ ラン ト設備や機器の開発に資す

る等専門的,総 合的見地か らの研究を行 う。

〔原子力関係〕

(1)核 燃料サイクルに関す る調査研究

・プル トニウム等の利用方策に関する調

査研究

・使用済核燃料管理 システムに関する調

査研究

(2)放 射性廃棄物の処理 ・処分に関する調

査研究

・地層処分 コンセプ トの背景に係わる評

価研究

・放射 性廃棄物処分場の管理システムに

関する調査研究

(3)次 世代原子力システムに関す る調査研

究
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・高速増殖炉の実用化に関す る調査研究

(4)発 電用原子炉の廃止措置技術等に関す

る調査研究

・原子炉廃止措置実施の環境整備 に関す

る調査研究

(5)原 子力分野における数値シ ミュレーシ

ョンに関す る調査研究

・BWRサ ブチャンネル解析手法に関す

る研究

(6)原 子力分野における情報技術の応用に

関する調査研究

・原子力立地地域の情報化に関する調査

研究

(7)原 子力開発利用政策に関す る調査研究

・原子力開発政策に関する調査研究

・国際協力のあり方に関する調査研究

・軽水炉長期化 に係わる課題の整理 ・見

直 し

〔化石燃料関係〕

(8)石 油系エネルギーに関する調査研究

・自動車及び燃料に関するプログラムの

評価

・低公害型 自動車燃料の開発 ・利用等に

関する調査研究

・石油活用型スーパー ごみ発電 システム

の普及促進に係るモデル調査

(9)石 炭の利用技術に関する調査研究

・石炭水添ガス化プロセス高度化に関す

る調査研究

・低 品位炭の改質技術に関す る調査研究

(10)次 世代型高効率エンジンに関する調査

研究

・セラ ミックガスタービンの応用に関す

る調査



・セ ラ ミッ ク ガ ス エ ン ジ ン の 技 術 評 価

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

(11)発 電技術 に関す る調査研究

・高効率廃棄物発電技術の最適システム

に関する調査研究

・次世代型高効率廃棄物発電技術に関す

る調査研究

・燃料電池の開発 ・利用に関する調査研

究

⑰ 新エネルギー導入 ・普及に対す る地方

自治体の取 り組みに関す る調査

㈲ 電力負荷集中制御システムに関する調

査研究

(⑳ エネルギー貯蔵技術に関する調査研究

・電気二重層キャパシタによる電力貯蔵

技術に関す る実証調査

⑯ 電気 自動車等 クリーンエネルギー 自動

車に関する調査研究

5.前 三号の研究に係 る試験について

前三号の研究に伴 う材料,要 素,機 器等の

試験を随時行 う。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供について

前各号の事業で得 られた成果の うちから,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供する。 さ

らに,こ れらの研究成果は出版,寄 稿・投稿,

講演会,学 会発表等により公表し,広 く利用

に供するこ ととす る。

また,そ れぞれの目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係る技術指導を行い,

人材を養成するなどエネルギー技術に関する

指導,普 及,啓 発に努めることとする。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供

(2)定 期刊行物の出版

(3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネルギ

ー総合工学シンポジウム,月例研究会等)

の開催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図るためには官 ・学 ・民一体 となった協

力体制 を整 え,効 率的に機能 させることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題について,

各所の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,責 任ある,し か も時宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提言を行 う

こととす る。

また,海 外の研究機関 との交流 ・連携 を深

めるとともに,国 際プロジェク トへの参画等

により,国 際協力事業の一端 を担 う。

(1)内 外の関係研究機関 との研究協力

(2)日 タイ間のテクノロジー トランスファー
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● 行 事 案 内 ●

働エネルギー総合工学研究所

創 立20周 年 記 念 特 別 シ ンポ ジ ウム

テ ー マ:「21世 紀 の エ ネ ル ギ ー ・地 球 環 境 と技 術 戦 略 」

《 基 調 講 演〉 「持 続可 能 な発展 と科 学技 術 の役 割」

慶応義塾大学 教授 茅 陽一

《特 別講 演1>「 エネル ギー と新 しい ライ フス タイル 」

評論家 五 代利 矢子

《 特別講演2>「2j世 紀初 頭 の エネ ル ギー需 給展望 と 日本 の課題 」

㈲ 日本エネルギー経済研究所 理事 十 市 勉

《特 別講 演3>「 グ ローバル ・エネ ル ギー ・シ ステム の設 計」

東京大学 教授 鈴 木 篤 之

《パ ネ ル討論 〉 「21世紀 の エネル ギー ・地 球環 境 と技術 を考 える」

〈司 会〉 近藤 駿介(東 京大学 教授)

〈パネ リス ト〉 柏木 孝 夫(東 京農工大学 教授)

五代 利 矢子(評 論家)

(五十音順)谷 口 富裕(資 源エネルギー庁 長官官房審議官)

月尾 嘉 男(東 京大学 教授)

前 田 肇(関 西電力㈱ 専務取締役)

時

場

費

先

加

合

日

会

参

問

平 成10年7月10日(金)10:00～17:00

東 商 ホ ー ル 東 京 商 工 会 議 所 ビ ル4F千 代 田 区 丸 の 内3-2-2

無 料

働 エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 企 画 部 金 子 裕 子

電 話:03-3508-8894/E-mail:ykaneko@iae,or.jp/FAX:03-3501-1735

(な お,プ ロ グ ラ ム は 若 干 変 わ る 可 能 性 が あ り ます)
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研究所の うごき

(平成10年1月1日 ～4月1日)

2.COP3の 結論と課題および我が国の今後

の対応について

(国立環境研究所 社会システム環境部

環境経済研究室長 森田恒幸氏)

◇ 第5回 評議員会

日 時:3月12日(木)12:00～13:20

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一号 議案 理 事 お よび監事 の選 任 につ い て

第二号 議案 評 議 員 の一部 交替 につ い て

第三号 議案 平 成10年 度 事業 計 画お よび収支

予 算(案)に つ いて

第四号 議案 その他

◇ 第49回 理事会

日 時:3月20日(金)12:00～13:20

場 所 二経 団連 会館(9階)906号 室

議i題:

第一号 議案 平 成10年 度 事 業計 画 お よび収支

予 算(案)に つ いて

第二号 議案 理 事4役 の互選 につ いて

第三号 議案 評 議員 の一 部 交替 につ い て

第四号 議案 顧 問 の委嘱 に つ いて

第五号 議案 事 務局 長 の委 嘱 につ いて

第 六号 議案 その他

◇ 第42回 企画委員会

日 時:2月27日(金)10:00～13:00

場 所:新 橋SYビ ル7階 会 議 室

議 題:

1.最 近 の事 業概 要 につ いて

2.新 ・中長期 ビ ジ ョンの作成 につ い て

3.そ の他

◇ 月例研究会

第154回 月例研 究会

日 時:1月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階601会 議室

アー マ:

1.地 球環 境 問題 とNEDOの 対応

(新エ ネル ギー ・産業 技術 総合 開発 機構

環 境 技術 開発室 長 久 留 島守広 氏)

第155回 月例研 究会

日 時:2月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館7階702・703会 議 室

アー マ:

1.ISO14000シ リー ズ の概 要 と我 が 国へ の

導 入状 況

(通商産業 省 工業 技術 院 標 準部 管理 シ

ステム規 格 課 環 境 管理 システ ム班 長

矢 野友 三郎 氏)

2.ISO14000シ リー ズ に係 るLCA規 格 化

の動 向

(通商産 業省 工 業技 術院 機械 技 術研 究所

研 究調査 官 赤 井誠 氏)

第156回 月例研 究会

日 時:3月27日(金)14二 〇〇～16:00

場 所:航 空会 館6階601会 議 室

アー マ:

1.負 荷 平 準化 の ため の電 池電力貯 蔵 技術 の概

要

(通商 産業 省 工業 技術 院 電 子技術 総合 研

究所 エネ ル ギー 部 主任 研 究官

野崎 健 氏)

2.超 電 導 エネ ル ギー 貯蔵 装 置(SMES)研

究 の概要

(九州 電 力(株)総 合研 究所 主幹研 究 員

林秀 美 氏)

◇ 主なできごと

1月7日(水)・ 第1回 先 進 型高効 率 エ ン ジンの応

用調査WG

8日(木)・ 第2回 地 層処 分研 究委 員会

13日(火)・ 第4回 高速増 殖炉 利用 シス テム開

発調 査検 討委 員会

・第1回 発 電用 新型 炉 プル トニ ウム

等利 用方 策 開発調 査委 員会

14日(水)・ 第1回 電 力 負荷 平 準化 用 キ ャパ シ

タシ ステム実 証調 査作 業会

16日(金)・ 第3回 石 炭水 添 ガス化 高度 化調査

分科会
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1月27日(火)・ 第4回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究会

28日(水)・ 第1回 エ ネル ギー ・環境 技術 研 究

開発 の事 前 評価 に 関す る調査 委員

会

30日(金)・ 第3回 エ ネル ギー環 境予 測検 討委

員会

2月2日(月)・ 第2回 石 炭灰 有効 利 用拡 大技術 調

査委 員会

4日(水)・ 第3回 地層処 分 背景 情報 委員 会

・第3回 廃 棄物 ガス化 溶融 発電 技術

評価 委貝 会

5日(木)・ 第3回 地層処 分研 究 委員 会

・第2回 エ ネル ギー ・環 境 技術研 究

開発 の事 前評 価 に関 す る調査 委員

会

6日(金)・ 第3回 地 球環 境対 策 技術 調査 研究

委員 会

10日(火)・ 第2回 自動車 及 び燃料 評価 委 員会

・第3回 地球環 境 対策 技術 と して の

グロー バ ルエ ネル ギー シス テム の

評価 に 関す る調査 研 究(ID委 員会

16日(月)・ 第3回 石 油 活用 型 スーパ ー ごみ発

電導 入 に 向け た課題 に対 す るア ク

シ ョンプ ロ グラム に関す る調査 委

貝会

・第3回 原子炉 総合 数値 解析 シス テ

ム実 用化 検討 委 員会

18日(水)・ 第2回WE-NET総 合 評価 と開発

計 画の ため の調査 ・研 究 委貝 会

23日(月)・ 第1回 海外 にお け る原子 力発 電研

究 開発 の推進 動 向調査 委 員会

24日(火)・ 第5回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究会

・第3回WE-NET革 新 的 ・先 導 的

技術 に関す る調査 ・研 究 委員 会

25日(水)・ 第3回WE-NET全 体 シス テム概念

設計 一安 全 対策 ・評価 技 術委 員会

26日(木)・ 第4回 原子 炉総 合数値 解 析 シ ステ

ム 実用 化検 討委 員会

27日(金)・ 第3回 負荷 集 中制御 専 門委員 会

3月2日(月)・ 第3回 エ ネル ギー ・環境 技術 研 究

開 発 の事 前 評価 に 関す る調査 委 員

会

・第3回 先端 技術 調査 分析 検 討会

6日(金)・ 第3回 産業 構造 変化 の 電力 需要 へ

の影響 分析 調査 委 員会

・第1回 ガ ス技術 評価 委 員会
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10日(火)

12日(木)

13日(金)

16日(月)

17日(火)

18日(水)

19日(木)

20日(金)

23日(月)

24日(火)

26日(木)

27日(金)

30日(月)

・第2回DSM技 術検討委員会

・第1回21世 紀ガス技術ビジョン委

員会
・第2回 先進型高効率エンジンの応

用調査WG
・第4回 低品位炭改質技術に関する

調査委員会
・第5回 原子炉総合数値解析システ

ム実用化検討委員会

・第5回 高速増殖炉利用システム開

発調査検討委員会
・第2回 非在来型天然ガス基礎調査

委員会
・第3回 夜間電力需要動向分析調査

委員会
・第4回 廃棄物ガス化溶融発電技術

評価委員会
・第3回 分散型電源動向分析調査委

貝会
・第3回 実用発電用原子炉廃炉技術

調査委員会
・第4回 地球環境対策技術としての

グローバルエネルギーシステムの

評価に関する調査研究(II)委員会
・第11回新水素エネルギー基礎研究

推進委員会
・第3回 石炭灰有効利用拡大技術調

査委員会
・第1回 海外における原子力発電研

究開発の推進動向調査委員会
・第2回 海外における原子力発電研

究開発の推進動向調査委員会
・第2回 含酸素軽油の開発可能性に

関する調査WG
・第2回 電力負荷平準化用キャパシ

タシステム実証調査作業会
・燃料電池に関する実用化のための

システム調査検討会
・第2回 発電用新型炉プルトニウム

等利用方策開発調査委員会
・第5回 「原子力と情報」懇談会

・第3回IPCC第 三次評価報告書

に関する国内委員会
・第4回 エネルギー ・環境技術研究

開発の事前評価に関する調査委員

会



◇ 人事異動

02月28日 付

(出向解 除)

小 谷 哲哉(プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 兼新 水素

エ ネ ル ギー 実証 研究 セ ン ター 主

任 研究 員)

03月1日 付

(採用)

鈴 木 昭男 プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 兼新 水素

エネ ル ギー 実証 研究 セ ン ター 主

任研 究 員

03月20日 イ寸

(出向解 除)

藤 原鉄 也(プ ロジ ェ ク ト試 験研 究部 主 管研

究 員)

03月21日 付

(採用)

千 葉勝 司 プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 主 任研

究員

03月31日 付

(出向解除)

角 正夫(新 水素エネルギー実証研究セン

ター新水素エネルギー実証ラボ

ラトリー 主管研究員)

島田 僚一(同 上 主管研究貝)

上村 博(同 上 主管研究員)

千住 年男(同 上 主管研究貝)

久保田章彦(同 上 主任研究員

宮下 茂(同 上 研究員)

西川 裕次(WE-NETセ ンター 主管研究

員)

04月1日 付

(採用)

丸山文夫WE-NETセ ンター 主管研究員
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第20巻 通 巻 目 次

VOL.20,NO.1

【巻頭言】

【座談会】

【特別講演】

【事業計画】

【寄 稿】

【調査研究報告】

【技術解説】

【随 想】

【行事案 内】

(1997.4)

環境問題とエネルギー技術

東京ガス㈱ 専務取締役 山 本 洋 平…1

本格的プルサーマル時代の展開へ

一 総合エネ調原子力部会中間報告をめ ぐって一2

東京大学 大学院工学系研究科 教授 近 藤 駿 介

通商産業省 資源エネルギー庁 公益事業部

原子力発電課 新型炉開発企画官 中 富 泰 三

電気事業連合会 原子力部長 早 瀬 佑 一

司会(財)エ ネルギー総合工学研究所 専務理事 稲 葉 裕 俊

グローバルエネルギー戦略

東京大学 大学院工学系研究科 教授 山 地 憲 治…23

平成9年 度事業計画の概要(財)エ ネルギー総合工学研究所…41

低品位炭の転換技術

新ク リーン燃料ジメチルエーテルの合成一

NKK技 術開発本部 技術企画部 主幹 大 野 陽太郎…45

メタンハイ ドレー トとその将来性

日本周辺海域に眠る新 しい天然ガス資源一

主管研究員 兼 子 弘…55

放射性汚染除去の基礎知識 専門役 和 達 嘉 樹…66

クリーンエネルギー自動車 レポー ト(第3報)

一 活発化するハイブリッド自動車の開発一

プロジェクト試験研究部 部長補佐 蓮 池 宏…74

【研究所の うごき】

【第19巻 通巻 目次】

【編 集 そ麦言己】
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VOL.20,NO.2(1997.7)

【巻 頭 言 】 地 球 か らの 視 点

【理事長対談】

【特別講演】

【寄 稿】

【海外出張報告】

【調査研究報告】

【随 想】

【訪問記】

工業技術院長 佐 藤

情報化時代のエネルギー戦略を考える

慶応義塾大学 教授 石 井

(財)エ ネルギー総合工学研究所 理事長 秋 山

気候変動問題への我が国の対応について

一 「新地球再生計画」構想を中心として一

通商産業省 環境立地局 環境政策課長 松 永

lSOに おけるLCA規 格化の最新動向

工業技術院 機械技術研究所 研究調査官 赤 井

米国における廃棄物発電の現況

エネルギー技術情報センター長 小 川

前 主任研究員 山 ロ

電力の負荷平準化 と省エネルギーを目指す

DSMの 国内外の動向

前 主任研究員 土 器

クリーンエネルギー自動車 レポー ト(第4報)

一 将来が期待 される燃料電池 自動車一

プロジェクト試験研究部 部長補佐 蓮 池

九州電力㈱ 前原営業所

一 負荷集中制御システム実証試験一

壮 郎…1

威 望

守…2

和 夫 …21

誠 …35

紀 一 郎

健 一 …47

勉 …60

宏 …71

IAE女 性研究員取材チーム…78

【研究所の うごき】

【編集後記】
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VOL.20,NO.3(1997.10)

特 集:第15回 エ ネ ル ギ ー総 合 工 学 シ ンポ ジ ウ ム

天 然 ガ ス の 将 来 展 望 と新 しい 輸 送 ・利 用 技 術

メ タ ノ ー ル は21世 紀 の エ ネ ル ギー とな り う る か

平成9年7月14日(月)東 商 ホール(東 京商工会議所 ビル4階)

総合司会 ……プ ロジェク ト試験研究部 部長

【開会挨拶】

【来賓挨拶】

【基調講演1】

【基調講演2】

【特別講演】

【講演1】

【講演2】

【講演3】

【講演4】

【講演5】

高 倉

理事長 秋 山

通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房審議官 谷 口

天然ガス需給の将来展望 一 特にアジアに関 して一

東京ガス㈱ 最高顧問 片 岡

今なぜ メタノールか

一 メタノールのエネルギー利用の意義一

東京大学 大学院工学系研究科 教授 吉

エコノミス トの 目から見たエネルギー問題

㈱長銀総合研究所 主席研究貝 竹

中小ガス田 ・油田の利用を拓 くメタノール洋上生産システム

三菱商事㈱LNG第 一部 部長代行 桑

メタノールの製造 と研究開発の現状

三菱ガス化学㈱ 研究技術本部 技術部長 上

メタノールの発電利用技術 とその経済性

プロジェクト試験研究部 部長 高 倉

期待 されるメタノール燃料電池 自動車

トヨタ自動車㈱ 第1FP部 主担当員 河

富

毅

守 …1

裕 …3

宏 文 …7

田 邦 夫 …18

内 佐和子…30

原 徹 郎…37

松 正 次 …44

津 成

我が国の長期エネルギー需給見通 しとメタノール燃料の位置づけ

㈱テクノリサーチ研究所 代表取締役 内 田

【総括とりまとめ ・閉会挨拶】 専務理事 稲 葉

毅 …58

之 …69

二 郎 …78

裕 俊 …87

【研究所のうごき】

【編 集 そ麦言己】
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VOL.20,NO.4

【巻頭言】

【座談会】

【特別講演】

【寄 稿】

【調査研究報告】

【調査研究報告】

【海外出張報告】

【訪問記】

(1998.1)

エネルギー ・セキュリティ 関西電力(株)取 締役副社長 鷲 見 禎

これからの廃棄物発電を考える

京都大学 名誉教授

地球環境システム工学研究所 所長 平 岡

資源エネルギー庁 公益事業部

電力技術課 開発振興室長 細 川

新エネルギー ・産業技術総合開発機構

水素 ・アルコール・バイオマス技術開発室長 新 井

東京都 清掃局 工場管理部

発電計画担当副参事 永 島

司会(財)エ ネルギー総合工学研究所

エネルギー技術情報センター長 小 川

平成10年 度予算要求 における資源エネルギー政策

資源エネルギー庁 長官官房総務課

計画需給班長 高 倉 秀

生物による二酸化炭素の固定 と

バイオマス ・エネルギー

(財)電力中央研究所 我孫子研究所

生物科学部 部長 齋 木

地球温暖化問題 とその対応 についての概要

プロジェクト試験研究部 部長 吉 江 照

火力発電ボイラから

沸騰水型原子炉の熱水力解析へ 副主席研究員 楠 野 貞

WE-NET関 連技術調査に欧州を訪れて

主管研究員 大 野 哲

電源開発(株)奥 清津第二発電所 訪問記

彦 …1

正 勝

政 弘

晴 美

公 明

紀一郎…2

和 …20

博 …34

一 …47

夫 …58

雄 …72

lAE女 性 研 究 員 取 材 チ ー ム …82

【研究所の うごき】

【編 集 そ変言己】
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編集後記

巻頭 言 は,最 近地 球環 境面 か らも注 目さ

れて い る輸 送用 エ ネル ギー の消 費量低 減 に

関 し日本 自動 車工業 会 の富永 孝雄 副会 長か

ら 「COP3そ の後 と自動車 業 界」 として寄

稿 いた だい た。

理事 長対 談 は,三 菱 マ テ リア ル(株)の 秋

元勇 巳社長 に ご登場 いただ い た。 同 氏の著

書 であ る 「しなや か な世 紀 」 に まつ わ る話

を糸 口 として,エ ネル ギー,環 境,経 済,

情報,教 育 問題 へ と発展 し予 定 した時間 を

超 えて話 が はず んだ。 昨今 のエ ネル ギー を

巡 る情勢 を踏 まえて,是 非 語 りた い との両

氏の 思 いが表 れ た結 果 で あっ た と思 う。

その他,外 部 か らの寄 稿 として科学 技術

庁 の有本建 男 課長 か ら 「高 レベ ル放射 性廃

棄物 処分 に 向け ての取 り組 み」 につ い て特

に処 分 懇談会 の動 きを中心 に紹 介 いた だい

た。 昨 年 の 当 所 月 例 研 究 会 で の ご講 演 を

テー プ起 こ しした もの に,今 般 さ らに 同氏

の協 力 を得 て,加 筆 修 文 して いた だい た も

の であ る。次 い で,東 京大 学 の松橋 隆治助

教 授 か ら 「持 続可能 な システ ム実 現 の ため

の エネ ル ギー 技術 開発 とラ イフサ イ クルア

セ ス メン ト」 の題 で寄稿 いた だい た。数 式

を縦横 に駆使 しての理 論展 開 に,事 務 局 レ

ベ ルの理解 力 で は太刀 打 ちで きない壁 の大

きさ を感 じなが らも,持 続 可能 な発 展 には,

新 シス テム採 用 に際 して工 学 と経 済学 の両

面 のアプ ロー チが 必須 で あ るこ とを理論 的

に展 開 され てい る点 を敢 えて紹 介 したい。

また,日 本 原子力 発電(株)土 江保 男部長 か

らは 「世 界 の高温 ガ ス炉 の開発 動 向」 と し

て 同技術 に関 す る内外 の状 況 を紹介 いただ

い た。 いず れ も,年 度 末 で 多忙 な中か らご

協 力い ただ き事 務 局 を代 表 して心 か ら感 謝

申 し上 げ ます 。

毎 年 の風情 ではあ るが,本 年 も春 の訪 れ

と ともに,例 えば桜 の場合 でみ る と蕾 が開

き,満 開 とな って散 り,そ して新 緑へ と変

わ って い く鮮 や か な季 節 の変 化 が 見 ら れ

た。 厳 しい冬 を耐 えて,時 が くれ ば花 を咲

かせ,そ して緑 の葉へ と移 って い く樹木 の

様 子 に 自然 の もつ 息 吹 き と"し なや か さ"

を垣 間見 る思 いが した。今,わ が 国が 置か

れ た 多 くの 困難 を乗 り切 るヒ ン トは意外 と

自然の 中に 隠 されて い るの では なか ろ うか

と本 号 の編集 に際 して思 っ た次第 で あ る。

編 集責任 者 小 川紀 一郎
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